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社会から必要とされる、 

社会になくてはならない会社になりたい。 

代表取締役執行役員社長 兼 CEO 

 

NEC は、1899 年の創業時から、「ベタープロダクツ・ベターサービス」をモットーに、IT

やネットワークを中心とするプロダクトやサービスの提供を価値として、お客さまに貢献して

きました。 

昨今では、2015 年に 193 の国連加盟国により採択された「持続可能な開発目標 SDGs」や、

COP21 で採択された「パリ協定」など、グローバルな枠組みにおいてさまざまな社会課題に対

する共通の認識が提示され、その解決への取り組みは、企業にも求められるようになってきて

います。お客さまからも、個々のプロダクトやサービスの提供を超えた、より大きな課題の解

決につながる価値を提供してほしいという声をいただいています。 

当社は、社会から必要とされる、社会になくてはならない会社になりたいという思いから、

2014 年に「Orchestrating a brighter world」というブランドステートメントのもと、NEC が

取り組む領域として「7 つの社会価値創造テーマ」を設定しました。これらがめざす方向は

SDGs やパリ協定にも一致しており、NEC グループが事業をとおしてそれらに向かって貢献し

続けることが、当社のサステナブル経営そのものであると考えています。 

サステナブル経営の基本は、コンプライアンスを最優先に取り組むことです。当社は、人権、労働、環境、腐敗防止を原則

とする「国連グローバル・コンパクト」に署名しており、コンプライアンスを経営上の最重要課題の一つと捉え、その徹底と

内部統制システムの整備・運用に継続して取り組んできました。 

しかしながら、昨年度、公正取引委員会から３件の独占禁止法違反行為があった旨の認定を受けました。このような事案が

立て続けに発生したことは誠に遺憾であり、トップマネジメントとして深く反省しています。速やかに、公正取引教育の見直

しと公正取引に関する社内審査・モニタリングの制度強化を実施し、こうした対応を一時的なものとして済ませるのではな

く、コンプライアンス体制の不断の見直しを行うことにより再発防止を徹底し、信頼回復に向けてたゆまぬ努力をしていきま

す。 

そして、お客さまをはじめとするさまざまなステークホルダーの皆さまとの共創や対話をとおして、社会やお客さまにとっ

ての価値を知り、スピード感をもってその価値を最大化することによって、NEC を、社会に必要とされる、社会になくてはな

らない会社にしていきます。 

2017 年 7 月 
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サステナブル経営 

NEC は、「Orchestrating a brighter world」というブランドステートメントを掲げ、グローバルな社会課題を解決し、世

界中の人々が未来に向かって、より明るく豊かに生きていくことのできる社会の実現に取り組んでいます。 

このステートメントは、私たちの使命・存在意義として 1990 年に明文化した企業理念「NEC は C&C(コンピュータと通信

の融合)をとおして、世界の人々が相互に理解を深め、人間性を十分に発揮する豊かな社会の実現に貢献します」に基づいてお

り、社会価値を創造することこそが NEC の使命であることを、2014 年に改めて定義したものです。 

NEC のサステナブルな(持続可能な)経営、あるいは CSR 経営は、ステークホルダーのみなさまとの対話をとおして社会の声

を知り、私たちのブランドステートメントや企業理念を、役員から従業員に至るまで、一人ひとりが企業活動の中で実践し、

具体化していくことです。この企業活動には、本業で社会価値創造に貢献する活動に加え、非営利の社会貢献活動も含まれて

おり、いずれも社会や環境にプラスの影響を与えることをめざして取り組んでいます。 

また、法令遵守や企業倫理の徹底に代表されるコンプライアンス責任を全うするだけでなく、社会や環境にマイナスの影響

を与える可能性のある企業活動のリスク軽減にも重点的に取り組んでいます。お客さまや社会から信頼される存在であってこ

そ、社会価値創造型企業といえると考えるからです。 

NEC では、サステナブルな経営を進めるにあたり、NEC グループの一人ひとりの持つべき心構えを「NEC Way」として体

系化し、これを人材育成の指針として、社会価値創造をめざしています。 

 

＜NEC Way とは＞ 

企業理念の実践や具体化の土台となるのは、倫理観や、

「企業行動憲章」および「行動規範」という NEC グループ

で定めている行動指針です。 

 

 そして、NEC が実現したい社会像・企業像である「NEC

グループビジョン」や「Orchestrating a brighter world」

実現に向け、従業員は、「NEC グループバリュー」と総称

する 4 つの価値観(イノベーションへの情熱、自助、共創、

ベタープロダクツ・ベターサービス)、行動原理と行動規範

に則って、日々の業務に取り組んでいます。また、2016 年

には、社会価値の創造に向け、求められる人財を、高い視座

と広い視野を持ち、枠を超えて挑戦し、やり遂げる人である

ことと定義しました (「人財哲学」)。 

 NEC Way 

 

 

http://jpn.nec.com/profile/corp/necway.html
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方針 

NEC は、お客さまや社会に信頼される存在でありたいという思いで、コンプライアンスを徹底するだけでなく、持続可能な社会実現をめざ

し、環境(Environment)、社会(Social)、ガバナンス(Governance)という ESG の観点での取り組みを行っています。また、その成果と課題

を積極的にステークホルダーのみなさまに開示し、みなさまとのコミュニケーションをとおして自らの企業活動の改善をはかっています。 

加えて、そのコミュニケーションから、お客さまや社会の課題解決のためのヒントを得て、新規事業の立ち上げや既存事業の進化などのイ

ノベーションの創造につなげることもサステナブルな経営のあるべき姿と考え、以下の 3 つの基本方針を掲げています。 

● リスク管理・コンプライアンスの徹底 

 

 NEC は、企業が社会に存在し、ステークホルダーの期待や要請に応えるために欠かせないものとして、グループ会社および 

お取引先を含め、リスク管理とコンプライアンスを徹底します。そのために、人権侵害や環境破壊など、ステークホルダー、 

社会や環境に対する負の影響（リスク）の低減や回避をはかります。また、常に「コンプライアンスを最優先とする」意識を 

持ち、これを実践します。 

 

● 事業活動を通した社会的課題解決への貢献 

 

 NEC は、「Orchestrating a brighter world」というブランドステートメントのもと、「7 つの社会価値創造テーマ」を策定し

ています。これらのテーマに沿った「社会ソリューション事業」を推進することで、社会の本質的な課題を追求し、さまざまな

ステークホルダーと新たな価値を共創しながら、豊かで明るい社会と未来の実現に貢献します。また、地域社会のみなさまや

NPO、NGO と連携した、社会貢献活動をとおした社会課題の解決にも取り組みます。 

 

７つの社会価値創造テーマ 

  

● 

 

ステークホルダー・コミュニケーションの推進 

 

 

 

 

NEC は、さまざまなステークホルダーとの対話・協働をとおして、お客さまや社会の本質的な課題やお客さまから求められて

いる期待を知り、信頼関係を築いていきます。また、課題に対する取り組みの成果や新たな課題を、CSR レポートなどをとお

して積極的に開示します。さらに、社会の声を起点として、取り組みを改善する PDCA サイクルを継続的に回すことにより、

ステークホルダーのみなさまとの信頼関係を構築し、企業価値の向上に努めます。 
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サステナブル経営の優先テーマ「マテリアリティ」 

NEC では、社会と NEC グループの持続可能な発展に向けて優先的に取り組むテーマ(マテリアリティ)を選定し、非財務面でも経営の健全性

を確認し、改善を進めてきました。 

 

2007 年には、ステークホルダーや社会の

関心事と NEC が重要であると考えているこ

とに照らして、「事業をとおした社会価値創

造への取り組み」と、コンプライアンスの徹

底などに代表される「事業活動を支えるため

のマネジメントの取り組み」の 2 層に分け、

各層で優先テーマを設定しました。また、

2014 年からは、7 つの社会価値創造テーマ

を、事業をとおした社会価値創造に向け取り

組むテーマと定義しています。 

 

しかしながら、設定後ほぼ 10 年を経過し

ていることから、改めて自社の強みや課題を

社会の要請に照らして再整理すべく、2016

年度からマテリアリティの再設定に向けた取

り組みを開始しました。 

 

2015 年に、国連により提唱された「持続

可能な開発目標 SDGs」や、中長期の投資や

年金運用に際して、企業に対する ESG(環

境、社会、ガバナンス)情報の開示要求が高まってきたことなどを受け、当社のマテリアリティは、次のような流れで特定していく予定です。 

 

・SDGs などで示されている社会からの期待や、従業員の声などを踏まえたマテリアリティを仮設定する。 

・サステナブル経営、市民社会、中長期投資家の視点をもつ有識者との対話で社会の声を知る。 

・社会の声をもとに、社会へのインパクトを鑑みたマテリアリティおよび KPI を設定する。 

・マテリアリティの実効性を評価し、適宜見直しをはかる。 

マテリアリティの特定の取り組み 

マテリアリティの仮設定 

NEC では、GRI Standard をベースに、NEC の事業特性に照らして優先すべき課題を加えた優先テーマ候補一覧を作成し、それらの課題に

対し、中長期にわたり、NEC がどの程度の社会的影響を与えるか、また NEC がどの程度の影響を受けるものか、その重要度を尋ねる従業員

アンケートを実施しました。そして、各優先テーマに対し、SRI の調査項目や、SDGsの目標などを鑑み、社会での重要度を加味し、仮のマ

テリアリティ・マトリクスを作成しました。 

サステナブル経営、市民社会、中長期投資家の視点をもつ有識者との対話 

仮特定したマテリアリティに対し、サステナブル経営、市民社会、中長期投資家の視点をもつ有識者からコメントをいただく場として、

2017 年 6 月に対話会を行いました。得られた知見を社内の関係者にフィードバックし、マテリアリティの特定に役立てるとともに、サステ

ナブル経営の改善・進化につなげます。 

 

 マテリアリティ特定に向けたステークホルダーとの対話 
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推進体制 

NEC のサステナブル経営は、コーポレートコミュニケーション部 CSR・社会貢献室が、経営企画、IR、人事、総務、法務、内部統制、経営

システム、デザイン、環境、CS、品質、調達など関係各部門、研究所・事業部門およびグループ会社と密接に連携しながら推進しています。

さらにお取引先のみなさまとも連携しています。 

 

サステナブル経営推進のための重要事項は、適宜役員間で議論され、経営企画を担当する CSO（チーフストラテジーオフィサー）により承

認された事項を取締役会において報告しています。 

取締役会 

取締役会では、CSO から定期的に「CSR 報告」が行われます。 

 

 
 

サステナブル経営推進体制 

 

グローバル体制 

NEC では、北米、中南米、EMEA（ヨーロッパ、中東およびアフリ

カ）、中国・東アジア、APAC(アジア太平洋地域)の、海外 5 極の地域統

括会社に CSR プロモーターを設置しています。CSR・社会貢献室と各地

域統括会社の CSR プロモーターが連携しながら、グローバルにサステナ

ブル経営を推進しています。 

グローバルなサステナブル経営の推進体制 
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事業活動をとおした社会価値創造 

NEC は、お客さまや社会が抱える課題の解決に向け、長年積み重ねてきた実績と当社ならではの強みを活かし、世界の経

済・社会・技術の潮流を分析して浮き彫りになった 6 つのメガトレンドをふまえた「7 つの社会価値創造テーマ」に取り

組んでいます。 

この 7 つのテーマは、社会課題起点で目標を設定しているという点で、国連が 2015 年に策定した、2030 年に向けた「持続

可能な開発目標(SDGs)」の目標とも親和性が高く、7 つのテーマと SDGs には多くの共通点があります。 

 

 

      社会価値創造テーマ                   国際連合広報センター 

 社会価値を創造する代表的事業 

  

2015年9月採択

SDGs
持続的開発目標

2014年11月公開

NEC Vision
6つのメガトレンドと

7つの社会価値創造テーマ

01連鎖する
資源･環境問題

03
成熟社会
モデルの
模索

02
新興国の成長
と
新たな課題

05
パワーの
集中から
拡散へ

04
個の力の
向上と影響力
拡大

06
多様化する
脅威と安全
安心ニーズ

開発目標
Vision・Goal

社会課題

http://jpn.nec.com/profile/vision/theme.html?
http://www.unic.or.jp/activities/economic_social_development/sustainable_development/2030agenda/
http://jpn.nec.com/profile/vision/business.html?
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SDGs 実現に向けた取り組み事例 

2017 年 2 月にスペイン・バルセロナ市で開催された世界最大級の通信関連の展示会「モバイル・ワールド・コングレス

（MWC）2017」では、当社社長の新野より、SDGs の実現に向けて取り組んでいる事例をご紹介しました。 

 Mobile World Live 

 

 

安全・安心な街づくりに向けた取り組み 

 

 

 

 

 

・アルゼンチン・ティグレ市への画像認識ソリューションの提供

で、車の盗難率が低減された結果、観光収入も増加。 

 

農業生産の効率化に向けた取り組み 

 

 

 

 

 

・カゴメとのコラボレーションで、農業生産を効率化。 

・生産現場の最適化によりサステイナブルな食環境の実現に貢献。 

 

 

農業生産性向上、貧困と飢餓撲滅に向けた取り組み 

 

 

 

 

 

・モザンビークで FAO(国際連合食糧農業機関)が進める農家支援 

事業に電子マネー技術を導入。 

・補助金分配の効率化や農業資材取引の可視化により事業を活性化

し、農業生産性の向上や貧困と飢餓の撲滅に向けた活動へ貢献。 

 

 

子どもたちに健康的な食事を公平に提供するための取り組み 

  

 

 

 

 

・チリの学校給食プログラムに指紋認証技術を活用した給食管理 

システムを導入し、確実な食糧供給を実現するとともに、子ども

たちの栄養不良を改善。 

・システム導入にあたり、生徒の人権やプライバシーにも配慮。 

 

https://www.mobileworldlive.com/mwc17-videos/keynote-5-achieving-sustainable-development-goals-through-mobile-takashi-niino/
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ステークホルダー・コミュニケーション 

NEC は、さまざまなステークホルダーのみなさまとの対話や協働をとおして、お客さまや社会の本質的な課題の理解に 

努め、信頼関係を築いていきます。そして、ステークホルダーのみなさまとともに、社会課題の解決に向けた新たな価値を 

創造・提供していきます。 

 

 CSR レポート 2017 では、その対話や協働の事例として、以下をご紹介いたします。 

・マテリアリティ特定に向けたステークホルダーとの対話 

・多様なステークホルダーとの対話・共創 

  －地球規模での感染症対策に向けた、国際機関との取り組み ＜国連・国際機関＞ 

  －プロボノを通じた地方創生の取り組み ＜NPO・NGO＞ 

  －東京都と連携した三田駅でのバリアフリー調査 ＜地域社会＞ 

  －絶滅危惧種、オオモノサシトンボの保護活動について ＜地球環境＞ 

  －「早稲田小劇場どらま館」とのコラボレーションプロジェクト ＜地域社会＞ 

  －SDGs を活用した社会課題発見ワークショップ ＜従業員＞ 

・地域社会との連携 
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マテリアリティ特定に向けたステークホルダーとの対話 

NEC は社会的責任の国際ガイダンス規格 ISO26000 でも重視している「ステークホルダーとの対話」を起点として、サス

テナブルな経営を改善する取り組みを継続しています。 

マテリアリティ（持続可能な発展に向けて優先的に取り組むテーマ）を社会の要請に照らして特定するプロセスにおいて

も、ステークホルダーとのコミュニケーションは非常に重要な取り組みです。 

2016 年度から 2017 年度にかけて、マテリアリティの再設定に向け、さまざまなステークホルダーのみなさまとのコミュ

ニケーションを進めています。 

サステナブル経営、市民社会、中長期投資家の視点をもつ有識者との対話 

マテリアリティを特定するに際し、サステナブル経営、市民社会、中長期投資家の視点をもつ有識者からコメントをいただく場として、

2017 年 6 月、対話会を開催しました。当社からは、経営企画を担当する CSO（チーフストラテジーオフィサー）のほか、経営企画、人事、 

環境、社内外コミュニケーションを担当する事業部長クラスのメンバーが参加しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

有識者の皆さまからは、次のようなコメントがありました。今回ご指摘いただいた点や知見を、社内の関係者にフィードバックし、現状の

マテリアリティを見直し、新たなマテリアリティを特定します。 

 

一般社団法人 NELIS 代表理事 ピーター D. ピーダーセン氏 

サステナブルな経営には、トリプル A、すなわち、Anchoring (アンカリング、拠り所)、

Adaptiveness (自己変革力)、Alignment (社会性)が揃っている必要があるが、中でも

Anchoring はベースとなる考え方だ。マテリアリティを考える前に、NECはそのAnchoring

をより強化して欲しい。企業理念が社員の心の中に生きているか、社外に対しても共感を呼

ぶものになっているか？といったことを改めて確認することが大切だと思う。 

 

マテリアリティを特定するということは、限られた経営資源のどこに資源を投入するかを

決めること。まずは、社会価値創造型企業としての NEC の経営のイノベーションドライバー

とそのメカニズム・仕組みをシンプルに組み立てて、社内外に分かりやすく説明することが

重要だと思う。 
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また、マテリアリティを特定するプロセスには、たくさんのアイデアを、できるだけ多くの社員で考える仕組みを作るとよい。社員一人ひ

とりが腑に落ちて、その目標に向かって突き進めるようなマテリアリティを作るためには、渦を巻くほど何か面白いことが起きているぞとい

う雰囲気づくりも大切だ。 

特定非営利活動法人日本サステナブル投資フォーラム 会長 荒井 勝氏 

ESG 投資は年金基金による投資だけでなく、投資運用会社による投資のメインストリームにもなっている。また、2015 年 9 月に年金積立

金管理運用独立行政法(GPIF)が、国連責任投資原則(PRI)に署名して以来、日本においても急速に ESG 投資市場が拡大している。 

 

ESG 投資にあたっては、業務活動の結果である有形資産、財務情報のみならず、その

結果を生み出すための活動である無形資産、非財務情報を見る必要がある。最近では、

非財務情報を見る比率も高くなっている。 

 

ICT 産業は、多くの投資家がリスク要因と見ている気候変動について、マイナス面は

小さく、プラス面が大きいので、NEC も良い立場にいるのではないかと思う。また、 

サイバーセキュリティについても投資家の関心は高い。 

 

多くの日本企業に言えることだが、世の中がグローバル化しているのに、昔と同じよ

うな事業を続けている。創業者が立ち上げた事業や経営の仕組みを変えられないのがそ

の要因。NECのような創業 100年を超える長寿企業は、その長い歴史の中で危機に遭遇

し、その都度自己変革してきたはずであり、自己変革力は備わっていると思う。マテリ

アリティを特定するにあたり、この会社をどのように変えたいのか、という強い意志を

トップが示し、変革していって欲しい。 

 

一般財団法人 CSO ネットワーク 事務局長・理事 黒田かをり氏 

SDGs は、17 の目標と 169 のターゲットに対するさまざまな取り組みが進んでおり、

今年 9 月の国連総会ではグローバル指標が採択される見通しである。たとえば、食料廃棄

の半減というターゲットに関しては、欧州委員会では食品廃棄物の削減を含む「資源効率

化計画」が策定されており、すでにフランスではスーパーマーケットでの廃棄を禁止する

法律が施行されている。 

 

このような SDGs の目標を達成するにあたり、ICT で解決できる分野は多い。食品廃棄

ロスを含め、気候変動、水、など、貢献できるテーマは多岐にわたる。一方、多岐にわた

るが故に、ICT を活用して、どこに対して、どのように取り組むのか、そのストーリーの

示しかたも重要になってくる。このストーリーをうまく語れれば、社員の理解を促進する

だけでなく、社員のモチベーションアップにもつながるのではないか。また、社外のステ

ークホルダーへの発信にも有効だ。SDGs の文脈をうまく活用しながら、なぜ取り組んで

いるかのストーリーを組み立ててほしい。 

NEC 執行役員常務 兼 CSO 松倉 肇 

改めて Anchoring の重要性を理解した。経営側の思いや企業理念を従業員と共有する活動に、更に注力していきたい。そしてその上で、 

社外のステークホルダーの皆さまに対して、我々の提供できる価値についてわかりやすく説明していかなければならないと痛感した。 

 

マテリアリティについては、価値を創造する事業と、それを支える中長期の仕組みである基盤の取り組みを繋ぐストーリーを考えていき 

たい。従業員をはじめ、誰もが納得できるものをつくり、発信していきたいと思う。 
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多様なステークホルダーとの対話・共創 

NEC は、「Orchestrating a brighter world」というブランドステート

メントを掲げ、世界中の人々が未来に向かって、より明るく豊かに生きてい

くことのできる社会の実現に取り組んでいます。 

そのためには、さまざまなステークホルダーのみなさまとの対話や共創を

通して、社会の動きを肌で感じるとともに、社会の課題を知ることが重要で

あると考えています。 

2016 年度も、さまざまなステークホルダーのみなさまと対話・共創を行

いました。 

 

地球規模での感染症対策に向けた、国際機関との取り組み ＜国連・国際機関＞ 

背景 

2014 年、西アフリカでエボラ出血熱が発生した際、物資を供給する物流網や倉庫の容量不足、物資の需要と供給に関する情報の不足、国境

の閉鎖にともなう感染地域へのアクセス制限、不十分な官民連携に起因する支援の重複や非効率性などが課題となりました。 

 

こうした課題を教訓として、緊急時にはさまざまな組織が連携して対応することの重要性が認識された結果、2015 年の世界経済フォーラム

（ダボス会議）で、「地球規模感染症対策サプライチェーンネットワーク （Global Pandemic Supply Chain Network、略称 PSC ネットワー

ク）」が立ち上がりました。創設メンバーには、世界食糧計画（WFP）、世界保健機関（WHO）、世界銀行などの国際機関と、世界最大の医

薬品卸企業であるヘンリー・シャイン、試薬・診断機のグローバル企業であるベクトン・ディッキンソン・アンド・カンパニー、UPS 財団な

どの民間企業が加わっており、地球規模での感染症対策に向けて協力しています。 

 

NEC は、2015 年にアジア企業として初めて同ネットワークに参画し、メンバーで唯一の ICT 企業として協力を続けています。 

 

2016 年度の取り組み 

PSC ネットワークでは、地球規模での感染症が発生した際のさまざまな課題の解決に向けて、参画している組織がそれぞれの知見を持ち寄

り、討議を重ねています。 

 

2016 年 10 月には NEC がホストとなり、東京都港区の NEC 本社ビルで、第 5 回パンデミック SCM ミーティングを開催しました。WFP を

はじめとする国連関係機関、日米政府関係者、大学、民間企業、NPO などのメンバーが集まり、2 日間にわたって、課題解決に向けた対策状

況の進捗確認・情報共有を行ったほか、感染症発生時のシミュレーション計画、食糧・医薬品等の備蓄計画について話し合いました。 

 

このような討議を経て、PSC ネットワークが感染症対策のための効率的なサプライチェーン構築の必要性を訴えた結果、日本政府が、同ネ

ットワークの発展に向けて 100 万米国ドルを拠出するはこびとなりました。これを受けて、WFP と NEC は、物流情報管理プラットフォーム

の開発に着手することになりました。このプラットフォームは、物資や物流に関する情報を一元管理するもので、適切なタイミングで物資が

支援地域に効率的に供給されるよう後押しするとともに、継続的な改善を促します。 

 

 地球規模感染症の発生時の支援活動に貢献する物流情報管理プラットフォームの開発について（プレスリリース） 

http://jpn.nec.com/press/201703/20170309_01.html
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プロボノを通じた地方創生の取り組み ＜NPO・NGO＞ 

NEC では、従業員の持つプロフェッショナルスキルを社会課題解決に活かす「プロボノ」活動を、従業員のボランティア活動のフレーム 

ワークのひとつに位置づけています。 

 

2010 年度にプログラムを開始した「NEC プロボノイニシアティブ」では、従業員の業務スキルを活かして、社会課題に取り組むさまざま

な NPO や社会起業家を支援しています。 

概要 

2016 年度、NEC プロボノイニシアティブの支援団体の１つである NPO 法人 aLku は、「産まれてくる赤ちゃんに祝福と歓迎の気持ちを贈

る」「子育て支援の充実と強化を促進する」「地域の産業が増え地域を元気にする」などを目的に、山形県長井市と共に、子育て支援と地域

産業活性化を両立させるため「BabyBox プロジェクト」を企画しました。長井市は、2015 年 9 月に「長井市まち・ひと・しごと創生総合戦

略」を策定し、「教育・子育て」をその戦略の柱に位置づけています。 

 

BabyBox プロジェクトとは、フィンランドの乳幼児向け福利厚生プログラム BabyBox をヒントに長井市が企画したプロジェクトで、子ど

もを育てる上で必要なものや情報(子育て相談先、育児関連本など）を１つの箱に入れ、出産した家庭に贈るというものです。長井市内の地場

企業と共に企画制作した BabyBox 専用の箱を使用するほか、箱に入れるものも地場の産品から選ぶことで、子育てと地場産業の振興の両面を

実現するという狙いがあります。 

 

2016 年度、NEC グループの従業員が、マーケティングスキルなどを活かして、この BabyBox の市民向けの情報発信を支援しました。ま

た、同年 11 月に行われた、「NEC C&C ユーザフォーラム & iEXPO」では「自治体×NPO×企業による地方創生」をテーマとしたトークセッ

ションが行われ、長井市の内谷重治市長が登壇されました。 

 

内谷市長からは、プロボノの活動に対して以下のようなコメントがありました。 

 

「行政の課題は、ルーティーンや枠組みが決まっていることを効率よく実施することに加え、既存の枠を超え、新

たな取り組みや施策にも挑戦することです。そんな中、この BabyBox は、NPO 法人 aLku が発案し、推進していた

だいています。実は、日本の自治体は、人口数万人という市や町が多くを占めています。今回、NECと行った、企業

と NPO と行政が協働で地域課題に取り組むというモデルを全国に広げていただきたいと思います。また、NEC とは

子育て分野のみならず、教育など、地域課題の解決に向け、ICT 技術等を使っていろいろな取り組みをしていきたい

と思います。」 

プロボノ実施後 

2017 年 4 月に「BabyBox」は、長井市の正式なサービスとなり、市民への配付が開始されました。 

 NEC プロボノイニシアティブ 

東京都と連携した三田駅でのバリアフリー調査 ＜地域社会＞  

NEC は、2014 年 12 月、東京都が推進しているヘルプマーク普及活動において官民連携第 1 号になったのを契機に、「助け合う社会の実

現」に向けて東京都との協働を推進しています。 

 

2015 年度に引き続き 2016 年度も、「NEC 難病コミュニケーション支援講座」や「TOKYO みみカレッジ」のほか、地域の子ども向けイベ

ントを東京都と共催しました。このようなイベントを通じた、NEC の従業員と障がい者との交流が進んでいます。 

 

また 2016 年度には、障がい者との交流を通じて、障がいに対する理解と障がい者の社会参加の促進を目的に、東京都福祉保健局と相互連

携協力協定を締結しました。 

内谷 重治 市長 

http://jpn.nec.com/community/ja/resources/business_supporter.html?
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概要 

この協定に基づいて、2016 年 11 月に 5 回、都営地下鉄三田駅とその周辺地域で、NEC の技術者な

ど 7 名と、東京視覚障害者協会などに所属する障がい者 7 名が参加し、バリアフリー調査を実施しまし

た。調査後には、東京都障害者福祉会館で意見交換会を実施し、当事者の生の声を伺いました。この調

査を通じて、普段、何気なく利用している駅にもさまざまな課題があることが判明し、その課題解決に

向けた検討を開始しました。 

今後 

障がい者にとって、どのようなシーンでどのようなニーズがあるのかなど、今回の調査で判明した情

報を研究所など社内の関係部門に展開し、東京都との“バリアフリー街づくり”をテーマとした共創活動

やソリューション開発を推進していきます。 

 

 東京都、ヘルプマークの普及促進のため NEC との連携開始 

「NEC 難病コミュニケーション支援講座」を東京都と初開催 (プレスリリース) 

   ～ 行政･NPO･企業が連携し、重度身体障がい者の ICT コミュニケーションを支援 ～ 

 NEC、東京都と連携し、パラスポーツ普及活動のイベントを開催 (プレスリリース) 

 NEC、東京都および首都大学東京と連携し、「TOKYO みみカレッジ」を開催 (プレスリリース) 

   ～産官学が連携し、“助け合う社会の実現”  

 NEC、障がい者の「福祉」「スポーツ」分野で、東京都との連携を強化 (プレスリリース) 

 

絶滅危惧種、オオモノサシトンボの保護活動について ＜地域社会＞ 

2017 年 2 月 28 日、絶滅危惧種のオオモノサシトンボの保護活動をテーマに、手賀沼水生生物研究会（市民団体）、我孫子市（行政）、日

本トンボ学会副会長、千葉生態系研究所（有識者）、NEC（企業）が集まり、総勢 14 名で対話を行いました。この対話は、2015 年 3 月に始

まり、今回で 3 回目の実施です。 

 

NEC 我孫子事業場内には、利根川から派生してできたとされる湧水池「四つ池」があります。この池の周辺では、絶滅危惧種であるオオモ

ノサシトンボの生息が確認されています。オオモノサシトンボは、腹部に物差しの目盛のような模様があり、2000年 4月、環境省発行の「レ

ッドデータブック」で、絶滅危惧種の I 類に指定されています。 

 

NEC では、手賀沼水生生物研究会の協力を得て、人工トンボ池（ビオトープ）の設置や外来魚の駆除活動を行ってオオモノサシトンボの保

護活動をしています。 

バリアフリー調査 

http://prtimes.jp/main/html/rd/p/000000003.000011423.html
http://jpn.nec.com/press/201506/20150608_01.html
http://jpn.nec.com/press/201509/20150907_03.html
http://jpn.nec.com/press/201609/20160928_02.html
http://jpn.nec.com/press/201609/20160920_01.html
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概要 

手賀沼水生生物研究会から、保護活動の成果についての現状報告があり、2016年度

に行った樹木伐採と整備により日当たりが良くなり、マコモなどの水草の状態が改善

されることでオオモノサシトンボの個体数の増加が確認されました。 

 

さらに、オオモノサシトンボを取り巻く自然環境のさらなる改善に向け、2017年度

の計画と ICT の活用についても対話を行いました。 

 

参加した有識者からは、「このような対話は、活動をより効果的にものにするため

に大変有効であり、今後も継続して実施してほしい」「事業場内の自然環境は不特定

多数の人が立ち入ることがない貴重な場所なので、引き続き慎重な整備が必要であ

る」などのご意見をいただきました。 

 

また、我孫子市からの提案によるこの活動での市民との協働については、2016 年 

7 月９日に、初めて市民が参加できる機会を設けました。27 名の市民が参加し、 

オオモノサシトンボを観察することができました。 

今後 

有識者からいただいたご意見に基づいて、引き続き NEC 我孫子事業場内の自然環境整備に取り組みます。 

 

NEC は、2010 年 6 月に発表した「NEC グループ環境経営行動計画 2020／2030」の柱の一つに「生物多様性保全への貢献」を掲げていま

す。この我孫子事業場での事例のような活動に NEC 従業員が参加することで、生物多様性への理解を深め、環境の保全に貢献できるよう、今

後もこうした活動を推進していきます。 

 「関東・水と緑のネットワーク拠点百選」に NEC 我孫子事業場が選定（プレスリリース） 

 動画でみる、NEC 我孫子事業場での生物多様性保全活動（７分 55 秒）(YouTube) 

 NEC グループ環境経営行動計画 2020/2030 

 NEC グループ生物多様性行動指針 

「早稲田小劇場どらま館」とのコラボレーションプロジェクト ＜地域社会＞ 

NEC は、早稲田演劇振興の中核拠点として早稲田大学が運営する「早稲田小劇場どらま館」（以

下、どらま館）とコラボレーションプロジェクトを立ち上げ、2016年 10 月から約 5 カ月間、「劇

場」×「IT」×「多様な観客・パフォーマー」の可能性について研究しました。 

 

このプロジェクトは、どらま館が掲げる「早稲田演劇の伝統を継承・発展させ、優れた演劇文化

を発信し、教育を通して、次代を担う演劇人を多数育成する」という運営方針に、当社が賛同し発

足したものです。障がい者、高齢者、外国人など多様な人々が、文化芸術分野で鑑賞を楽しみ、ま

た活躍できるための社会課題を深く理解するとともに、その解決に向けた IT活用の可能性について

検討しました。 

 

 
 
 
 
 
 
 早稲田小劇場どらま館 

対話の様子 

http://jpn.nec.com/press/201409/20140929_02.html
https://www.youtube.com/watch?v=UdRaYwdcj6A&feature=youtu.be
http://jpn.nec.com/eco/ja/announce/environmental-plan/index.html
http://jpn.nec.com/eco/ja/life/guide/index.html
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関係者へのヒアリング概要 

当社からは、デザイナー、プランナーが参加し、どらま館の現地視察、ユニ

バーサルデザイン・チェックを行うとともに、ヒアリング調査を実施しまし

た。ヒアリングでは、早稲田大学の一般学生、留学生、障がい学生、どらま館

スタッフ 12 名を対象に、どらま館の認知・理解状況、演劇・文化イベントへの

行動傾向について調査を行いました。 

 

その結果、 

 

・どらま館利用者にとって、設備や使い勝手等に対して概して評価が高い 

一方、演劇関係者以外における認知度は高くなく、活用・鑑賞の機会損失 

になっている。                                        さまざまな関係者との打ち合わせ 

 

・どらま館の運営方針として掲げているグローバルな人材育成等については、 

関係者の課題意識は高くアイデアはあるものの、現状は十分に実現でき 

ていないと認識している。 

 

などの気づきがありました。 

 

 

 

 

 

                                                 留学生へのヒアリング風景       

 

NEC からの提案 

どらま館のさらなる発展に向けて、NEC からは以下の 3 つの観点から解決案を提案しました。 

 

（1）認知度・利用機会拡大のために、利用者層を拡げ利用頻度を高める。 

（2）演劇を通したリーダー人材育成に向け、その仕掛けづくりを行う。 

（3）どらま館を起点とした文化発信の場に向け、”まち”と連携した魅力づくりを行う。 

 

具体的には、パンフレットやWebサイトの多言語対応、SNSなどを通じた上映作品の告知、演劇コンテスト・アワードの創設、商店街と連

携したコラボレーション企画の立案など、多岐にわたるアイデアを提案しました。このほか、外国人・留学生が演劇を鑑賞する際に利用する

ウェアラブル型多言語自動翻訳機や、どらま館に足を運ばなくても遠隔地からの鑑賞を可能とする TV 会議システムの導入、デジタルサイネー

ジを活用した作品紹介など、NEC ならではの IT を活用した解決案も提案しました。 

 

 

 

 

 

 



 

17 

 

 

03-06  サステナブル経営      07-08   事業活動をとおした社会価値創造 

09   ステークホルダー・コミュニケーション 

10-11  マテリアリティ特定に向けたステークホルダーとの対話 

12-17  多様なステークホルダーとの対話・共創 

18-22  地域社会との連携      23-25   社外からの評価 

 

CSR経営 

 

ガバナンス NEC CSRレポート 2017 環   境 社   会 

SDGs を活用した社会課題発見ワークショップ ＜従業員＞ 

NEC が世界を舞台に社会ソリューションビジネスを進めていくためには、従業員一人ひとりが、SDGs で掲げられている世界の課題を理解

することが重要です。2016 年度は、SDGs について学ぶ「SDGs 講演会」の開催に続き、2017 年 2 月には、「SDGs を活用した社会課題発

見ワークショップ」を開催しました。 

概要 

ワークショップには、NPO 法人「経済人コー円卓会議日本委員会（CRT Japan）」で

CSR アドバイザーを務めている松崎 稔氏をファシリテーターにお迎えし、海外向けの事

業や新規事業開発に携わっている若手従業員を中心に、約 60 名が参加しました。 

 

グループワークでは、参加者が事前課題として考えてきた、NEC が今後取り組むべき

社会価値創造のアイデアについて、メンバー間で共有し意見交換を行いました。 

 

そして、その中からアイデアを一つに絞り、ステークホルダーを考え、バリューチェ

ーンごとに SDGs のどの目標に貢献するのか（プラスの影響）、逆に目標達成を阻害す

るのか（マイナスの影響）について話し合いました。                               グループワークの様子 

参加者からの声 

ワークショップを終えて、参加者からは以下のような感想がありました。 

 

・「自分の仕事が社会にどのような価値を与えられるのか、持続可能な社会に向けてどのような貢献ができるのか、具体的に 

イメージすることができた」 

・「営業活動をする上で、さまざまなステークホルダーをどのように巻き込んでいくべきか、という広い視野を持つことの大切さを 

学んだ。今後は、広い視野を持って、社会課題にアプローチしていこうと思った」 

 

お客さまや社会の本質的な課題に気づき、部門を越えて仲間づくりをする、という NEC が考える社会価値創造プロセスを体感する場となり

ました。なお、2017 年度からは、「NEC グループビジョン」に関する新入社員向け教育に、SDGsについても盛り込まれています。 

その他  

お取引先との対話・共創事例 → 詳細はこちら 

 

お客さまとの対話・共創事例 → 詳細はこちら 

 

株主・投資家との対話・共創事例 → 詳細はこちら 

 

http://jpn.nec.com/csr/ja/pdf/2017_07.pdf
http://jpn.nec.com/csr/ja/pdf/2017_14.pdf
http://jpn.nec.com/ir/events/pr/others.html
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地域社会との連携 

1990 年に制定した企業理念「NEC は C&C をとおして、世界の人々が相互に理解を深め、人間性を十分に発揮する豊かな社

会の実現に貢献します」では、C&C*、すなわち本業である ICT ビジネスをとおして社会貢献していくことをうたっています。 

NEC は、国連の「持続可能な開発目標 SDGs」とその方向性を同じくする「7 つの社会価値創造テーマ」実現に向け、本業

を通じた社会貢献を進めていくとともに、従業員一人ひとりが良き企業市民として、中長期的な社会課題解決に向けた社会貢

献活動を推進しています。この NEC グループにおける社会貢献活動”NEC Make-a-Difference Drive”は、「教育・文化・スポ

ーツ」「福祉・ダイバーシティ」「環境」「地域貢献活動」という 4 つの分野で取り組んでいます。 

* C&C：コンピュータと通信の融合: the integration of computers and communications というコンセプト 

方針 

本業を通じた社会貢献においても、役員および従業員のボランティア活動などを通じて中長期の社会課題解決をめざす社会貢献活動におい

ても、地域社会との連携は必要不可欠です。ここでは、特に中長期で取り組む社会貢献活動における連携の方針について紹介します。 

 

NEC では、中長期で取り組む社会貢献活動を、地域のみなさまや NPO・NGO、自治体、大学などの協力を得ながら推進しています。これ

は、社会課題解決の担い手、あるいは主役は地域のみなさまであり、NEC は、みなさまから信頼していただける存在として課題解決の支援を

させていただきたいと考えているからです。 

 

活動のテーマは、ユニバーサルなテーマである「教育・文化・スポーツ」「福祉・ダイバーシティ」「環境」「地域貢献活動」の 4 分野か

ら選択しています。社会に役立つ継続性のあるプログラムを効果的に実施するために、社会貢献プログラム作成の基本方針や NPO との連携に

あたってのガイドラインを設けているほか、社会状況やパートナーの自立状況、NEC の事業戦略の方向性などに鑑み、毎年、プログラムの評

価や見直しを行っています。 

 

また、NEC では社会貢献活動”NEC Make-a-Difference Drive”を、社会価値創造型企業の一員として求められる資質である、社会感度の高

い人材を育成するための基盤と位置づけ、より多くの従業員の参加を促しています。こうした社会貢献活動をとおして、ボランティアマイン

ドや共創マインドを育み、お客さまや社会の本質的な課題に気づき、課題解決への第一歩を踏み出せるような人材の育成もめざしています。 

社会貢献プログラム作成にあたっての基本方針 

1.経営資源の有効活用 

・経営資源：資金、製品、ヒト、施設、情報・知識など 

・事業との関係性 

2.NPO/NGO とのパートナーシップ 

・Win-Win の関係にもとづく社会的課題解決の促進 

・ソーシャルビジネス創出の支援 

・NPO の基盤強化の支援 

3.役員および従業員の参加、国内外関係会社との連携 

・役員および従業員のボランティア活動の推進  

・NEC 国内外関係会社と連携した取り組みの推進 

http://jpn.nec.com/profile/vision/theme.html
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4.企業価値向上に寄与 

・NEC の顔が見える活動 

・先進的な自主プログラム 

・情報発信の促進 

NPO との連携にあたってのガイドライン 

1.NPO 法に基づく認証を受けている（原則） 

 

2.活動実績  

・先進的でユニークな活動をしており、実績もある。 

・専門的なノウハウ、事業遂行力、情報発信力等を保有している。 

3.財務内容  

・財務管理の状態、収入とその原資について情報公開に努めている。 

・資金源が多様である。 

4.組織基盤  

・ミッション、ビジョン、ゴール、人員構成が明確である。 

・マネジメント、専門スタッフ、有給スタッフ、ボランティア等の職務分担が明らかである。 

5.リーダーシップとマネジメント 

・責任者のリーダーシップと熱意、そして資質の高さが明確である。 

・ガバナビリティ、トランスペアレンシー、アカウンタビリティに配慮している。 

推進体制 

NEC の社会貢献活動は、NEC コーポレートコミュニケーション部 CSR・社会貢献室および NEC グループ会社の社会貢献推進部門が中心と

なって企画・実施する社会貢献プログラムと、全世界の NEC グループ社員がプロモータとなって主体的に企画・参加する地域社会貢献活動、

財団による各種助成、の 3 つの推進主体で取り組んでいます。 
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社会貢献プログラム評価制度 

当社は、当社が推進する社会貢献プログラムを、毎年、社会貢献プログラム評価制度に基づいて評価しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

            * 「社会的価値」「NEC への価値」とも、項目別に点数化して評価しています。 

評価基準：社会的価値 

公益性 1. 地域・社会のニーズをとらえている。 

2. 特定の受益者や参加者に限定されず、多くの人に貢献している。 

3. NPO・行政・大学と協働している。 

4. プログラムパートナーから意見（フィードバック）を得ている。 

有効性 1. 社会的課題に対し、具体的な目標を設定し成果を得ている。 

・アウトプット（結果） 

・アウトカム（効果） 

・インパクト（波及効果） 

2. 取り組みが効果的に発展している。 

・インパクトが広がる工夫や仕掛けがなされている。 

・グローバル要素が含まれている。 

 

評価基準：NEC への価値  

戦略性 1. PDCA マネジメントに基づき、継続的にプログラム改善を行っている。 

2. リソース（資金、製品、ヒト、施設、情報・知識など）を活用している。 

3. NPO と協働している。 

・Win-Win の協働関係が構築できている。 

・NPO の基盤強化につながる支援をしている。 

・NPO とのコミュニケーションを促進している。 

有効性 1. 事業に貢献している（事業創出、営業貢献）。 

2. 社員の人材育成に貢献している。 

3. 企業イメージ向上と地域・社会からの信頼の醸成に貢献している。  

・プログラム参加者の満足度が高い。 

・広報成果の広告金額換算額が投入費用を上回っている。 

・セミナー、フォーラム、シンポジウム、著名な SNS 等で事例紹介されている。 

・外部からの表彰や SRI 等で評価されている。 
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社会貢献活動費 

2016 年度の NEC グループ全体の社会貢献活動費は、総額約 6.7 億円で、「学術・研究・教育」「芸術・文化・スポーツ」など、大別して

３テーマ 5 分野の活動を世界各地で展開しています。 社会貢献活動支出には、以下のものを含んでいます。 1）金銭的支援、2）製品などの 

寄贈（市場単価ベース）、3）施設開放（自社施設の社会貢献的な利用につき、外部施設市場単価ベースで金額換算） 

活動費推移 

 

 

 

 

2016 年度 活動費内訳 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2016 年度 活動内容 

活動の詳細については、以下のページを参照してください。 

 

「社会貢献活動」 

 

 多様なステークホルダーとの対話 

・プロボノを通じた地方創生の取り組み 

・東京都と連携した三田駅でのバリアフリー調査 

・絶滅危惧種、オオモノサシトンボの保護活動について 

・「早稲田小劇場どらま館」とのコラボレーションプロジェクト 

 

2014 年度 2015 年度 2016 年度 

5.4 億円 4.3 億円 6.7 億円 

学術・研究・教育

57.3%

芸術・文化・スポーツ

19.6%

環境 5.4%

災害被災地支援（東日本

復興支援含む） 1.8%

社会福祉 7.1%

その他 8.8%

社会貢献活動費

http://jpn.nec.com/community/ja/index.html
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目標と成果 

中期目標(2016～2018 年度) 
 

2016 年度の目標、成果・進捗、達成度 

（達成度：◎目標達成、〇目標ほぼ達成、△目標一部達成、Ｘ進捗なし） 
 

2017 年度の目標 

 

目標 成果・進捗 達成度 

１．社会感度の高い人材育成、社会課題起点の

事業づくりへの貢献 

 

・ 社会貢献プログラム「NEC 社会起業塾」と、「NEC 社会価値創造塾（社

員リーダー育成プログラム）」「NEC アイデアコンテスト（新事業創造

コンテスト）」が連携して活動しました。 

・ 山形県長井市にて、プロボノを起点とした地方創生モデルづくりを開始

しました。 

◎ 

２．活動プロセスの確立と成果の”見える化” 

 

・ 取り組み実績の Web での発信を強化しました。 

・ 効果的な活動推進のために、活動推進マニュアルやリスク管理マニュア

ルを策定しました。 

・ 社外顕彰への積極的な応募を行いました。 

・ 東京都共助社会づくりを進めるための社会貢献大賞の受賞などがありま

した。 

○ 

３．推進基盤づくり 

 

・ 東京都福祉保健局と連携協定を締結し、この協定に基づいて、東京都障

害者福祉会館との協働（フィールド調査、ニーズヒアリング）を推進し

ました。 

・ 東京都障害者スポーツ協会との連携を開始し、社内講演会の実施や大会

運営ボランティアに従業員を派遣しました。 

・ グローバル社会貢献プログラム「NEC 世界こども自然クラブ」への現地

法人の参加を促進しました。 

◎ 

４． NEC グループ全体視点での活動の最適化 

 

・ 最適化のモデルケースづくりに着手しました。 

・ これまでは、NEC とグループ会社で「田んぼ作りプロジェクト」を別々

の場所で各々実施していましたが、NEC グループ全体としての最適化を

はかるために、このプロジェクトの統合に向けた検討を開始しました。 

△ 

１．社会貢献活動を起点とした地域連携強化 自治体とのパートナリング（包括連携協定）を推進します。 

２．社会貢献活動を起点とした新事業創造の 

きっかけづくり 

社会起業家とのワークショップや総務省地域おこし協力隊と連携した地方創生

（CSV）モデルづくりを行います。 

３．戦略的視点からの社会貢献活動の見直し 全社基盤機能の整備、グループ全体最適視点からの“選択と集中” 

活動規模の拡大、情報発信の強化を行います。 

事業活動との相乗効果（ブランド向上、人材育成を含む）を生む社会貢献活動の確立 

1．社会感度の高い人材育成、社会課題起点の事業づくりへの貢献 

2．活動プロセスの確立と成果の”見える化” 

3．推進基盤づくり 

4．NEC グループ全体視点での活動の最適化 
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社外からの評価 

NEC は、CSR や ESG（環境：Environment、社会：Social、ガバナンス：Governance）といった非財務分野への取り組み

において、世界的に著名な SRI（社会的責任投資：Socially Responsible Investment）指標に組み込まれるなど、高い評価を

受けています。 

Global 100  

NEC は「2017 Global 100 Most Sustainable Corporations in the World」に選出されました。Corporate Knights（カナダ）が、世界約

4,900 社を持続可能性に関する様々な指標で定量的に評価し、世界で最も持続可能性の高い 100 社を選出します。NEC は 2011 年および

2013 年に続く 3 回目の選出となります。日本企業は NEC を含めて 4 社が選出されました。 

 

 2017 Global 100（英語サイト） 

RobecoSAM Sustainability Award  

NEC は RobecoSAM（スイス）が発行した「The Sustainability Yearbook 2017」に掲

載され、産業セクター「Computers & Peripherals and Office Electronics」において

「RobecoSAM Sustainability Award 2017」の「Bronze Class」に選定されました。同社

は年 1 回実施する Corporate Sustainability Assessment（Dow Jones Sustainability 

Indices 組み入れ企業選定にも利用される調査）の評価結果にもとづき、特に持続可能性に優れて 

いる企業を選定します。2016 年は 60 産業セクターにわたる世界の主要企業 2,473 社が 

「経済」「環境」「社会」の側面から評価されました。 

 

 The Sustainability Yearbook 2017 （英語サイト） 

FTSE4Good Index Series  

ロンドン証券取引所グループの出資会社である FTSE Russell（英国）が作成している SRI インデックス。

4,000 社以上の評価対象から、ESG に関する評価基準を満たした企業が組み入れられます。NEC は 2002 年 

9 月から継続して組み入れられています。（2017 年 6 月現在） 

 

 FTSE4Good Index Series（英語サイト） 

 

（NEC は FTSE4Good インデックスシリーズの構成銘柄です。FTSE4Good は、環境・社会・ガバナンス  

のグローバル・スタンダードを満たす企業への投資を促進するようデザインされた株式指数シリーズです。） 

 

 

 

 

 

 

http://www.corporateknights.com/reports/2017-global-100/2017-global-100-results-14846083/
http://yearbook.robecosam.com/
http://www.ftse.com/products/indices/FTSE4Good
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MSCI Global Sustainability Indexes  

MSCI（米国）が作成している SRI インデックス。ESG の観点から高い評価を受けた企業

が組み入れられます。NEC は 2015 年から継続して組み入れられています。 

 

 MSCI ESG Indexes（英語サイト） 

 

THE INCLUSION OF NEC Corporation IN ANY MSCI INDEX, AND THE USE OF MSCI LOGOS, TRADEMARKS, SERVICE MARKS OR 

INDEX NAMES HEREIN, DO NOT CONSTITUTE A SPONSORSHIP, ENDORSEMENT OR PROMOTION OF NEC Corporation BY 

MSCI OR ANY OF ITS AFFILIATES. THE MSCI INDEXES ARE THE EXCLUSIVE PROPERTY OF MSCI. MSCI AND THE MSCI INDEX 

NAMES AND LOGOS ARE TRADEMARKS OR SERVICE MARKS OF MSCI OR ITS AFFILIATES. 

Euronext Vigeo World 120  

世界最大の証券取引所グループである NYSE Euronext（米国）と、企業や組織の ESG への取り組

み調査機関である Vigeo Eiris が選定する持続可能性の評価指標。欧州、北米、アジアパシフィック地

域から、ESG の観点で先進的な企業 120 社が構成銘柄として選定されます。NEC は 2012 年から継続

して組み入れられています。 

 

 Indices Euronext Vigeo Eiris（英語サイト） 

Ethibel Pioneer & Excellence 

社会的責任投資（SRI）と企業の社会的責任（CSR）を推進する NPO の Forum ETHIBEL（ベルギー）が、

CSR の観点で高いパフォーマンスを示している企業を、投資ユニバース「ETHIBEL Investment Register」に 

選定します。「PIONEER」と「EXCELLENCE」の 2 種類のユニバースがあり、継続的に更新・モニタリングさ

れます。NEC は 2009 年から EXCELLENCE に、2013 年からは更に評価の高い PIONEER に選定されていま

す。2016 年も PIONEER & EXCELLENCE に継続選定されています。 

 

 Ethibel Pioneer & Excellence（英語サイト） 

 

 

STOXX Global ESG Leaders Index  

ドイツ証券取引所のグループ会社である STOXX（スイス）が作成しているインデックス。SRI 調査・分

析会社である Sustainalytics（オランダ）による調査結果をベースに、ESG の観点で世界的にトップクラ

スの企業が選定されます。NEC は 2014 年から継続して組み入れられています。 

 

 STOXX Global ESG Leaders Index （英語サイト） 

  

https://www.msci.com/esg-indexes
http://www.vigeo-eiris.com/en/vigeo-eiris-rating/esg-indices-ranking/indices-euronext-vigeo-eiris/
http://forumethibel.org/content/ethibel_pioneer_excellence_labels.html
http://www.stoxx.com/indices/index_information.html?symbol=SXWESGP
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モーニングスター社会的責任投資株価指数（MS-SRI）  

モーニングスターが作成している SRI インデックス。東洋経済新報社が上場企業 

約 4,000 社に実施するアンケート調査の結果をベースに、「企業統治」「環境」 

「社会性」「人材活用」の観点から取り組みの優れた企業 150 社を選定します。 

NEC は 2003 年から継続して組み入れられています。（2017 年 6 月現在） 

 

 モーニングスター社会的責任投資株価指数（MS-SRI） 

 

Channel NewsAsia Sustainability Ranking  

Channel NewsAsia、CSR Asia、Sustainalytics が ESG の観点から選定した、アジアの 

サステナビリティ企業トップ 100 社のランキング。2015 年から日本企業も対象になりました。

NEC は 2016 年は 10 位（日本企業では 2 位）となり、2 年連続でランクインしました。 

 

 Channel NewsAsia Sustainability Ranking（英語サイト） 

 

 

EcoVadis 

EcoVadis は、サプライヤ企業の持続可能性（サステナビリティ）を評価する世界的なコラボレーション 

プラットフォームで、150 業種、110 か国および「環境対応」「労働慣行と人権尊重」「公正取引」 

「サプライチェーン」など CSR 指標 21 項目におよぶ基準でサプライヤ企業を評価します。NEC は 2014 年 

から 3 回連続で最高位の“Gold”に格付けられています。 

 

 EcoVadis（英語サイト） 

 

  

その他、外部からの評価  

社会貢献活動に関する受賞状況 → 詳細はこちら 

 

環境活動に関する外部評価・受賞状況 → 詳細はこちら 

 

http://www.morningstar.co.jp/sri/
http://sustainability-ranking.channelnewsasia.com/index.html
http://www.ecovadis.com/about-us/
http://jpn.nec.com/community/ja/history/index.html
http://jpn.nec.com/eco/ja/communication/prize/index.html
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コーポレート・ガバナンス 

当社は、社会価値の継続的な創出と企業価値の最大化をはかるためには、コーポレート・ガバナンスの強化が重要であると

認識しており、 

1. 経営の透明性と健全性の確保、 

2. スピードある意思決定と事業遂行の実現、 

3. アカウンタビリティ（説明責任）の明確化および 

4. 迅速かつ適切で公平な情報開示 

を基本方針としてその実現に努めています。 

コーポレート・ガバナンス体制 

当社は、コーポレート・ガバナンス体制として監査役設置会社形態を採用し、その概要は下図のとおりです。 

 

 

  

 

取締役会 

事業部門・スタフ部門・子会社 

報告 監査 

株主総会 

会計監査人 
監査役会 
(監査役) 

連携 

指名・報酬
委員会 

連携 

選任･解任 選任･解任 選任･解任 

連携 

内部監査 

経
営
・
監
督 

業
務
執
行 経営監査本部 

監査 

監督 

社内取締役 

社外取締役 

（取締役） 

事業執行会議 

経営会議 チーフオフィサー 

執行役員 
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NEC コーポレート・ガバナンス・ガイドライン 

当社は、すべてのステークホルダーとの信頼関係をより強固なものにし、持続的な成長と企業価値の向上に資することを目的に、当社の 

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な枠組みと考え方を示した「NEC コーポレート・ガバナンス・ガイドライン」を 2016 年 6 月に 

発行しました。 
 

2015 年 6 月から適用が開始された「コーポレートガバナンス・コード」に対する当社の取り組みについては、コーポレート・ガバナンス 

報告書および NEC コーポレート・ガバナンス・ガイドラインに記載のとおりです。 

 

 
 

 

 コーポレート・ガバナンス 

 

 コーポレート・ガバナンス報告書 

 

 コーポレート・ガバナンス・ガイドライン 

 

 

http://jpn.nec.com/profile/governance.html
http://jpn.nec.com/profile/pdf/nec_governance_20170623.pdf
http://jpn.nec.com/profile/pdf/nec_governance_20160601.pdf
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コンプライアンスとリスクマネジメント 

NEC では、コンプライアンスを法令遵守はもちろんのこと、社会通念や一般常識までも含めた広義の概念としてとらえてい

ます。また、リスクマネジメントとは、コンプライアンス違反を含め、NEC の事業に影響を及ぼすリスクを適切に把握し、効

果的・効率的に対策を講じていく活動です。NEC は、コンプライアンスとリスクマネジメントを企業の存続そのものにかかわ

る活動と考え、トップマネジメントも含めた全社的な取り組みを継続的に実施しています。 

方針 

NEC は、健全な事業活動をとおして収益性を高め、社会への還元をはかることによって、企業として継続していくことが重要だと考えて 

います。そのために、関係法令の遵守はもちろんのこと、良き企業市民としての社会的責任を果たし、ステークホルダーからの信頼を 

得て、企業価値を高めることが必要だと認識しています。 

 

このような認識のもとで NEC では、「NEC グループ企業行動憲章」と「NEC グループ行動規範」に従って、コンプライアンス最優先の 

事業活動を行っています。 

 

コンプライアンスの実践にあたっては、「気づき」と「情報共有」をキーワードとして、役員や従業員の一人ひとりが、おかしなことを 

素朴に“変だ”と思う「気づき」の感覚を醸成し、上司や関係部門またはコンプライアンス・ホットラインに相談し「情報共有」することで、

組織として解決・改善していくことを基本としています。 

 

また、リスクマネジメントとしては、「リスク管理基本規程」に基づき、NEC グループとして一貫した方針のもとで、対策の漏れや重複を

避け、効果的かつ総合的にリスク管理体制を構築しています。全社的には、経営上、重点的に対策を講じる必要があるリスク（重点対策リス

ク）を毎年定め、それに関する対策を検討し、実行・評価を行っています。また、各部門や各子会社においては、それぞれの部門・会社の 

リスクに応じた管理活動を実行しています。 

 

 NECグループ企業行動憲章 

 NECグループ行動規範 

 

推進体制 

当社では、トップマネジメントを含めて、コンプライアンスの徹底とその効果的な実践に取り組んでおり、リスク・コンプライアンス 

委員会や内部統制推進部、経営監査本部を中心に活動をしています。  

 

1. 取締役会 

取締役会は、業務執行の監督という立場から、重大な不正事案に関する報告および重点対策リスクへの対応施策の状況等の報告を受

けます。 

 

2. 経営会議 

経営会議は、重点対策リスクその他経営戦略上の重要なリスクの審議を含め、経営方針や経営戦略など NEC グループの経営に関する重要

事項について審議します。 

 

3. 監査役 

監査役は、内部監査部門から定期的に監査結果の報告を受け、意見交換を行うほか、企業倫理・法令違反等の問題に関する内部者通報制度

「コンプライアンス・ホットライン」の運用状況の報告を受けることなどにより、執行状況の監査を行います。 

  

http://jpn.nec.com/profile/corp/necway/charter.html
http://jpn.nec.com/profile/corp/necway/conduct.html
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4. リスク・コンプライアンス委員会 

リスク・コンプライアンス委員会は、役員レベルで構成されており、不正行為の根本的な原因究明、再発防止・予防策の検討ならびにリス

ク管理に関する活動方針および重点対策リスクの選定・対応方針の審議を行います。重点対策リスクの具体的な施策に関する検討・進捗状

況について、担当部門から定期的に報告を受け、活動の成果や課題、今後の活動計画などを確認し、必要に応じて施策を改善・強化するた

めの方向性を指示するなど、全社のリスク管理の実施において監督機能を果たしています。 

 

5. 内部統制推進部 

内部統制推進部は、NEC グループ企業行動憲章および NECグループ行動規範の周知をはじめとしたコンプライアンス徹底のための各種施

策を企画立案し、実施しています。また、事業部門およびスタッフ部門が実施するリスクマネジメントが体系的かつ効果的に行われるよう

に、必要な支援・調整および指示を行います。 

例えば、社外からの情報収集やリスク管理実態調査、国内外の子会社との情報交換を通じ、子会社を含む各部門におけるリスク管理活動へ

の支援を継続的に実施して、NECグループ全体のリスク管理機能を強化しています。 

さらに、経営監査本部から定期的に監査結果の報告を受け、意見交換を行うほか、企業倫理・法令違反等の問題に関する内部者通報制度コ

ンプライアンス・ホットラインの運用状況の報告を受けています。 

 

6. 経営監査本部 

経営監査本部は、社長直轄の内部監査部門として、内部監査に関する専門知識を有するスタッフなどから構成されています。経営監査本

部は、NEC グループにおける適法かつ適正・効率的な業務執行の確保のための監査を実施し、問題点の指摘と改善に向けた提言を行っ

ています。 

 

7. 国内外子会社におけるコンプライアンス推進体制 

国内子会社については、各社に設置したリスク・コンプライアンス責任者や推進者の活動などをとおして、コンプライアンス体制を整備し

ています。 

海外子会社については、世界 5 極の地域統括会社が、傘下の子会社を含めコンプライアンスを推進しています。 

また、コンプライアンスにかかわる問題については、国内外子会社から、緊急時および定期的に本社へ報告するためのルートを整備してい

ます。 

 

 
内部統制推進体制 

 

  

国内外子会社 
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2016 年度の主な活動実績 

コンプライアンス 

教育・啓発活動の展開 

当社では、全役員・従業員を対象として、コンプライアンスに関する Web教育を年 1 回実施してきました。この教育プログラムは国内子

会社でも活用され、2016 年度もほぼ全員が受講しました（修了率 98％）。また、社長が自らの言葉でコンプライアンスの重要性を伝えるフ

ォーラム「NEC ビジネスエシックス」を毎年開催しています。2016 年度は、「誠実な行動こそ信頼の源」をテーマに、コンプライアンスに

徹した誠実な行動により、すべてのステークホルダーから信頼を獲得することが最重要であることを確認しました。このほか、新入社員教育

や子会社役員・事業部長向け教育、階層別教育などの機会を活用して、NEC グループ行動規範に則った行動の重要性を強調しています。 

 

また、イントラネット上のポータルサイト「リスク・コンプライアンスの窓」（国内向け）や「DASHBOARD Global」（海外向け）におい

て、コンプライアンスに関する最新情報をグループ内に周知し、共有化をはかっています。さらに、PUSH 型のニュースレター「コンプライ

アンスニュース」を月 2 回発行して、事業環境を踏まえたタイムリーな話題を提供するとともに、現在約 170 件の事例が掲載されている

「NECグループ行動規範ケースシート」を毎年更新し、新入社員へ配付したり、管理職への昇格時教育の教材に利用したりするなど多方面で

活用しています。 

グローバルビジネス拡大への対応 

海外拠点においてコンプライアンスの徹底がこれまで以上に求められていることから、2015 年度から、海外子会社向けのコンプライアンス

教材を多言語化し（英語、スペイン語、ポルトガル語、中国語）、海外の子会社で教育を実施しています。また、コンプライアンスに関する

マネジメント機能の強化をはかるべく、海外子会社に赴任する幹部向けガイダンスや現地での幹部向け研修を 2015 年度に引き続き実施する

とともに、コンプライアンスチェックリストなどの提供も行いました。 

コンプライアンス・ホットライン（従業員やお取引先などからの相談・申告窓口） 

NEC では、風通しのよい職場環境をつくることがコンプライアンスにおいて極めて重要であると考えており、職場でコンプライアンスに関

する疑問や問題が生じたときには、上司や同僚あるいは関係部門に相談するよう従業員に徹底しています。加えて、NEC グループ行動規範に

違反、または違反するおそれのある行為に直面した場合に、従業員が相談できる窓口としてコンプライアンス・ホットラインを経営監査本部

に設置しています。このホットラインでは、利便性を高め広範囲のリスクにより早く対応するために、第三者機関にも受付窓口を設けてお

り、当社の従業員のみならず、国内の子会社やお取引先からも相談・申告を受け付けています。 

 

この制度の当社内の認知度は、この数年間 90％以上と高水準を維持しています（2016 年度は 95.8%）。なお、2016 年度におけるこの窓

口への相談・申告件数は 101 件でした。相談・申告の内容としては、倫理行動違反、nec グループ行動規範や社内ルールへの違反や不正、違

法行為の可能性の指摘などがありました。また、海外の子会社においても社内の相談・申告窓口に加えて第三者機関の受付窓口を設置してお

り、海外子会社の役員や従業員の利用が可能です。なお、同受付窓口に寄せられた通報は、当社でも共有しています。 

企業倫理への取り組みに関するアンケート調査 

役員・従業員の企業倫理への取り組み状況や企業倫理に関する意識を評価するために、役員・従業員を対象に、コンプライアンスに関する

Web 研修の際にアンケート調査を実施し、その結果を企業倫理向上に関する施策の立案・実施に役立てています。 

 

2016 年度に実施したアンケートの結果では、「コンプライアンス違反は絶対してはいけないと再認識した」「全社員がコンプライアンス最

優先という同じ思いになることが大切と思う」などのコメントが多く寄せられました。なお、アンケート結果の一部はイントラネットに掲載

し、役員・従業員にフィードバックしています。 
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コンプライアンスに関するセルフチェック 

2016 年度も、当社の全事業部長および国内子会社（上場子会社を除く）の事業部長を対象に、コンプライアンス・リスクに関する自部門で

の認識、自部門内のコンプライアンスに関する弱みの診断や問題の早期発見、早期対応を促すための自己点検活動「コンプライアンスに関す

るセルフチェック」を実施しました。回答者には、自部門での日頃のコンプライアンス活動に活かせるよう、その分析結果やベストプラクテ

ィス情報をフィードバックしています。 

リスクマネジメント 

「重点対策リスク」の選定とその対策 

内部統制推進部は、アンケート方式による「リスク管理実態調査」で把握した各部門のリスク評価の結果、経営監査本部による内部監査、

および監査役・外部監査人からの指摘事項などを踏まえ、対策の必要性、企業経営への影響の大きさおよび社会への影響度などの観点から、

毎年「重要リスク」を抽出しています。そして、重要リスクの中から、既存の対策の見直しを含めた新たな対策が必要となり、NEC グループ

存続への影響が特に大きいと評価されるリスクを、リスク・コンプライアンス委員会および経営会議で審議して「重点対策リスク」として選

定し、リスク・コンプライアンス委員会において指名された部門が中心となって、対策を講じています。 

 

2016 年度は、「国内外における競争法違反、贈収賄、不正に関わるリスク」および「建設業法違反に関わるリスク」を重点対策リスクとし

て選定しました。主な対策については、前項のコンプライアンス「教育・啓発活動の展開」および「公正な取引の推進」をご参照ください。 

外部団体の活動への参加 

経営倫理実践研究センター（BERC） 

経営倫理に関する国内外の情報収集や研究、企業活動におけるコンサルティング、企業人への啓発・普及などを行う一般社団法人経営倫理

実践研究センターに、当社は設立時（2000 年）から参加しています。当社は、この研究センターを通じて得られた他の企業における取り組み

事例などを、当社におけるコンプライアンスの徹底・浸透施策の立案に役立てています。 

. 経営倫理実践研究センター 

  

http://www.berc.gr.jp/
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目標と成果 

中期目標（2016～2018 年度） 

 

2016 年度の目標、成果・進捗、達成度 

（達成度：◎目標達成、〇目標ほぼ達成、△目標一部達成、Ｘ進捗なし） 

２．重点対策リスクへの対応などリスク管理

活動の継続による NEC グループの課題を

克服する。 

・2016 年度の「重点対策リスク」を選定し、リスク顕在化防止策を実行し

ました。 

◎ 

３．ホットラインの普及・周知活動の継続に

より、問題・課題の早期発見、早期解決

の促進をはかる。 

・「コンプライアンス・ホットライン」の認知度は、この数年間 90%以上

と高水準を維持しています（2016 年度は 95.8%）。 

◎ 

 

2017 年度の目標 

 

目標 成果・進捗 達成度 

１．国内外でのコンプライアンス教育の継続実

施により、従業員のコンプライアンス意識

の定着をはかる。 

・コンプライアンスWeb 教育を実施し、当社および国内子会社のほぼ全員

が受講しました（修了率 98%）。 

・社長が自らの言葉でコンプライアンスの重要性を伝える「NEC ビジネスエ

シックス」を開催しました。 

・新入社員教育や階層別教育（新任管理職／事業部長／役員向け等）を実施

しました。 

・国内子会社の全役員（一部子会社は事業部長も含む）向けコンプライアン

ス教育を実施しました。 

・海外子会社向けコンプライアンス教材を多言語化し、海外子会社各社で教

育を実施しました。 

・海外子会社への赴任者向けガイダンスや現地での幹部向け教育を実施しま

した。 

◎ 

 

１．国内外でのコンプライアンス教育の継続実

施により、従業員のコンプライアンス意識

の定着をはかる。 

・コンプライアンスWeb 教育の内容を見直し、さらなるコンプライアンス意識の定着を

はかります。 

２．重点対策リスクへの対応などリスク管理活

動の継続による NEC グループの課題を克

服する。 

・特に、不正防止の重要性に対する従業員の意識を高めるための施策を実施します。 

３．ホットラインの普及・周知活動の継続によ

り、問題・課題の早期発見、早期解決の促

進をはかる。 

・各種の教育においてコンプライアンス・ホットラインに言及するなどの方法により、

コンプライアンス・ホットラインに対する認知度の維持・向上をはかります。 

１．グループ全体での NEC グループ行動規範に基づく行動を継続して徹底する。 

２．効果的で効率的なリスク管理活動を継続して実施する。 

３．コンプライアンス・ホットラインの継続的運営、グループ全体での活用を促進する。 
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税務に対する考え方 

基本姿勢 

NEC は、NEC グループ行動規範において、 

・関係法令およびこの規範を始めとする社内規程を常に遵守し、すべての企業活動が正常な商慣習と社会倫理に適合したものとなるよう 

努めること 

・財務・会計関係を始めとするすべての記録を正確かつ公正に行う等、関係法令および社内規程に従って、適正に業務を遂行し、不正な 

会計処理および会社に損害を生じさせる行為等を決して行わないこと 

と定めています。税務に関しても、同様の姿勢を基本に取り組んでおり、中長期的な視点で最適化を進めるよう努めています。 

関係会社間の取引 

NEC では、関係会社間取引における価格設定を独立企業間価格の原則に基づいて行っています。納税は事業の成果に応じて各国の 

租税法令、条約等に基づいて適時適切に行い、不正な租税回避を目的とした行為は行っていません。 

税務当局との関係 

NEC は、税務当局に対する事前相談や関連する情報開示等に誠意をもって対応することで、税務の不確実性の低減に努めています。 

透明性 

NEC は、金融商品取引法や関係法令等を遵守し、有価証券報告書を作成、開示しています。税金に関しても、有価証券報告書の中で法令等

に基づく開示を行っています。 

 

2016 年度から、国際財務報告基準（IFRS）による連結業績を開示しています。 

 

IFRS を適用することにより、資本市場における財務情報の国際的な比較可能性の向上などに努め、財務情報の透明性をより高めていき

ます。 
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公正な取引の推進 

NEC では、コンプライアンス徹底のための重要な活動として、競争法や贈収賄防止規制遵守のための体制強化など、公正な

取引の推進に積極的に取り組んでいます。世界各国で厳しい競争が行われている中でも、常に「コンプライアンスを最優先と

する」意識を持ち、これを実践していくことが重要であると考えています。なお、贈収賄防止など「腐敗防止」は、国連グロ

ーバル・コンパクトの 10 原則の 1 つで、世界共通の関心事であり、NEC も積極的にこれに取り組んでいます。 

方針 

近年、世界的に競争法および贈収賄防止規制の執行が強化されています。NEC では、2008 年から海外の子会社における「Competition 

Policy」（グローバルな事業を行う上で基本となる競争法上の遵守事項をまとめたもの）の制定を推進してきました。また、国内では、以前

から日本の独占禁止法を対象とした遵守マニュアルを作成していましたが、海外の競争法への対応も念頭においたガイドライン「競争法遵

守ポリシー」を 2011 年 10 月に策定しました。 

 

「競争法遵守ポリシー」は、国内外の競争法を遵守するための基本的な留意事項を箇条書きで記載した「本文」と、それぞれの項目に関

する「解説」編とで構成されており、当社および国内関係会社の役員と従業員の遵法意識を高め、競争法違反のリスクを低減することを目

的として策定したものです。この「競争法遵守ポリシー」の一層の周知をはかるために、携帯が容易な名刺サイズの「競争法遵守ポリシー

カード」を当社および国内の NEC グループ各社の全役員および全従業員に配付しています。 

 

さらに、当社および国内の一部子会社では「カルテル・入札談合等防止規程」も制定しています。カルテル・入札談合等防止規程は、 

談合やカルテルを疑われたり、巻き込まれたりするリスクを低減するために、競合他社との不必要な接触を規制することを目的としたもの

です。 

 

また、当社および国内外の子会社では、「贈収賄防止基本規程」を制定しています。贈収賄防止基本規程は、NEC グループの事業活動に

関連して国内外において贈賄および収賄が行われることがないよう、贈収賄防止の体制ならびに役員および従業員が遵守すべき基本的事項

を定めた規程です。 

 

しかしながら、2014 年 11 月には消防救急デジタル無線機器の取引に関して、また、2016 年 2 月には中部電力株式会社との電力保安通

信用機器の取引に関して、公正取引委員会による立ち入り検査を受け、2017 年 2 月に、両取引に関して、同委員会から排除措置命令および

課徴金納付命令を受けました。なお、2015 年 5 月に立ち入り検査を受けた東京電力ホールディングス株式会社との電力保安通信用機器の取

引に関しては、当社は、課徴金減免申請を行っていたため、同委員会から排除措置命令および課徴金納付命令は受けておりません。 

 

当社はこれらの事実を厳粛かつ真摯に受け止め、「コンプライアンス最優先」を再認識し、競争法や贈収賄防止規制遵守のための体制強

化など、公正取引推進に積極的に取り組んでいきます。 
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推進体制 

競争法遵守 

競争法を遵守するためには、販売、技術取引、資材調達など会社の事業活動におけるさまざまな面での取り組みが必要です。当社では、

法務部と内部統制推進部を共同主管部門として、必要に応じ各分野にかかわる複数の部門が協力・連携しながら、NEC グループにおける競

争法の遵守を推進しています。 

  

NEC グループ 競争法遵守ポリシー 

2011 年 10 月制定 

（競争他社との接触） 

1. 競合他社との接触は必要不可欠な場合に限定する。 

（競争他社との情報交換・合意） 

2. 競合他社との間で、価格、数量、販売地域、顧客の割り当て、顧客と取引する意向（受注意欲、入札参加意欲を含む。）の有無

など競合他社と競争するうえで重要な事項について情報交換や合意を行わない。 

（入札関係情報の不正入手） 

3.  国、地方公共団体等の顧客が行う入札に参加するにあたり、談合が容易となる顧客の秘密情報や、顧客が希望する落札者に関す

る情報を入手したり、その提供を顧客に要求したりしない。 

（競合他社との接触の記録・保管） 

4.  競合他社と接触した場合は、その経緯、やり取りを適正に記録し、保管する。 

（販売店・ライセンシーとその取引先との取引への介入） 

5.  販売店やライセンシーがその取引先と行う取引について、価格、数量、販売地域、取引先、販売方法等を不当に制約しない。 

（販売店等に対する不当な差別） 

6.  価格、数量、支払条件、リベート等の取引条件、販売促進キャンペーンへの参加条件等について、販売店等を不当に 

差別しない。 

（不当廉売） 

7.  採算を度外視した不当な廉価で製品やサービスを販売しない。 

（優越的地位の濫用） 

8.  取引上の優位な立場を利用して、資材取引先、業務委託先、販売店等に不当な条件を押しつけない。 

（不当表示） 

9.  営業活動や宣伝広告において事実と異なる表示・表明や、誇大または根拠のない表示・表明を行わない。 

（事前相談） 

10.  競争法に関して疑問に思ったり、判断に迷ったりした場合は、直ちに公正取引推進部門に相談する。 
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贈収賄防止 

当社では、贈収賄防止のために、法務部と内部統制推進部が共同主管部門となって、贈収賄防止基本規程の運用ならびに社内関係部門や

国内子会社各社に対する贈収賄防止基本規程に関する指導、支援、指示および教育を行っています。また、贈賄の防止にあたっては、日常

の業務におけるチェックが重要であるため、総務部（接待・贈答、寄付関係）、各ビジネスユニットの企画本部（営業経費関係）、資材部

門（資材費関係）が各種ガイドラインを制定するとともに、各部門から申請のあった支出に問題がないかをチェックしています。 

2016 年度の主な活動実績 

トップメッセージ 

公正取引推進のためには、まず、経営幹部の姿勢が重要です。当社では、年に１回開催される「NEC ビジネスエシックス」における社長

講演をはじめ、折りにふれトップが公正取引推進を含むコンプライアンスの徹底について全社員にメッセージを発信しています。また、執

行役員からも公正取引推進について継続的にメッセージを発信しています。 

継続的な教育・啓発 

公正取引に対する従業員の意識向上のためには、継続的な教育および啓発が欠かせません。 

 

2016 年度は、当社および国内子会社の全役員および従業員（派遣社員を含む）を対象のコンプライアンス Web 教育に加えて、主に当社

および一部国内子会社の営業担当者や SE を対象に、より実戦的な内容を盛り込んだ集合形式の教育を、支社・支店含め全国で 200 回以上

開催し、国内子会社を含め 5,000 人以上が受講しました。 

 

また、カルテル・談合行為の一掃を行うため、当社および国内子会社のすべての役員および従業員がカルテル・談合行為との訣別を誓約

しました。 

社内制度の見直し 

2016 年度は、競争法違反防止および贈収賄防止のための社内制度の見直しを実施しました。 

競争法違反防止への取り組み 

2016 年度は、競争法違反の防止を目的として、長期間同一の官公庁系の顧客を担当している従業員をローテーションする仕組みを策定

し、2017 年 4 月に第一弾の人事異動を発令しました。なお人事ローテーションが困難な場合は、教育受講などの代替措置を講ずることとし

ています。 

贈収賄防止への取り組み 

贈収賄防止については、当社および国内外子会社で贈収賄防止基本規程を制定し、贈収賄防止の体制ならびに役員および従業員が遵守す

べき基本的事項を定めています。また、当社では、「事業部等のための贈収賄防止マニュアル」を制定し、担当事業・業務の贈賄リスク評

価、当社の事業運営のために起用する第三者のデューデリジェンス等、贈収賄を防止するために事業部門長が果たすべき役割および具体的

方法について定めています。しかし、国内外の子会社においては一部の仕組みについて導入されていなかったため、2016 年度は、当社と同

様の仕組みを導入するよう取り組みました。 

 

また、海外各国の贈収賄規制が強化される中、「接待・贈答・招聘に関するガイドライン」を作成し、海外子会社が接待・贈答・招聘を

行う際に注意、実施すべき最低限の必要事項を明確にしました。 

こうした仕組みの導入および取り組みにより、NEC グループでは、2016 年度において贈収賄防止に関し公表を要する重大な問題は発生

していません。 
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目標と成果 

中期目標（2016～2018 年度） 

 

2016 年度の目標、成果・進捗、達成度 

（達成度：◎目標達成、〇目標ほぼ達成、△目標一部達成、Ｘ進捗なし） 

目標 成果・進捗 達成度 

１．競争法違反および贈収賄の防止のため、 

継続的に教育を実施 

・当社および国内子会社の全役員および従業員（派遣社員を含む）対象の

コンプライアンス Web 教育に加えて、主に当社および一部国内子会社の

営業担当者や SE を対象に、より実戦的な内容を盛り込んだ集合形式の

教育を、支社・支店含め全国で 200 回以上開催し、子会社を含め 5,000

人以上が受講しました。 

・カルテル・談合行為の一掃をめざし、当社および国内子会社の全役員お

よび従業員がカルテル・談合行為との訣別を誓約しました。 

○* 

２．競争法違反および贈収賄防止を目的に、

事前相談・承認等の社内制度運用の定着

化を推進 

・競争法違反の防止を目的に、長期間同一の顧客を担当している従業員を

ローテーションする仕組みを策定しました。 

・国内子会社の贈収賄防止に関する仕組みを当社と同等のものにする取り

組みを行いました。 

・「接待・贈答・招聘に関するガイドライン」を作成し、海外子会社が接

待・贈答・招聘を行う際に注意、実施すべき最低限の必要事項を明確に

しました。 

○* 

 
* 年度当初に掲げた目標については達成したものの、年度内に公正取引委員会から排除措置命令および課徴金支払命令を受けたことから、

入札談合をはじめとした競争法違反を行わない組織変革へ向け、一層の意識付けの再徹底および仕組みの強化が必要と判断されるため、達

成度を下げております。 

 

2017 年度の目標 

・前年度に引き続き、下記の２項目を目標にして活動していきます。 

 

 
 

１．競争法違反および贈収賄の防止のため、継

続的に教育を実施 

・当社の役員および従業員（派遣社員を含む）を対象に、公正取引委員会から排除措置

命令および課徴金納付命令を受けた事案に関し、振り返りを行い、談合行為を二度と

発生させないことを目的とした教育を実施します。 

２．競争法違反および贈収賄防止を目的に、事

前相談・承認等の社内制度運用の定着化を

推進 

・競争法違反の防止を目的とした人事ローテーション（代替措置を含む）を実施しま

す。 

・その他の施策について、当社および国内外子会社における社内制度運用状況を確認、

徹底します。 

当社および国内外子会社における競争法違反、贈収賄などの公正取引違反の撲滅 
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事業継続 

NEC は、情報通信技術による社会インフラの構築に長年携わっています。災害発生時には、社会インフラとしての通信ネッ

トワークや交通、防衛、金融などの基幹システムをいち早く復旧することが望まれます。 

そのため、NEC グループ全体で「事業継続計画（BCP: Business Continuity Plan）」を策定し、それを維持・改善するた

めの「事業継続マネジメント（BCM: Business Continuity Management）」に積極的・計画的に取り組んでいます。 

方針 

NECは災害発生時にも、自社の提供している情報通信システムを維持する社会的責任を重く受け止めており、一刻も早くお客さまのもとへ 

駆けつけ、社会インフラとしての情報通信システムの復旧に努めるとともに、早期に生産を再開して、災害の影響を最小限に食い止める必要が

あると考えています。そのためには、従業員の安全を確保し、複雑で高度化しているサプライチェーンを含めた供給責任を果たすことが求めら

れます。 

 

そこで NECでは、以下の 3つを災害発生時の具体的な対応方針としています。 

1．従業員・構内作業者・来訪者の生命･安全を確保する。 

2．NECとして求められる社会的責務の遂行（通信、公共インフラ、交通、防衛、金融等の基幹システムの維持・復旧）ができるように 

事業環境の速やかな復旧・整備を行う。 

3．事業停止から生じる経営ダメージをミニマム化する。 

推進体制 

NECでは、以下の 3つの機能で能動的かつ機動的な事業継続を行います。 

(1) 中央事業継続対策本部 

経営機能の事業継続を司り、経営トップの判断機能維持、業務復旧環境の整備を行う。 

(2) ビジネスユニット（BU）別事業継続対策本部 

各事業の継続を司り、具体的な事業についての復旧活動（お客さま・事業の被災情報収集、要員の確保、資材・物流ルートの確保、事業の 

復旧など）を行う。 

(3) 事業場（研究所・支社）別災害対策本部 

勤務場所、勤務生活の継続を司り、勤務する場所の安全確保や安否確認、拠点インフラの早期復旧、勤務者等の生活支援、帰宅希望者の支

援および地域との連携を行う。 

 

 

NECの災害対策・事業継続の体制 
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ビジネスユニット（BU）別事業継続対策本部は、平時において事業継続計画（BCP）全体統括責任者のもとで、事業継続管理システム

（BCMS）を運用する BCP作成担当者と、訓練・災害発生時に活動する対策本部長（原則、BCP全体統括責任者）、事務局、事業継続担当 

チームにより事業継続を推進しています。 

2016 年度の主な活動実績 

多発した災害への迅速な対応 

2016 年度は 4月 16日に発生した熊本地震をはじめ、6月の函館地震、9月の 台風 9、14、16、17号による東北・北海道の水害、10月の

首都圏大停電と鳥取地震、11月の福岡道路大規模陥没、ニュージーランド大地震、福島沖地震・津波、12月のインド・チェンナイのサイクロ

ン、茨城北部での地震と大きな災害が多発しました。 

 

NECグループでは、訓練や研修を通じて浮き彫りになった脆弱性への対応や、従業員一人ひとりが自分で考え行動できるよう事前対応を行っ

ていた結果、実際の災害発生に際しても迅速な対応を取ることができました。 

熊本地震への迅速な対応 

4月 16 日、熊本地震・本震の際には、発生後 2時間で各拠点での安否確認、被災状況の確認を終え、福岡、広島、大阪、東京からの支援方

法を決定し実行に移しました。また、勤務者やその家族、地域住民の健康、安全を考慮し、交代要員や休息場所を確保しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

           熊本地震対応会議            地震発生当日の夕方には支援物資、支援者が現地に到着 

 

社会インフラ、納入システムの速やかな復旧への寄与 

NECグループでは、地震発生直後から社会インフラ系システムの復旧を行いました。熊本市消防局の通信指令システムは本震の発生直後に、

甲佐町のシステムは当日午前中に復旧作業を完了しました。また、熊本県警が阿蘇に現地対策本部を設置すると、緊急ネットワーク工事を行っ

たほか、熊本市の要請に応えパソコンを 182 台、プリンタを 105台貸与するとともに、益城町でも、パソコンを即日貸与しました。宇土市に

おいては、他社製品であったものの、市からの緊急要請を受けて、代理でシステムの点検を行いました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    熊本市の要望に即応して PCを貸与  西熊本市長、植松副市長から新野社長に謝意表明        感謝状 
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防災、事業継続に関する訓練 

NECグループでは、従業員一人ひとりが自分で考え、行動できるよう、さまざまな防災・事業継続に関する訓練・研修を 9月、11月、1

月、3月に実施しています。 

全員参加型訓練、事業継続ウォークスルー（9 月、1 月） 

NECグループでは、毎年 9月と 1月に全員参加型の事業継続訓練を実施しています。そのうち 1回は、実施日時を公表しないブラインド型

で、発災情報を覚知した場所で適切な行動がとれるかどうかの行動様式確認訓練です。 

 

2016 年 9月には、地震を想定して、国内関係会社 40社、約 10万人の場内にいる全ての勤務者および来訪者が参加して、一斉訓練を実施し

ました。参加者は、自分が出張・外出していることを想定して、どのように行動し安全を確保すべきか、どのように家族や職場などに自分の状

況を知らせるか、一人ひとりが自律的に考え、行動する訓練を行いました。周囲に頼る人がいないことを想定した訓練は初めてでしたが、災害

発生時にどのように対応すればよいか、自律的な判断力を養う良い訓練ができました。 

 

９月に参加できなかった部門や関係会社では、1月に実施した日時特定型の訓練で、自身が取るべき行動や家族との情報共有のあり方につい

て確認しました。 

「世界津波の日」の津波防災行動研修（11 月 5 日） 

「世界津波の日」に制定された 11月 5日前後に、大阪・名古屋を含む 10カ所の NECグループの津波被災懸念地域にある拠点を対象に、津

波防災訓練を行いました。それぞれの地域で懸念される津波の被災状況を確認し、最悪な事態に自分たちはどう備え、行動をとるか、お客さま

目線、お取引先目線を考慮しながら対応策を検討しました。また同時に、津波懸念地域に所在する NECグループ外の資材調達先と連携した情報

共有訓練も実施しました。 

 

 
 

研修内容と研修風景                  津波浸水図 

 

感染症パンデミックを想定した事業継続訓練の実施(2017 年 2 月～) 

NECでは、MARS、エボラ出血熱、H5N1 や H7N9等の新型インフルエンザなどの流行の兆しに鑑み、感染症に関するWeb研修を行いまし

た。あわせて、強毒性感染症の海外発生期、国内発生早期、国内蔓延期にどのように事業継続をするかをテーマに訓練を実施しました。この訓

練には、NECのみならず国内関係会社 45社、海外関係会社 80社の約 11万人が参加し、それぞれの地域性、事業特性に応じたさまざまな対応

策を討議・検討しました。 

 

今後、今回の訓練・討議結果をもとに、NECグループで統一した基幹プラットフォームの環境を整備し、さらに一歩踏み込んだ訓練を実施す

ることで、パンデミック時でも自律的に行動できる勤務者を育成していきます。 
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感染症、新型インフルエンザの脅威と対応に関する事前Web研修  産業医から役員へ新型インフルエンザの脅威と対策を説明 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   社内各部門で打ち合わせた対応策を報告          今後の対応方針に関して指示する新野社長 

 

防災力、事業継続力 レベル／成熟度の見える化 

NECグループでは、各部門の防災や事業継続がどの程度のレベルにあるか、客観的にランク付けする“見える化”に取り組んでいます。2016

年度はプロトタイプとして各部門・会社それぞれの「組織の状況」「リーダーシップ」「防災、継続の計画」「支援状況」「実効性を持たせる

運用」「評価と改善」という指標を用いて“見える化”しました。今後、この精度を上げて、各部門・各社が、それぞれの組織文化に防災や事業

継続を定着させ、被災時は自ら考え、自律的に行動できるようにブラッシュアップしていきます。 

 

なお、海外においては、2015年度から、各社の災害対応・事業継続についてセルフチェックする仕組みを導入し、各社が策定した事業継続

の実効性やレベルを“見える化”しています。2016年度はその 2年目として、前年度の実績を指標として活用し、今年度はどのくらい向上した

かを確認しています。 
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海外現地法人における取り組み 

NECでは、すべての海外現地法人に対して、情報エスカレーションルールの徹底や災害時の連絡責任者を定めることにより、グローバル 5極

体制の中で海外子会社の被災状況を速やかに把握できる仕組みを構築しています。さらに、主要な海外現地法人については、国や地域ごとに想

定されるリスクに応じて BCPを策定しています。 

 

また、中央事業継続対策本部での初動における情報収集・分析の効率化を実現するためのシステムも構築しています。さらに、2012年度か

らは、すべての海外現地法人を対象とした情報エスカレーション訓練を年 2回実施し、災害等が発生しても被害を最小限に抑えて、迅速に事業

が再開できるよう備えています。 

ISO22301 の認証をバリューチェーンで取得 

NECでは、災害時にも各部門が自律的に、また有機的に復旧活動ができるよう、会社全体のみならず、部門ごと、事業ごとに BCMSを構築し

ています。これが国際的にも通用するよう、国際規格「ISO22301」を、通信キャリア、システム、データセンターなど 41の事業分野で認証

取得しています。これは国内企業の中で最多の取得数です。 

 

取得している認証の業務関連分野は、設計、システム構築から製造、保守までの多岐にわたっており、バリューチェーン全体において ISO認

証を取得しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「ISO 22301」第三者認証 
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目標と成果 

中期目標(2016～2018 年度) 

 

2016 年度の目標、成果・進捗、達成度 

（達成度：◎目標達成、〇目標ほぼ達成、△目標一部達成、Ｘ進捗なし） 

目標 成果・進捗 達成度 

１．津波被災懸念地域の行動手順書の作成 

および研修の実施。 

・南海トラフ地域以外の津波被災懸念地域

における行動手順書を作成する。 

  

・ 3 カ年計画の 2 年目。大阪・名古屋を含む 10 カ所の NEC グループ拠点 

において、行動手順作成研修を実施しました。 

・ 2015 年度に実施した地域の行動手順書を参考にしながら、各地域の特性

を踏まえた復旧手順書や行動手順書を作成し、勤務者への浸透をはかり 

ました。 

◎ 

２．ISMS（Information Security 

Management System：情報セキュリティ

マネジメントシステム）の成熟度モデルを

BCMS に適用した“見える化”の実施。 

・プロトタイプを各部門に実施し、現状把

握と監査の推進をはかる。 

 

・ 事業継続計画を作成していた約 400 の部門で実施し、客観的な指標で 

自部門の防災、事業継続の成熟度を“見える化”することができました。 

・ 各部門・グループ各社ごとに点検・検証を行っていた内部監査を、体系

化・システム化することで、20～25％の工数削減を実現しました。 

・ これまで事業の継続をあまり意識してこなかった一部の事務部門や研究 

部門では「勤務者の命を守る」意識が向上したものの、さらなる意識向

上、体制整備が課題として残りました。 

・ プロトタイプシステムにいくつかの改善点があることがわかりました。 

◎ 

 

2017 年度の目標 

 
 

 

１．津波被災懸念地域の行動手順書の作成 

および研修の実施。 

・2016 年度発表された日本海側の津波 

被災懸念地域を中心に行動手順書を作成

する。 

・ 3 カ年計画の 3 年目である 2017 年度は、1 年目、2 年目で実施できなかった地域と

2015 年発表された日本海側の大津波の検証結果をもとにした研修を実施します。 

２．ISMS の成熟度モデルを BCMS に適用 

した“見える化”の実施。 

・2016 年度に実施した利点・反省点を 

念頭にブラッシュアップを行う。 

 

・ ３カ年計画の 2 年目である 2017 年度は、利点・反省点を念頭に 2016 年度のプロト

タイプを改善します。 

・ 前年度との比較をすることで、自部門の防災力、事業継続力をブラッシュアップ 

します。 

・ 地震や洪水などの自然災害以外で、2017 年２月に実施したパンデミック時における 

事業継続力を向上させます。 

１．自部門の事業継続のレベルの“見える化”をはかる。 

２．各拠点における最大災害リスク・パンデミックリスクを念頭に置いたさまざまな訓練、研修の実施とそれらを通じた災害時に自律的

に行動できる従業員のさらなる育成を行う。 
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情報セキュリティ 

NEC は、誰もが安心して情報通信技術の恩恵を享受し、豊かな社会を実現していくために、情報セキュリティを重要な経営

活動として位置づけ取り組んでいます。 

方針 

NEC は、より良い商品やサービスを提供して社会の発展に寄与するために、お客さまやお取引先からお預かりした情報資産や当社の情報資

産を守ることが責務であると考え、「情報セキュリティ基本方針」を定めています。 

 

さらに NEC グループでは、「情報セキュリティ推進フレームワーク」を確立し、お客さま、お取引先からお預かりした情報資産を守り、 

信頼される製品・システム・サービスの提供、ステークホルダーへの適切な報告・情報開示を通じて、セキュアな情報社会を実現し、お客様

への価値を提供します。 

 

情報資産を守るための情報セキュリティの取り組みとしては、「情報セキュリティマネジメント」「情報セキュリティ基盤」「情報セキュ

リティ人材」「情報セキュリティガバナンス」の 4 つの要素を組み合わせることにより、総合的かつ多層的に情報セキュリティの維持・向上

をはかっています。 
 

 
情報セキュリティ推進フレームワーク 

 

 NEC 情報セキュリティ基本方針 

 情報セキュリティ報告書 

http://jpn.nec.com/profile/governance/security.html
http://jpn.nec.com/csr/ja/security/
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推進体制 

NEC グループの情報セキュリティ推進体制は、情報セキュリティ戦略会議とその下部組織、および各組織の情報セキュリティ管理責任者／

推進者で構成されています。「情報セキュリティ戦略会議」は、CISO（Chief Information Security Officer）が議長を務め、サイバーセキ

ュリティリスクを含む、情報セキュリティリスクに対応するために、情報セキュリティ施策の審議・評価・改善、重大事故の原因究明と再発

防止策の方向付け、情報セキュリティビジネスへの成果活用などの審議を行います。また、CISO から直接指示を受け、サイバーセキュリティ

対策推進を行う CISO オフィスと、サイバー攻撃を監視し、インシデント発生時に迅速に攻撃の解析、原因分析を行い、事態の収束を行う 

インシデントレスポンス対応組織（Computer Security Incident Response Team、以下 CSIRT）を CISO の下に設置しています。下部組織

である推進会議やワーキンググループは、国内、海外、お取引先別に、セキュア開発・運用に関する推進計画、実行施策に関する討議・調

整、指示事項の徹底、施策進捗管理などを行います。 

 

各組織の情報セキュリティ管理責任者は、主管するグループ会社も含めて情報セキュリティに関する一義的な管理責任を負い、組織内への

ルールの周知徹底、施策の導入・運用、実施状況の点検、見直し、改善などを継続的に実施し、情報セキュリティの維持・向上をはかってい

ます。 

 

 

 
情報セキュリティ推進体制 
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2016 年度の主な活動実績 

サイバー攻撃対策強化 

特定の企業・組織を狙い撃ちする標的型攻撃、ランサムウェア（ファイルが暗号化され、復号と引き換えに身代金を要求）、および不特定

多数を狙ったばらまき型メール攻撃など、日々発生するサイバー攻撃は巧妙化・高度化しています。これに対抗する手段の 1 つとして、PC・

サーバの脆弱性対策およびインシデントレスポンスの効率化を目的に、当社および国内関係会社全社に対してサイバー攻撃対策強化システム

（GCAPS*1）の導入を開始しました。 

 

GCAPS では、リスク認識に基づき対処を行う「事前防御」と、インシデント検知発生時の「事後対処」の 2 つの側面から PC・サーバ対策

の強化をはかっています。2017 年度以降、海外現地法人にも GCAPS を順次導入する予定です。 

 
*1 GCAPS：Global Cyber Attack Protection System。外販ソリューション名：NEC Cyber Security Platform（NCSP） 

 

 

 
GCAPS のコンセプト 

 

 

また、海外への展開としては、APAC 地域を対象に、サイバー攻撃対策（未知の攻撃検知、ログ統合管理・監視、CSIRT 体制確立）を実施

しました。2017 年度は、実施地域の拡大を進めていきます。 

 

さらに、NEC がサイバー攻撃を受けた場合の CSIRT を含む各関連部門の対応や部門間の連携、および経営トップの記者会見を模擬体験す

る「サイバー総合演習」や、従業員に不審なメールへの“気づき”を与える標的型攻撃訓練も実施しました。CSIRT 要員の技術力向上やセキュ

リティ人材の裾野拡大を目的とした、NEC 内のセキュリティコンテスト（Capture The Flag：CTF）である「NEC セキュリティスキルチャ

レンジ」も開催しました。 
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グローバル情報セキュリティインフラの強化 

PC の情報セキュリティ対策状況（セキュリティパッチの適用、マルウェア対策、PC の暗号化など）を“見える化”*2し、統合的な管理を 

可能にするセキュリティ対策基盤の整備を、海外現地法人においても完了しました。なお、PC のファイル暗号化ツールの導入については、

2016 年度下期から、国内と同様に、InfoCage FileShell を海外現地法人にも導入を開始し、2017 年度以降、順次導入を促進・必須化する予

定です。 

 

*2 “見える化”とは、各現地法人の情報セキュリティ対策状況（例：セキュリティパッチの適用状況、PC の暗号化対策の実施率など）を定量的に確認することが

できる仕組みのことです。経営システム本部、各地域統括会社、および現地法人の情報セキュリティ管理者がこの情報を確認し、情報セキュリティ対策をよ

り具体的に推進していくためのものです。 

 

 
 

“見える化”の例（地域別情報セキュリティ実施状況サマリ） 

（ここに掲載されているグラフは仮のデータで、実態とは無関係のものです） 
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セキュア開発・運用の推進強化 

NEC グループでは、システム開発・運用者の負担軽減を目的として、お客さまシステムの脆弱性に対する修正パッチの動作やシステムへの

影響を検証するサービスを、社内で運用しています。同サービスを各業務プロジェクトで利用することで、お客さまシステムの脆弱性対策を

確実に実施しています。また、脆弱性対策の実施を品質確保の全社ルールに盛り込むことで、このサービスの利用徹底をはかっています。 

さらに対策状況をプロジェクトごとに管理し、対策が未実施の場合は警告することで漏れのない確実な脆弱性対策を実現しています。 

 

また、2015 年に経済産業省と IPA（独立行政法人情報処理推進機構）から発行された「サイバーセキュリティ経営ガイドライン」に基づい

た実装ガイド等、お客さまへのシステム提案を支援するコンテンツを現場の業務プロジェクトに展開し、ビジネス拡大をはかっています。 

特に、お客さまシステムにおけるセキュリティ上のリスクを早期に“見える化”し、可能な限り低減させるために、リスクアセスメントの実施

に取り組んでいます。近年では、IoT 機器や制御システムへの攻撃のリスクが増加しているため、ICT システムに加えて IoT 機器や制御シス

テムに対してもリスクアセスメントを実施し、お客さまの業務を止めないためのセキュリティ対策を提案する活動を進めています。 

 

 

 

 
脆弱性対応推進体制 
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モニタリング・改善 

情報セキュリティ点検の実施 

NEC グループでは、情報セキュリティ点検により、セキュリティ対策の実施状況を確認し、改善計画を立案・実行する活動を継続して実施

しています。 

 

2016 年度は、当社および国内関係会社 60 社において情報セキュリティ点検を実施しました。一般従業員と各施策の管理者を対象に、対策

の実施状況を確認する個人単位の役割別点検（個人点検）を実施し、実態を正しく把握することで有効性を高める改善を行いました。海外現

地法人についても 34 社で個人点検を実施し、対策状況をきめ細かく把握するとともに意識や認知度の向上をはかりました。 

 

こうした継続的な活動により、情報セキュリティ対策の実施状況は当社および国内関係会社において、着実に改善されています。しかし、

一部の対策については、依然として改善の余地があるものも散見されるので、これらの対策の実施徹底を当社および国内関係会社に注意喚起

しました。一方、海外現地法人については、国内関係会社の実施レベルには到達していないため、点検結果をもとに各社へ対策を指示すると

ともに、定期的に対策状況をフォローしました。 

 

お取引先の点検 

「NEC グループ お取引先様向け情報セキュリティ基準」や「お客様対応作業における遵守事項」などに基づき、お取引先の情報セキュリ 

ティ対策の実施状況を点検・評価（訪問点検、書類点検）し、結果をお取引先にフィードバックして改善の徹底をはかりました。 

 

2016 年度は、書類点検を約 1,450 社、訪問点検を 50 社に対して実施しました。 

 

継続的な活動により、お取引先の情報セキュリティ対策の実施状況は着実に改善されています。しかし、一部の対策については、 

他の対策に比べ、実施率が低いものが依然として存在しますので、これらの対策の実施徹底をお取引先に依頼しました。 

 

お客さまへの提供製品・システム・サービスにおけるセキュリティ対策状況の点検 

NEC グループのお客さま対応案件のセキュリティ対策推進状況を“見える化”するシステムの利用促進により、セキュア開発あるいは運用・

保守の対策が不十分な案件を特定し、問題案件の改善促進を継続して実施しました。 
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目標と成果 

中期目標(2016～2018 年度) 

 

2016 年度の目標、成果・進捗、達成度 

（達成度：◎目標達成、〇目標ほぼ達成、△目標一部達成、Ｘ進捗なし） 

目標 成果・進捗 達成度 

１．サイバー攻撃対策の強化（国内、海外） 

・巧妙化・高度化するサイバー攻撃への 

対策強化として、 GCAPS の国内展開

と、サイバー攻撃対策の海外展開拡大 

をはかる。  

・GCAPS を当社および国内関係会社へ導入開始しました。 

・APAC 地域を対象に、サイバー攻撃対策（未知の攻撃検知、ログ統合管

理・監視、CSIRT 体制確立）を実施しました。 

○ 

２．グローバルセキュリティインフラの整備 

・海外現地法人における情報セキュリティ

レベルを日本と同等に向上させる。 

・PC のファイル暗号化ツールとして、下期から InfoCage FileShell を海外

現地法人にも導入を開始しました。 

・GCAPS を海外現地法人へ導入する準備を完了しました。 

○ 

３．セキュア開発・運用の推進強化 

・セキュアな製品・システム・サービスを

お客さまへ効率的に提供するための仕組

みを現場案件に適用するとともに、現場

へ浸透させるためのリーダ育成を行い、

ビジネス拡大をはかる。 

 

・お客さまシステムの脆弱性対策の実施を品質確保の全社ルールに盛り込

み、現場プロジェクトにおいて脆弱性対策管理支援システムの利用を徹

底しました。 

・「サイバーセキュリティ経営ガイドライン」に基づいた、お客さまシス

テム提案を支援するコンテンツを、現場プロジェクトに展開しました。

特に、IoT 機器や制御システムも含む、お客さまシステムのリスクの“見

える化”とリスクの低減のために、セキュリティ脅威と対策のリストを用

いたリスクアセスメントへの取り組みを推進し、このリストに基づいた

開発・運用を開始しました。 

○ 

 

2017 年度の目標 

 

１．サイバー攻撃対策の強化（国内、海外） ・GCAPS を当社および国内関係会社で運用し、海外への適用をはかります。また、 

海外におけるサイバー攻撃対策（未知の攻撃検知、ログ統合管理・監視、CSIRT 

体制確立）の導入を拡大します。 

２．グローバルセキュリティインフラの整備  ・海外現地法人における情報セキュリティレベル（従業員の意識、IT 仕組み）を、 

日本での運用と同じレベルにまで向上させます。 

３．セキュア開発・運用の推進強化 ・ガイド類の改善や IT システムの強化を行い、現場の業務プロジェクトにおける 

セキュア開発・運用を支援することにより、お客さまへ、安全・安心な製品、シス 

テム、サービスを効率的に提供し続け、ビジネス拡大に貢献します。 

社会基盤に欠かせない情報通信技術を提供するグローバル企業として、お客さま、お取引先からお預かりした情報資産および当社の 

情報資産を守るとともに、より安全で安心な信頼される製品・サービス、ソリューションを提供することで社会に貢献する。また、 

今後ますます巧妙化・高度化が予測されるサイバー攻撃に対抗するための仕組みの構築と、人材育成のグローバル展開を加速する。 
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個人情報保護 

個人情報とは、特定個人の識別情報であり、番号などの識別子単体の情報もこれに該当します。当社は、個人番号を含む

個人情報を適切に保護することが当社の社会的責務と考え、独自の個人情報保護方針を定め、これを実行し、かつ、維持し

ています。また、関連法令に示された個人情報の保護だけでなく、プライバシーに関わる情報についても配慮した事業活動

を行っています。 

方針 

当社は、事業活動を通じてお預かりしたお客さま、株主・投資家、お取引先、従業員などの個人情報を適切に保護することが当社の大きな

社会的責務と考え、この考え方を、2000年 7月に「NEC個人情報保護方針」として規定しました。 

 NEC個人情報保護方針 

さらに、個人情報保護推進体制を構築し、2004 年には「個人情報保護法」ならびに「JIS Q 15001」に準拠した「個人情報保護マ

ネジメントシステム」を確立して、お客さまからの信頼を獲得し、個人情報を取り扱うシステムに関するさまざまな課題の解決に努め

ています。 

 

また、当社は 2005 年 10 月に「プライバシーマーク」を取得し、2015 年 10 月にはプライバシーマークの認証を更新しました。

NEC グループ全体では、2017 年 3 月末時点で 30 社がプライバシーマークを取得済みです。 

 

これからも、当社は国内子会社と連携して個人情報保護に取り組み、マネジメントシステムの継続的改善に努めていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 プライバシーマーク制度推進体制 

推進体制 

当社では、個人情報保護マネジメントシステムの運用に関する総括的な責任者として、各部門の個人情報保護の主管部門長が「個人情報

保護管理者」を務めています。さらに、個人情報保護法よりも厳格な番号法に対応するために、マイナンバーに関する対応についても、特

定個人情報保護責任者としての役割を追加しています。そして、その個人情報保護管理者が選任した「個人情報保護推進事務局長」を

リーダーとして、内部統制推進部顧客情報セキュリティ室が中心となって、NEC グループ全体の個人情報保護の推進に取り組んでいま

す。 

 

また、経営監査本部長を「個人情報保護監査責任者」として、「JIS Q 15001」に規定されている個人情報保護に関する内部監査を

定期的に実施しています。各事業部門では、部門長を責任者として、取り扱う個人情報ごとに取扱責任者や取扱担当者を置き、個人情

報を取り扱っている現場への個人情報保護の周知徹底をはかっています。そして、各部門単位で「個人情報保護推進者」を任命し、管

理体制を確立して運用しています。  

http://jpn.nec.com/site/privacy/index.html
http://privacymark.jp/
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全社の管理体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

個人情報保護管理者 
個人情報保護マネジメントシステムの実施および運用

に関する総括的な責任および権限を持つ者（特定個人

情報保護責任者を兼ねる）。 

（人事部、総務部、法務部、ｶｽﾀﾏｰｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｾﾝﾀｰ、経営ｼｽﾃﾑ本部、 

調達本部、営業企画本部、内部統制推進部などのメンバーで構成） 

 

個人情報保護管理者および個人情報保護推進事務局長の指示に基づき、 

全社における個人情報保護マネジメントシステムの推進、その内容の 

従業員等への周知徹底、教育の計画、実施および問合せ対応などを 

担当する。 

監査部門（経営監査本部） 個人情報保護マネジメントシステムの整備状況

（JISQ15001への適合状況を含む。）、体制整

備状況、および運用遵守状況を定期的に監査す

る（計画、実施）。 

個人情報保護監査責任者（経営監査本部長） 個人情報保護に関する監査の計画、実施お

よび報告を行う責任および権限を持つ者。 

個人情報保護推進事務局 

個人情報保護のための手順を確立し、維持する。 

個人情報保護推進事務局長 

主管部門＝内部統制推進部 

（個人情報保護管理者が選任） 

特定個人情報保護責任者 
特定個人情報の取り扱いに関する責任および権限を

持つ者。 
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事業部等の管理体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国内子会社においては、2005 年 4 月の個人情報保護法、さらに、2015 年 10 月の番号法の全面施行、2017 年 5 月の改正個人情報

保護法にあわせて同等の体制を構築し、個人情報保護を推進しています。また、海外子会社においても、各国の法制度を遵守すること

により個人情報保護の推進に取り組んでいます。 

個人情報の漏えいなどの緊急時における対応 

NEC では個人情報の紛失・流出・漏えいなどの事件・事故の発生に備え、迅速な対応と情報公開を実施する体制を整備しています。

万が一、事件・事故が発生した場合には、標準化した手続きに従って対応します。 

 

また、個人情報に関連した事件・事故、またはそのリスクのある事案が発生した場合には、まず当事者や発見者が、各部門の責任者

ならびに情報セキュリティインシデント対応窓口に報告します。報告を受けた窓口部門は、関連する法令・省庁指針等に従い、本人の

権利、利益の侵害リスクを勘案したうえで、個人情報保護推進事務局を構成する関連部門と連携して対処します。 

 

  

事業部等の長 事業部等における個人情報保護に関する統括管理責任者。 

取扱責任者 
具体的業務において、個人情報保護に関する管理

責任を負う者（事務取扱責任者を兼務）。 

個人情報保護推進者 事業部等の長を補佐し、事業部等に

おいて個人情報の管理体制の確立、

運用、改善を推進し、その徹底をは

かる者。 

取扱担当者 具体的業務において、個人情報保護の管理

を担当する者。 

事務取扱責任者 
特定個人情報の事務ならびにそれらの事務を外部

に委託する場合の指示および監督を行う者。 

事務取扱担当者 特定個人情報の事務を行う者、なら

びに情報システムで特定個人情報を

取り扱う者。 
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2016年度の主な活動実績 

個人情報保護の重要性を認識し、個人情報保護マネジメントシステムを運用するために、「NECグループ企業行動憲章」および「NEC

グループ行動規範」に基づいた「NEC 個人情報保護方針」、ならびに「NEC 個人情報保護規程」を NEC の共通ルールとして制定して

います。 

 

これらを各社が実施し、自律的に PDCA サイクルを回すことで、個人情報の適切な管理につなげていこうと考えています。 

個人情報保護に関する教育 

当社では、以下のような階層別教育を実施しています。 

1． 全従業者向け教育（NEC向け） 

NECの役員および従業員を対象に、毎年 1回、情報セキュリティ教育をWeb研修で実施しています。さらに、当社と国内子会社には個

人情報保護の内容も合わせてWeb研修で教育を実施しています。2016年度も、当社は全対象者の教育修了率 100％を達成しました。ま

た、マイナンバーに関するWeb研修も別途、当社と国内子会社の役員および従業員を対象に実施しました。 

 

2． 推進者向け教育（当社と国内子会社向け） 

個人情報保護推進の役割を担う情報セキュリティ推進者向けの集合教育を、2016年度は 4回実施しました。 

 

3． 新入社員・転入社員向け研修 

2016年度は、導入教育用に個人情報保護の小冊子を作成し、新入社員・転入社員に配付して研修を実施しました。また、事故発生部門か

ら要望のある場合や、個人情報保護推進事務局が必要と判断した場合には、適宜、国内子会社単位あるいは事業部門単位で啓発教育を実施

しています。 

個人情報の管理（NECにおける取り組み） 

NEC では、個人情報を台帳管理し、管理状況を“見える化”する「個人情報管理台帳システム」を構築しています。 

さらに、標準手順を文書化して個人情報保護マネジメントシステムを運用しています。そして必要に応じて、各事業部門単位、個人情報単

位での運用ルールを制定し、これを徹底しています。 

また、個人情報を含む情報全般のセキュリティに関する意識の向上を目的に、「お客様対応作業及び企業秘密取り扱いの遵守事項」

を定め、NEC の全従業員を対象に毎年「電子誓約」をするよう求めています。 

 

このような取り組みの結果、2016 年度には個人情報の紛失・流失・漏えい等の事件・事故は発生していません。また、主管官庁で

ある経済産業省やその他の第三者機関から、顧客のプライバシー侵害に関する苦情等も寄せられていません。 

個人情報の管理（お客さま/お取引先向けの取り組み） 

当社と国内子会社では、個人情報を取り扱う業務を委託する際には、委託先に対しても NEC グループと同等の個人情報保護に関する

運用を依頼しています。また、当社または国内子会社の業務に従事するお取引先に対しても、「お客様対応作業における遵守事項」に

関する誓約書の提出を要請し、Web による定期的な確認テストも実施して、個人情報保護の徹底を依頼しています。このような取り組

みの結果、委託先においても、2016 年度には個人情報の紛失・流失・漏えい等の事件・事故は発生していません。 

 

マイナンバー制度（社会保障・税番号制度）は、社会保障や税の給付と負担の公平性をはかり、行政機関に提出する添付書類などが

不要になるなど、手続きの効率性・透明性を高めた行政サービスの提供を可能とするものです。しかし、マイナンバーは特定個人情報

として、慎重に取り扱う必要があります。したがって、セキュリティを確保した運用のために、アクセス制御、外部からの不正アクセ

ス防止、情報漏えいの防止等の技術的対策を実施するとともに、各システムにおけるプライバシー保護対策が十分なレベルになるよう

取り組んでいます。 



 

55 

 

 

26-27  コーポレート・ガバナンス    28-32   コンプライアンスとリスクマネジメント 

33   税務に対する考え方      34-37   公正な取引の推進 

38-43  事業継続         44-50   情報セキュリティ 

51-57  個人情報保護        58-62   サプライチェーンマネジメント 

63-72  イノベーションマネジメント 

 

NEC CSRレポート 2017 ガバナンス 環   境 社   会 CSR経営 

 

 

 
NECのマイナンバー制度対応システムの全体像 

 

また、当社と国内子会社では、既存のソリューション・要素技術を活用し、マイナンバーの収集から管理・保管、提出に至る業務プ

ロセスをトータルに実施するシステムを構築しました。さらに、マイナンバー制度対応において不可欠である従業員向け Web 研修など

を整備し、実施しました。その結果、マイナンバー制度に対応する標準化・集約化された業務プロセスが確立されるとともに、マイナ

ンバー制度対応を検討中のお客さまに向けたソリューションの提供が可能になりました。 

 

今後も当社と国内子会社では、実際にマイナンバーの運用を行っていく中で得られた知見を活かし、より高品質なソリューションの

開発を進めていきます。 

モニタリング・改善 

NEC では、各種点検活動を通じて自律的に PDCA サイクルを回し、個人情報を適切に管理しています。 

 

また、当社と国内子会社では JIS Q15001 の内部監査チェック項目に基づいて定期的に内部監査を実施しています。さらにマイナン

バーを取り扱う業務については、国の安全管理細則に基づき作成した安全管理措置チェックシートや再委託時のセルフチェックシート

を使って、取り扱い部門および委託先のモニタリングを実施しています。 

 

1． 情報セキュリティ対策の運用の確認 

NECでは、年 1回、各従業員における情報セキュリティ施策の実施状況を確認し、不備があれば、組織単位で改善計画を立案・遂行する

活動を実施しています。 

 

2． 個人情報の管理状況の確認 

NECでは、各組織で管理しているそれぞれの個人情報について、管理状況の見直しを年 1回以上実施しており、個人情報管理台帳システ

ムに登録された管理票の見直しを実施しています。管理レベルが高い個人情報（マイナンバー含む）については、システム上で定期的に点検

を行います（1回／半期）。 

 

3． 緊急時運用の確認 

万一、個人情報の紛失・流出・漏えい等の事件・事故が発生した場合には、随時、上記の運用の再確認を実施します。  

マシンルーム マイナンバー専用オペレーションルーム

持ち出し制御

アクセス管理

暗号化

事務取扱担当者

システム管理者

データセンター

マシンルーム

収集

持ち出し制御

管理・廃棄

個人番号管理システム

国・自治体

管理
保管

提出

SDN

暗号化

顔認証

アクセス管理 不正アクセス防止・
改ざん防止

アクセスログ確認・
分析

カード認証

個人番号

法定調書

eトレーニング

教育サービス

集合研修

ワークフローでの収集

マイナンバー制度対応業務システム
NEC EXPLANNER/FL

スマートフォンでの収集

NEC マイナンバー対応
BPOサービス

カード認証

eトレーニング

教育サービス

集合研修

eトレーニング

教育サービス



 

56 

 

 

26-27  コーポレート・ガバナンス    28-32   コンプライアンスとリスクマネジメント 

33   税務に対する考え方      34-37   公正な取引の推進 

38-43  事業継続         44-50   情報セキュリティ 

51-57  個人情報保護        58-62   サプライチェーンマネジメント 

63-72  イノベーションマネジメント 

 

NEC CSRレポート 2017 ガバナンス 環   境 社   会 CSR経営 

 

目標と成果 

中期目標(2016～2018年度) 

 

2016年度の目標、成果・進捗、達成度 

（達成度：◎目標達成、〇目標ほぼ達成、△目標一部達成、Ｘ進捗なし） 

 

 

 

 

 

 

１．個人情報保護のグローバルな対応 

 

・国外の法令について、海外子会社と連携し対応 

・海外子会社、海外お取引先への遵守事項の誓約を、2016年度からアジア圏中心に 

拡充 

２．個人情報保護（マイナンバー含む）の 

法令改正対応 

・国内外の法令改正に伴い社内ルールを 2016年度から検討、2017年度再整備、 

周知、2018年度は再徹底 

３．個人情報保護マネジメントシステムの 

再構築 

・マイナンバー制度の運用実施状況のモニタリング実施現場の改善、指導を 2016年度 

から毎年実施 

目標 成果・進捗 達成度 

１．個人情報保護のグローバル展開の拡充 

・改正個人情報保護法に関する教育の実

施、情報発信の強化 

・各地域における個人情報保護の運用徹

底、支援 

 

・各国の個人情報保護法の動向について、各地域現地法人の法務部門長と

情報共有、意見交換を行いました。 

・「外国事業者への国内個人情報提供の制限」について、情報セキュリテ

ィの会議体や説明会、機関誌を通じて当社と国内子会社の推進者に周知

しました。 

・欧州の一般データ保護規則（GDPR）の注意点に関して、海外から個人デ

ータを国内へ移転規制する場合の適用除外事項について、情報セキュリ

ティの会議体等で説明しました。 

◎ 

2．NEC 個人情報保護管理基準の見直しによる

マイナンバー制度への実務対応 

・個人情報保護法改正にともなうマニュア

ル等の見直し 

・当社、国内子会社における運用の徹底、

支援 

 

・個人情報保護法の改正にともない、改正ポイントを幹部クラスや各部門

推進関係者、当社と国内子会社の法務担当者に説明会で解説しました。

個人情報保護のマニュアルの一部改訂、新規作成を行いました。 

・お客さまや従業員のマイナンバーの所在を明確にするため、個人情報管

理台帳システムに、保管部門や管理責任者等を登録できるように改善し

ました。 

・マイナンバーの取り扱いに関する注意事項をプロジェクトマネージャー

や各部門の推進者等へ巡回して説明会を開催しました。 

◎ 

３．個人情報保護マネジメントシステムの再構

築、国内子会社の統廃合に合わせた個人情 

報保護マネジメントシステムの再構築 

・標準ルール見直し、実施基準の改正 

・国内子会社統廃合にともない個人情報保護のマニュアルを見直しまし

た。 

・改正個人情報保護法の全面施行前に実施する全社員対象の Web 教育を個

人情報保護法の改正点等のコンテンツへすべて更新しました。 

・カメラ画像データ利活用ソリューションのビジネス拡大のため、経済産

業省に働きかけ、IoT推進コンソーシアムにカメラ画像利活用サブワーキ

ンググループが立ち上がりました。7 月から 12 月に委員として参画し、

カメラ画像利活用ガイドブックの公開に貢献しました。 

◎ 
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2017年度の目標 

 

１．個人情報保護のグローバルな対応 

 

・海外子会社の所在国の個人情報移転規制に関して、対応を見直します。 

・海外お取引先における、誓約締結の対象国を拡大します。 

２．個人情報保護の法令改正対応 ・個人情報の法令改正にともない、規程、マニュアル、個人情報管理台帳システムを改

訂します。 

３．個人情報保護マネジメントシステム再構築 ・委託先管理に必要な個人情報関連の帳票の記入漏れがないように、委託元、委託先の

関係者は専用システムに委託先管理に必要な事項を登録しエビデンスを残します。 

・カメラ画像データ利活用ソリューションのビジネス拡大のため、個人情報の取り扱い

や企業として配慮すべき情報公開等に関して、政府機関への働きかけと社内ルールの

整備を行います。 
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サプライチェーンマネジメント 

サプライチェーンが国際的に拡大していく中で、企業は自社の製品・サービスだけでなく、サプライチェーン全体において

従来の品質・納期・コスト等に加え、環境、人権、労働慣行などにも十分配慮した活動を行うことを求められています。その

ためには、自社内でのリスク管理・コンプライアンスを徹底し社会から信頼される活動を持続的に行うことだけでなく、サプ

ライチェーンを構成するお取引先とも協力して取り組むことが不可欠です。 

NECでは、このような社会からの要請に応えるため、お取引先と協力し、国際社会における重要な課題と事業が社会に及ぼ

しうる影響について共に学びながら、よりよいサプライチェーン構築に向けた取り組みを続けていきます。 

方針 

基本方針と取り組み 

NECでは、社会的責任の国際ガイダンス規格 ISO26000に基づく CSR経営のもとで「NECグループ調達基本方針」を策定し、CSRに関す

る社内統制およびお取引先への展開をはかっています。特に購買倫理などの社内統制に関しては、「資材取引に関する基本規程」を制定し

て、すべての従業員に対して規程遵守を徹底しており、さらにこれを強化するために、調達プロセスにおける具体的な業務規程を制定し、定

期的な教育を行うことで資材調達関係者に周知徹底しています。また、お取引先と協働で CSR推進活動を行うために「サプライチェーン CSR

ガイドライン」を策定し、相互理解を深めながら着実な成果が上がるよう、長期的な視点でパートナーシップを深める努力を続けています。 

 

 NECグループ調達基本方針 

 CSR調達ガイドライン 

 

また、上記の方針やガイドラインをベースに、「人権」「労働・安全衛生」「公正取引」「環境」「情報セキュリティ」「品質・安全性」

を重点リスクと認識し、サプライチェーン全般にわたりこれら項目に十分配慮した調達（CSR調達）が行われるよう、契約、周知徹底、書面

確認、現地監査の各段階での取り組みを推進しています。 

 

➢ 契約 

 お取引のあるすべてのお取引先に、「NECグループ調達基本方針」および「サプライチェーン CSRガイドライン」を提示。 

日本国内のお取引先には、基本契約書の締結や、環境と安全衛生管理に関する宣言書の取得を通じても、これらの履行・遵守を担保していま

す。 

 また北米、欧州、アジアでは、お取引先から環境と安全衛生管理に関する宣言書を取得しています。 

 

➢ 周知徹底 

お取引先に、NECグループ調達基本方針、サプライチェーン CSRガイドラインなど紛争鉱物や環境保護を含む各種ガイドラインを提示し、

ご確認いただいています。また、日本国内では「CSR・情報セキュリティ施策説明会」を開催し、お取引先と取り組む最新の施策について情

報共有を行っています。 

 

➢ 書面確認 

 国内・海外のお取引先に対し、紛争鉱物調査を実施しています。また、情報セキュリティ分野に特化した書類点検も実施しています。CSR

関連項目すべてを網羅した SAQ（Self Assessment Questionnaire）の形での書面確認については、欧州以外では一時休止していましたが、

今年度より、リスクの大きい地域・分野から優先順位付けを行い再開、推進していきます。 

 

➢ 現地監査 

情報セキュリティ分野、ならびに人権・安全衛生の分野で、お取引先を訪問しての現地監査を実施しています。改善を要する事項をお取引

先と共有し、改善施策が講じられるところまでフォローしています。 

http://jpn.nec.com/purchasing/renshiki-a2.html
http://jpn.nec.com/purchasing/data/2_sc_csr_guideline_4j.pdf
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環境配慮の取り組み 

NECは、ハードウェアにとどまらず、ソフトウェアやサービスの調達に対しても「グリーン調達ガイドライン」に基づいたグリーン認定制

度を展開しており、グリーン調達率 100%を継続しています。また、「欧州 RoHS指令」「欧州 REACH規則」などに代表される各国の製品

含有化学物質規制に適合するために、調達品における化学物質含有調査に継続して取り組んでいます。さらに、地球温暖化対策についてはサ

プライチェーン全体で取り組むことが重要であることから、2012年度から主要なお取引先の協力のもと、調達品に関する CO2排出量を継続

的に把握しています。調達品を含めサプライチェーン全体での排出量については、第三者の検証を経て公開するとともに、削減に向けた対策

へと活かしています。 

 製品含有化学物質の調達制限に関する基準 

 Scope 3 

 

紛争鉱物問題への対応 

アフリカのコンゴ民主共和国およびその隣国では、採掘される鉱物などが武装勢力の資金源となる場合があり、部族紛争、人権侵害、環境

破壊などを引き起こしていると言われています。2011年度から、NECグループと

して「紛争地域において不当な方法で採掘された鉱物を製品に使用しない・調達し

ない」というグループ方針を明確化し、「紛争鉱物対応ガイドライン」を制定して

お取引先にも紛争鉱物問題への理解と対応を求めているほか、NEC内の営業部門・

事業部門と連携した体制を整え、お客さまからの紛争鉱物調査要請に迅速に対応し

ています。 

 

また、NECは、JEITA（電子情報技術産業協会）が主宰する「責任ある鉱物調達

検討会」のメンバーとして、業界連携活動も継続しています。2016年度は、同検

討会傘下の「啓発・広報チーム」と「製錬所支援チーム」に参画しました。「啓

発・広報チーム」では、お取引先向けの合同説明会で説明員を担当し、お取引先の

紛争鉱物問題に対する理解促進に努めました。また、「製錬所支援チーム」では、

未だいずれのイニシアチブからもコンフリクトフリーの認証を得ていない海外の精

錬所に対して、直接、認証取得に向けた監査受審の働きかけを行いました。 

 

 紛争鉱物対応ガイドライン 

 

「CSRレビューフォーラム」（CRF）からの提言 

NECは、2012年から毎年継続して、CSR調達について、持続可能な社会に向けて、社会の最前線で課題解決に取り組む複数の市民組織

(NGO や消費者団体など)、またはそこに所属する個人がアライアンスを組んで設立した民間の非営利組織である「CSRレビューフォーラム」

(CRF)と対話しています。 

 

今回 CRFから当社の CSR調達に関する以下の提言（概要）を受け、人権・安全衛生領域等での現地監査を継続実施するとともに、調達担

当者の CSR調達への理解深耕を進め、調達の最前線において自律的に CSRを意識した活動を行えるような環境づくりをめざします。 

・人権・安全衛生領域等での実効性の高い現地監査を強化しつつ、その件数を拡大させてほしい 

・調達担当者への、人権をはじめとする CSRの重点に関する充分な意識啓発と実務教育を行ってほしい 

・調達によって影響を受ける諸ステークホルダーとの対話、さらにデューディリジェンスの実施を通じて課題を明確にし、調達の現場に 

フィードバックしてほしい 

 

 CSRレビューフォーラム 

 

JEITA合同説明会の様子 

http://jpn.nec.com/eco/ja/product/green/
http://jpn.nec.com/eco/ja/product/green/pdf/Standards_Pertaining_to_Procurement_Restrict_JP.pdf
http://jpn.nec.com/eco/ja/announce/co2/index.html
http://jpn.nec.com/purchasing/data/CM_Guideline_j.pdf
http://www.csr-review.jp/
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推進体制 

NECの CSR調達体制 

調達担当役員のもと、調達本部が中心となり、社内の関連部門などと連携して CSR調達を推進しています。また、国際的なイニシアチブや

市民社会（NGO/NPO）とのステークホルダーエンゲージメントにより、世界共通の社会課題や他社取り組みなどの最新状況を理解し、取り組

みの推進・改善計画を立て、推進しています。国内外の連結子会社に対しても、順次適用しています。 

 

なお、海外現地法人では、EMEA、中国・東アジア、APACの地域統括会社に、地域全体の CSR調達をマネジメントする担当者を置き、前

述の基本方針に基づいた下記 CSR調達を推進しています。 

・地域内の現地法人における、自社（操業や製品など）に関連した環境規制への対応徹底 

・地域内のお取引先（工事業者、廃棄業者を含む）における、環境・安全管理を含む人権への取り組み促進や、廃棄物管理関連法の遵守促進

（お取引先からの環境と安全衛生管理に関する宣言書の入手等） 

GCNJ（グローバル・コンパクト・ネットワーク・ジャパン）の共通 SAQ策定活動への参画 

GCNJのサプライチェーン分科会では、業界共通で使える SAQフォーマットの策定に取り組み、本年 6月に正式発行致しました。NEC

は、このフォーマットを自社の CSR調達に活用することを視野に、同分科会のメンバーとしてこの取り組みに積極的に参画しています。 

計画的な研修 

全ての調達部門員が、法規の遵守はもちろんのこと、社会的責任を全うして持続可能性の高い調達活動を行うことができるように、 

CSRや調達関連法規について、役職・役割に応じた教育計画を立て、実施しています。 

 

2016年度の主な活動実績 

契約：環境と安全衛生（EHS）に関わる海外現地法人とお取引先との協働 

各国・地域で強化される環境規制への対応、現地工事での作業者の安全確保の徹底をはかるため、2015年度から、NECグループの海外現

地法人では、ハードウェア製造業者、現地工事事業者を含むお取引先から、環境と衛生管理に関する宣言書を入手する取り組みを行っていま

す。この宣言書では、下記３点の遵守を、お取引先に約束していただいています。 

・納品物（製品や仕入品）に関して、含有禁止化学物質関連法を遵守すること 

・設備設置等の工事から出る廃棄物を、法令に基づいて適切に処理すること 

・設備設置等の工事において、労働者の安全を確保すること 

 

NECは、このようなお取引先との協働をとおして、これからも海外現地法人における遵法体制の構築および遵法プロセスの向上を継続して

いきます。 

周知徹底：社内研修とモニタリング 

NECおよび連結子会社では、各社の状況に合わせながら調達担当者を対象とした各種研修プログラムを定期的に実施し、適正な業務遂行を

維持できるよう努めています。2016年度も、これまでに引き続き、CSR全般、企業倫理や下請法など、購買業務に密接に関連する内容や、

業務のスキルアップに必要な講座について、あらかじめ策定した年間計画に基づいて教育を実施しました。また、調達に関わる遵法として、

「構内請負・派遣」および「下請法」を重要視しています。 

 



 

61 

 

 

26-27  コーポレート・ガバナンス    28-32   コンプライアンスとリスクマネジメント 

33   税務に対する考え方      34-37   公正な取引の推進 

38-43  事業継続         44-50   情報セキュリティ 

51-57  個人情報保護        58-62   サプライチェーンマネジメント 

63-72  イノベーションマネジメント 

 

NEC CSRレポート 2017 ガバナンス 環   境 社   会 CSR経営 

 

「構内請負・派遣」という形態でお取引先の従業員を受け入れるにあたっては、各職場で遵守すべき事項の習得を目的とした研修を実施し

ており、2007年度以降は、毎年、全ての新任管理職がWeb研修を受講しています。また、「下請法」についても、管理職昇格時に加え、風

化を防ぐため 3年に 1度程度は全員必須のWeb研修を実施しています。 

 

調達関連法規の遵守にあたっては、NECおよび国内の主な連結子会社に調達関連法規の遵法推進者を設置して、遵法推進者による自社内

（自部門内）の法令遵守を徹底しています。特に「構内請負・派遣」および「下請法」については、遵法推進者向け教育を実施して遵法推進

者のレベル向上をはかっています。2016年度も、これまでに引き続き、新任管理職向けWeb研修と遵法推進者向け教育を継続しました。更

に、昨年度は「構内請負」について主任、担当者へもWeb研修を実施しました。 

 

「構内請負・派遣」の適正化を推進するため、2016年度も引き続き内部監査を実施しました。派遣の適正化に関しては、人事部門と連携し

て改正労働者派遣法をベースに実施しています。2016年度の内部監査の結果、「構内請負・派遣」に関係した重大な問題はありませんでし

た。 

 

また、コンプライアンス相談・申告の窓口である「コンプライアンス・ホットライン」を 2003年からお取引先にも拡げ、第三者経由で取

引上の苦情や相談に応じる仕組みを構築し、NECのホームページから容易にアクセスできるようにしています。 

 

 コンプライアンス・ホットライン 

書面確認：情報セキュリティの強化 

社会の重要な基盤である情報システムのシステム・インテグレータである NECにとって、委託先を含めた情報セキュリティ管理の強化と徹

底も、最重点課題の一つです。とりわけ、調達部門においては、委託先の管理と啓発に力を入れています。 

 

毎年、以下のような取り組みを行っています。 

・委託先の経営層および CSR担当役員向け、CSR・情報セキュリティ施策説明会：全国 13会場で計 14回開催。約 1,500社、約 2,000名が

出席 

・委託先の NECグループ業務従事者向け遵守事項教育：約 900社が教育資料をダウンロード 

・委託先各社の取り組み状況を確認するための書類点検：約 1,500社で実施 

・委託先訪問点検：約 50社で実施 

 

今後も、委託先の情報セキュリティレベル向上施策を継続的に行っていきます。 

現地監査：お取引先における CSRの実地診断 

2012年度から、人権や労働安全衛生の領域に焦点を当てて、お取引先のマネジメントの弱点を改善するための実地診断プログラム（CSR-

PMR* アセスメント）を実施しています。このプログラムは、委託先のトップマネジメントと従業員へのインタビューや工場内視察を含めた

多面的な実地診断です。この診断は、NECグループ社員が自らお取引先や拠点に出向き、直接観察による直接対話をすることを基本としてい

る点と、一方的な監査ではなく、NECとお取引先の事情を相互に理解しながら、互いの CSR能力を高めていくという“Co-Capacity Building”

をキーワードに実施している点に特長があります。 

 

地域の課題解決についての専門性を有する現地の外部機関とともに、昨今の調達金額の推移を踏まえ、当社と取引関係が深く、かつ実地診

断の必要性が高いと考えられる中国の華東・華南地域の生産委託先 2社を新たに選定し、実施しました。その結果、優れた点が多々あること

が確認できた一方で、雇用条件、残業時間、工場や寮の安全衛生管理などの観点で判明したいくつかの問題点については是正勧告を行い、改

善に向けて進捗を確認しています。 

 
* PMR=Process Management Review 

 

http://jpn.nec.com/purchasing/hotline.html
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工場での診断                    食堂のチェック 

 

目標と成果 

中期目標(2016～2018年度) 

 

2016年度の目標、成果・進捗、達成度 

（達成度：◎目標達成、〇目標ほぼ達成、△目標一部達成、Ｘ進捗なし） 

目標 成果・進捗 達成度 

１．ソリューション調達における CSR推進の

方針策定 

 

・現地工事事業者も含む海外のお取引先から、EHS宣言書を入手する取り

組みを開始しました。 

・ステークホルダーエンゲージメントを実施し、市民社会からの知見をヒ

アリングしました。 

・今後は、SAQ、監査の実施方針・計画立案時にソリューション調達の観

点も織り込んでいきます。 

△ 

２．APACにおける調査票に活用したお取引先

の CSR取り組み調査の開始 

 

・APAC法人からお取引先に発注する際の PO（注文書）に、CSR関連項目

を追記しました。 

・先行している EMEA地域の書面調査実施方法を確認し、APACへの導入

を検討しました。 

△ 

３．CSR-PMRの中華圏における拡大継続 

 

・中華圏のお取引先２社を対象に実施しました。 

・今後、実施対象を増やすための施策を検討しました。 

△ 

 

2017年度の目標 

 

１．CSR関連項目すべてを網羅した SAQを実施（再開）します。 

２．CSR-PMRを継続して拡大します。 

３．APACにおけるサプライヤーの CSR取組調査を開始します。 

お取引先における自律的な CSR推進の深耕 
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イノベーションマネジメント 

NEC は、イノベーションが社会価値を提供し続けるための鍵になると考え、CTO(チーフテクノロジーオフィサー)のもと

で、次なる成長に向けた技術戦略を策定しています。 

技術戦略の柱は、当社が強みを持つ技術領域への集中投資と、オープンイノベーションの積極活用です。2016 年度は、強

みの１つであるデータサイエンス領域への集中投資を行い、NEC 初の技術ブランド「NEC the WISE」を立ち上げました。 

また、社会の視点から価値を創り出すための設計手法である「ソーシャルバリューデザイン」を活用したお客さまとの共創

活動を進めることにより、お客さまにとっても社会にとっても価値のあるイノベーション創出に取り組んでいます。 

ここでは、技術・研究開発や共創活動等におけるイノベーションをマネジメントすることを通して、NEC の企業価値を最大

化する考え方、取り組みを紹介します。 

方針 

当社の技術開発は、CTO が技術開発全体に責任を持ち、開発投資の全社最適化と、オープンイノベーション戦略の立案やプロセスデザイン

を進めています。 

 

また、この技術開発の源泉となる研究開発は、社会的な課題に対して当社が取り組むべきソリューションを絞り込み、その実現に必要な

No. 1/Only 1 のコア技術を、技術トレンドも踏まえながら徹底的に磨きあげることを基本方針に取り組んでいます。下図は、その研究開発プ

ロセスを示したものです。 

 

 

NEC の研究開発プロセス 

 

 

研究開発にあたっては、売上額の 4～5%としている研究開発投資を効果的かつ効率よく活用するために、注力領域への集中投資と、価値増

幅に必要な技術を外部の研究機関などと協力・連携して進めるオープンイノベーションへの投資を進めます。なお、2016 年度の研究開発費は

1,093 億円で、売上高比 4.1%でした。 
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研究開発投資額 

強みのある技術領域への「集中投資」 

集中投資を行っている技術領域は、“見える化”や分析などに人工知能(AI)技術を用いてビッグデータから新たな価値を創造する「データサ

イエンス」と、大規模で複雑な実世界の課題に対応するために必要となる「ICT プラットフォーム」の 2 領域です。当社は、この 2 領域で独

自性・競争優位性のある技術アセットを数多く有しており、これらを継続的に強化することで、社会ソリューション事業の競争力を向上させ

ていきます。 

 

 
AI 技術を駆使する「データサイエンス」と「プラットフォーム」領域で社会ソリューション事業創出に貢献 

 

データサイエンス領域では、実世界の”見える化”、分析、対処を行うことで、新たな価値創造をめざした AI 技術に取り組んでいます。ま

た、ICT プラットフォーム領域では、実世界の変化に対してリアルタイム、かつダイナミックに対応できるコンピューティング・ネットワー

ク技術と社会システムをセキュアに安定稼働させるためのセキュリティ技術に取り組んでいます。 

また、強みのある技術領域への集中投資の一環として、2016 年 7 月には、最先端 AI 技術群のブランドとして“NEC the WISE”を起ち上げ

ました。“the WISE”は「賢者たち」を意味します。いまや社会課題は複雑化し、その領域も多岐にわたるため、1 つの汎用的な AI ですべて

の課題に対応するというのは現実的ではありません。“NEC the WISE” は、NEC の誇る数々の AI 技術を組み合わせて、高度で複雑な社会課

題に立ち向かうという決意を表現したものです。 
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社会的価値創造を実現する NEC の No. 1/Only 1 のコア技術群 

「オープンイノベーション」の推進 

社会に提供する価値を大きくするためには、限られた原資をより強みのある技術領域に集中して投資することが必要です。また、価値増幅

のために必要な技術の開発を外部の研究機関などと協力して進めるオープンイノベーションも継続して実施しなければなりません。 

 

2016 年度からは、「2018 中期経営計画」で注力するセーフティ、リテール、グローバルキャリアの 3 領域において、自社のコア技術を磨

き上げ、社外先端技術を取り込むことによる、数千億円規模のソリューション創出活動を推進しています。 

 

 
「オープンイノベーション」の推進 

見える化

データ
良質化

学習型超解像

マルチモーダル
画像融合

分析

意味・意図
理解

解釈付き
分析

高精度分析

インバリアント分析

異種混合学習

RAPID機械学習

テキスト含意認識

時空間データ横断
プロファイリング

群衆行動解析

顧客プロフィール推定

対処

計画・最適化

自律適応制御

予測型意思決定最適化

※1：米国国立標準技術研究所(NIST)主催の評価タスクで4回連続第1位, ※2：NIST主催の評価タスクで5回第1位, ※3：NIST主催の評価タスクで第1位(2012年) ※4：音響検知の国際的コンテストDCASE2016で第1位(2016年)

音状況認識

自己学習型
システム異常検知

予測分析自動化

免疫機能予測

画像鮮明化

五感による
識別・認証

顔認証

音声・感情認識

物体指紋認証

光学振動解析

耳音響認証

No.1※1

Only1

Only1 Only1

Only1

Only1

Only1

Only1

Only1

Only1

Only1

Only1

Only1

Only1

Only1指紋認証

Only1

No.1※2

No.1※3

No.1※4
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知的財産力の強化・ブランドの保護  

当社は、知的財産を NEC グループの事業競争力や事業安定性に資する重要な経営資源と位置づけ、特許権・ノウハウはもとより、グローバ

ルブランドを支える意匠・商標権の強化と保護を推進しています。 

 

当社が注力する社会ソリューション事業では、お客さまやパートナーを含むビジネス全体にわたって、知的財産網を構築することが重要で

す。このため、知的財産権による参入障壁の構築、競争力優位性の担保だけでなく、お客さまやパートナーとの連携を強化・保護するための

知的財産網の創造・構築・活用も進めています。 

 

またグローバルブランドの強化・保護に関しては、例えば最先端 AI 技術群ブランド“NEC the WISE”の立ち上げにあたり、グローバルで商

標権を確保するなど、技術のブランドの立ち上げ、グローバルでの権利保護にも積極的に取り組んでいます。 

 

なお、2017 年 3 月現在、NEC は、国内外合わせて約 5 万 3 千件（うち、国内約 2 万３千件）の特許を保有しています。 

「ソーシャルバリューデザイン」によるシステム・サービスの価値向上 

新たな社会価値を創造するためには、企業や国・自治体などの観点から、都市のビジョンづくりなどの社会のあるべき姿を描く必要があり

ます。このようなニーズに対応するためには、「個人の視点」に加え「社会の視点」に立ってシステムやサービスの価値を高める考え方が不

可欠です。NEC グループでは、この考え方を「ソーシャルバリューデザイン」として新しい製品やサービスの企画・開発に取り入れ、イノベ

ーションの創出に取り組んでいます。 

 

ソーシャルバリューデザインは、人間中心設計やデザイン思考を用いて、「人の視点」に立ってユーザーの体験価値を高める「ユーザー 

エクスペリエンス（User Experience）」と、「社会の視点」に立ってシステムやサービスの価値を高める「ソーシャルエクスペリエンス

（Social Experience）」という 2 つの視点で未来像を描き、社会やお客さまのビジネスに新しい価値を創出する NEC のデザインポリシーで

す。 

 

例えば、空港のさまざまな問題を解決する空港ソリューションに対しては、ソーシャルバリューデザインを用いて、「空港は本来どうある

べきか」というより高い視点に立ち、空港の社会価値を創造しています。これまで、空港の利用者が早く正確に分かりやすい情報を得られる

フライトインフォメーションシステムや、利用者が目的地に容易にたどり着けるように利用者の導線に配慮したディスプレイ設置や誘導サイ

ンなどをデザインしてきました。 

推進体制 

NEC は、開発投資の全体最適化と社外とのコラボレーション戦略の立案などを、事業戦略とリンクさせて全社視点で遂行するために

CTO(チーフテクノロジーオフィサー)を設置しています。そして、CTO を中心に、強みのある技術領域への集中投資に向けた技術マップや 

ポートフォリオの整備を行い、外部との戦略的なコラボレーションによるタイムリーな技術導入を推進しています。 

技術戦略委員会・CTO 会議 

社会価値を生み出す事業や技術のイノベーションにあたっては、社長、チーフオフィサー、ビジネスユニット担当役員常務が、定期的な情

報共有の場や合宿などでのオープンな議論をとおして NEC として醸成すべき企業文化を共有するとともに、CTO を委員長とする「技術戦略

委員会」において、当社の経営戦略や事業戦略に資する技術戦略の立案と実行推進についての意思決定を行っています。 

 

また、その下部組織として、CTO を議長とする CTO 会議があり、月１回、NEC の注力領域について技術戦略・実行方針を定常的に議論し

ています。CTO 会議では、各ビジネスユニットおよびユニットの担当執行役員と中央研究所所長、知的財産本部長が、全社的な技術戦略に関

する課題提起を行い、解決方針の議論、実行プランを立案しています。 
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価値創造をめざす中央研究所 

NEC の中央研究所は、“価値共創研究所”というビジョンを掲げています。技術戦略委員会の戦略に基づいて技術のイノベーションを推進

し、高い技術力と、お客さまと共に考え創り出していく“共創”によって、社会価値創造に貢献するソリューションプロトタイプを創出し、当

社の成長を牽引しています。 

 

また、当社の注力領域における研究開発だけでなく、将来のあるべき姿からのバックキャストの手法で、将来注力領域となるであろう技術

を検討し、世界トップレベルの研究機関や大学との連携も進めています。世界トップレベルの研究機関との連携は、当社が本当に強い技術を

持っていればこそ可能である、と考えており、これまで以上に No. 1/Only 1 の強さを持つ当社のコアコンピタンスとなる技術の研究開発にも

注力しています。 

 

具体的には、外部の No. 1 技術を取り組むために 2016 年に立ち上げた、大阪大学との「NEC ブレインインスパイヤードコンピューティン

グ協働研究所」や、産総研人工知能研究センター内の「産総研‐NEC 人工知能連携研究室」でオープンイノベーションに取り組んでいます。

また、高度な基礎研究から社会実装のための倫理・法制度、人材育成を含めた総合的な共創のために、2016 年に東京大学と締結した「NEC・

東京大学フューチャーAI 研究・教育戦略パートナーシップ協定」のもと、社会課題解決に向けた将来の AI の研究を進めています。 

 

NEC ブレインインスパイヤードコンピューティング協働研究所 

2016 年 4 月に大阪大学協同研究講座として大阪大学吹田キャンパス内に設立した「NEC ブレインインスパイヤードコンピューティング協

働研究所」は、プラットフォームの研究活動の推進を目的としています。この講座では、脳の持つ優れた環境適応力、認識力、判断力、なら

びに高効率な消費電力性など、脳の特性に学ぶ新しい情報処理技術である「脳型コンピューティング」を研究しています。 

 

さらに、国立研究開発法人情報通信研究機構脳情報通信融合研究センターや国立研究開発法人理化学研究所 生命システム研究センターとも

連携を強化し、新しい情報通信産業を創出する「脳情報科学活用型」産業イノベーションの拠点づくりを進めています。 

 

 NEC と大阪大学、脳型コンピューティング技術の実現に向けて共同で研究所を開設 （プレスリリース） 

  ～「NEC ブレインインスパイヤードコンピューティング協働研究所」を設置～  

 

産総研‐NEC 人工知能連携研究室 

2016 年 6 月に国立研究開発法人 産業技術総合研究所内に AI を研究する組織として、「産総研‐NEC 人工知能連携研究室」を立ち上げまし

た。 

 

この研究室では、災害や異常事態などの稀な事象への対応や、新製品や新サービスの設計など過去のデータが十分にない「未知の状況での

意思決定」のために、足りない情報をシミュレーションで補いつつ、AI の能力を最大限に引き出す「シミュレーションと AI の融合技術」の

開発に取り組んでいます。当社が 1980 年代から培ってきた、機械学習、予測・予兆検知、最適計画・制御などの世界トップクラスの AI 関連

技術と、当研究室でのシミュレーション技術とを組み合わせて用いることで、分析に必要とされる過去データを十分に集めることが難しい状

況でも、意思決定を可能にする技術の研究開発や産業応用をめざしています。 

 

「産総研-NEC 人工知能連携研究室」を設立 （プレスリリース） 

～産総研における初の企業名を冠した研究室、シミュレーションと AI が融合した技術で未知の状況での意思決定を実現へ～ 

 

  

http://jpn.nec.com/press/201604/20160404_01.html
http://jpn.nec.com/press/201604/20160405_02.html
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NEC・東京大学フューチャーAI 研究・教育戦略パートナーシップ協定 

2016 年 9 月に締結した「NEC・東京大学フューチャーAI 研究・教育戦略パートナーシップ協定」の特長は、組織対組織の合意のもとで、

高度な基礎研究の実施からその研究成果の社会実装までのビジョン・課題の共有、社会実装の際の社会受容性の検証、さらに、将来を担う人

材の育成を含めて、総合的な協創を推進する点にあります。 

 

具体的には以下を推進しています。 

（1）東京大学 生産技術研究所 合原一幸教授を中核にグローバルトップの研究者を集め、脳・神経系を模倣した情報処理システムを実現する

「ブレインモルフィック AI 技術」の研究開発 

（2）今後、AI を活用したソリューションが社会に深く浸透することを見据え、社会のルールや人間の感覚との整合をはかるため、法律、ガ

イドライン、社会的なコンセンサス、倫理などについての研究 

（3）東京大学で AI を研究する博士課程学生の育成を目的とした奨学金「NEC・東京大学 フューチャーAI スカラーシップ」の新設 

 

2016 年は、「ブレインモルフィック AI」に関するシンポジウムの開催を皮切りに、脳・神経系を模倣した情報処理システムの基礎検討を

中心に取り組んできました。 

 

 NEC と東京大学、日本の競争力強化に向け戦略的パートナーシップに基づく総合的な産学協創を開始 （プレスリリース） 

  ～第一弾、AI の共同研究・倫理/制度の検討・人材育成を推進～  

 

グローバルな社会価値創造をめざす海外研究所 

グローバルな社会価値創出のために、北米、欧州、中国、日本、シンガポールの 5 カ所に研究開発拠点を設置し、各拠点の“地の利”を活か

した研究開発を推進しています。さらに、先進的な顧客や最先端の大学や研究機関とのパートナリング戦略の一環として、世界トップレベル

の大学・研究機関との連携や、現地顧客との競争活動を進め、ソリューションの視点から技術を拡充し、技術の他社優位性を確立していま

す。各研究所の特徴は、以下のとおりです。 

 

北米研究所 

東海岸のプリンストンと西海岸シリコンバレーにあるクパチーノで、地域の大学や研究機関との連携を強化しつつコア技術を多数創出して

います。特に、自律システム制御管理、データマネジメント、エネルギー制御管理、統合システム、機械学習、メディア解析、モバイル通信

ネットワーク、光ネットワークとセンシングの研究開発に取り組んでいます。 

 

欧州研究所 

欧州ナショナルプロジェクトへの積極的な参画や、ドイツのハイデルベルグ市においてネットワーク、セキュリティ、スマート交通・エネ

ルギー等の研究開発に取り組んでいます。また、ネットワーク分野を中心とする標準化活動、R&D マーケティングも進めています。 

 

中国研究院 

巨大なアジア市場での技術開発・実証を通じた新しいソリューションの開発を進めています。特に、中国市場をメインターゲットとした 

新たな社会ソリューション事業の創出に向けて研究開発に取り組んでいます。他の研究所と密接な連携をはかりながら、急速に発展する中国

市場に存在するさまざまな社会課題を解決するソリューションを創出しています。 

 

  

http://jpn.nec.com/press/201609/20160902_01.html
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NEC ラボラトリーズシンガポール 

現地の研究機関や顧客と柔軟な共同研究体制を組み、実証実験への積極的に参画することで、NEC 独自の先端技術を用いた新たなソリュー

ションを創出しています。また、政府、研究機関、大学、お客さまとの柔軟な共同研究体制を構築しつつ、都市問題の解決をめざすプロジェ

クトなどにも積極的に参画して、当社独自の先端技術を用いた新たなソリューションの創出を進めています。特に、セーフティ、ビッグデー

タ、セキュリティ、スマートエネルギーの領域を中心に活動し、ここで創出したソリューションは、社会インフラの高度化へのニーズが特に

旺盛な ASEAN や南米、アフリカといった新興国などに展開していきます。 

 

 

 
研究所のグローバル体制 

 

事業のイノベーションをドライブする「ビジネスイノベーション統括ユニット」 

「ビジネスイノベーション統括ユニット」は、全社の注力領域に関する戦略立案や、既存ビジネスの枠組みを超えたビジネスモデルの新た

な変革を推進しています。 

 

グローバルな社会ソリューション事業展開に向けて、AI や IoT 技術を駆使したデジタルトランスフォーメーションによるビジネス戦略の策

定をめざす戦略本部を「ビジネスイノベーション統括ユニット」のもとに置き、既存の組織やビジネスモデルを超えた新たな社会価値創造を

推進しています。 

 

さらに「ビジネスイノベーション統括ユニット」には、コーポレートマーケティング機能、技術イノベーション戦略機能、事業イノベーシ

ョン戦略機能を集結させ、新規事業の創造と既存事業の改革のための仕組みを整備しています。 

 

知的財産力の強化を担う知的財産本部 

グローバル事業の拡大も見据え、知的財産本部ではグローバルトップに比肩する知的財産網の構築に注力しています。このため、北米、欧

州、中国に知的財産センターを構え、グローバルな知的財産活動を展開しています。また、社会ソリューション事業の領域については、グル

ープ横断的な戦略的特許プロジェクトを展開することで、強い特許・活用される特許を獲得し、これを核にしたビジネス全体を包含する知的

財産網の構築を推進しています。グローバルブランドの強化・保護という面でも、コーポレートブランドステートメントの発信や適切な権利

保護を確実に行っています。 

 

 NEC のブランドステートメント“Orchestrating a brighter world” 

  

http://jpn.nec.com/profile/vision/message.html
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標準化を活用して市場の創出・拡大に貢献する標準化推進部 

NEC では、戦略的な標準化活動の推進により、ビジネスエコシステムの構築やビジネスチャンスの拡大をはかるとともに、ビジネスをより

強固にするための標準化関連特許の強化・活用を推進しています。また、標準化活動への参画が市場の創出や拡大、製品やサービスの安定的

な提供などに貢献すると考え、国内外の標準化団体で議長を務めるなど、積極的に標準化活動に参画して、その推進役にもなっています。 

 

イノベーションを支える人材育成 

NEC は、社会ソリューションにおけるイノベーションの創出に向けて、コア技術強化のための人材育成と、社会ソリューション創出のため

の人材育成・強化にも注力しています。また、人材のダイバーシティ化と事業マインドの醸成も推進しています。 

 

ダイバーシティ強化による人材育成 

NEC では、社会ソリューションに有効なコア技術強化のために、注力領域へ人材を集中させるとともに、トップ研究者の採用、およびダイ

バーシティの強化をはかっています。注力領域での研究者の増強では、中央研究所においてデータサイエンス領域の研究者を倍増させて、

2018 年度には 300 名体制とする予定です。2016 年度は 220 名に増強しました。 

 

採用においては、人材のダイバーシティ強化も重要です。研究所では、将来にわたって No. 1/Only 1 のコア技術の強化を継続するために、

海外の各研究所で各地域のトップ人材を積極的に採用するとともに、日本での博士採用を増強し、世界トップレベルの大学からの採用を強化

しています。2016 年度も新規採用の半数以上を博士採用とする方針を継続し、インド工科大学などからの採用を増強するとともに、世界各地

に分室を設け、各地のトップ人材を採用しています。これらの施策により、新規採用の約 4 割がグローバル人材となっています。 

 

さらに、さまざまな専門分野を持つ人材が、性別や国籍を問わず、互いに尊重し合いながら多面的な議論を行うことで、大きなイノベーシ

ョンを起こしていけるように組織を変えようとしています。例えば、日本人の研究者に対しては、NPO と連携した新興国留職プログラムや海

外研修など、社内外の教育プログラムを活用して、ドメスティック人材からグローバル人材への転換を促しています。また、専門分野のダイ

バーシティを強化するために、情報系だけでなくデータの使いこなしに強い理学系分野の採用を強化するとともに、「人と AI の協調」による

課題解決を実現するために、人文学分野の採用も強化しています。 

 

社会ソリューション事業創出のための人材育成・強化 

社会ソリューション事業のためには、特定のコア技術だけでなく、横断的で多彩なドメインの知識と事業マインドを持った研究者を育成・

強化する必要があります。新たな価値創造に向けた視野を拡げるために、多様な人材の獲得と育成に向けて、グローバル人材の育成強化、ド

メイン専門家の採用強化、事業マインドを持った事業牽引人材の育成に取り組んでいます。 

 

例えば、グローバルな先進課題に取り組む人材の強化を目的に、2018 年度には研究者の 7 割をグローバル業務経験者とする計画を進めて

います。また、社会ソリューション事業の創出では、特定の技術の専門知識だけでなく、それらを取りまとめて社会に価値を提供する社会課

題のドメインに対する幅の広い知識が必要であることから、経験者の中途採用も強化しています。 

 

また社内の人材においても、事業部門と研究部門の人材交流を通して事業化推進力を強化し、社会ソリューション事業の早期実現をめざし

ます。特に、No. 1/Only 1 の AI 技術、セキュリティ技術では、トップ技術者による人材育成を強化し、事業と研究所の間での人材交流によ

りプロジェクトリーダーや技術アーキテクト人材を育成し、事業推進力を強化しています。 
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2016 年度の主な活動実績 

No. 1/Only 1 技術による主な事業成果 

2016 年度も継続して、社会価値創造 7 テーマ実現に資する事業に対して、当社独自の No. 1/Only 1 技術を適合しています。以下が主な事

業成果です。 

 

 
顔認証：米国国立標準技術研究所(NIST)主催の評価タスクで 4 回連続第１位 

テキスト含意認識：米国国立標準技術研究所(NIST)主催の評価タスクで第１位(2012 年) 

指紋：米国国立標準技術研究所（NIST）による、指紋認証技術のベンチマークテスト(FpVTE2012）で第 1 位(2012 年) 

オープンイノベーション手法による成果と効果 

オープンイノベーションの手法には、他者との連携、買収、スピンオフ、オープンソースの活用、ライセンシングなどがあります。当社の

他者との連携は、ナショナルプロジェクトを通じた連携、自治体との連携など、多岐にわたっています。また、オープンソースを活用するに

あたっては、すでに標準化されているツールを活用する一方、学会を中心とした標準化活動にも積極的に取り組んでいます。一方、広く活用

されることを狙ってライセンシングを行うこともあります。 

先端 AI 技術を活用した創薬事業に参入 

当社では、ヘルスケア事業強化の一環として、当社独自の先進 AI 技術を活用し、医薬品開発で重要な新薬候補物質を発見するとともに実用

化を支援する創薬事業を開始しました。この事業を進めるにあたり、がん治療用ペプチドワクチンの開発・実用化を推進する新会社を設立し

ました。新会社では、NEC が発見したペプチドを主な有効成分とするワクチンについて、治験用製剤の開発、非臨床・臨床試験、製薬会社と

の事業化検討などを行い、新たながん治療薬としての実用化を進めます。 

 

当社は、機械学習と実験を組み合わせることで、短期間かつ低コストで、ワクチン候補となるペプチドを効率的に発見する当社独自の免疫

機能予測技術を有しており、今回の創薬事業など、今後も AI をはじめとする最先端の ICT を活用してヘルスケア事業を強化し、社会ソリュ

ーション事業を拡大していきます。 

 

 NEC、先進 AI 技術を活用した創薬事業に参入 (プレスリリース) 

 

http://jpn.nec.com/press/201612/20161219_02.html
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NEC、FIWARE Foundation にプラチナメンバーとして参画 

当社は、EU の次世代インターネット官民連携プログラム（FI-PPP）で開発・実装された基盤ソフトウェアである「FIWARE」（ファイウェ

ア）の普及を民間主導で推進する非営利団体「FIWARE Foundation e.V.（以下 FIWARE Foundation）」に、最上位のプラチナメンバーと

して参画しました。日本企業として初めて、かつ唯一の参画です。「FIWARE」は、公共サービスを提供する自治体や企業等の業種を超えた

データ利活用やサービス連携を促すため、オープンソースとして開発され、標準化されたオープン API を持つ基盤ソフトウェアです。欧州を

中心に多数の都市や企業でスマートシティを実現するシステムに活用されています。NEC は、スマートシティなどの IoT を活用した事業の加

速に向け、「FIWARE Foundation」のプラチナメンバーへ参画し、技術面からの「FIWARE」の機能拡充・強化と普及を牽引します。 

 

 NEC、FIWARE Foundation にプラチナメンバーとして参画 (プレスリリース) 

 

顧客一人ひとりのプロフィールを自動推定する AI 技術「顧客プロフィール推定技術」を開発 

当社は、顧客一人ひとりの趣味や嗜好といった詳細なプロフィールを、マーケティングの専門家が関与することなく、高精度に自動推定で

きる「顧客プロフィール推定技術」を開発しました。この技術では、NEC 独自の関係マイニング技術を用いて、基本プロフィールと購買履歴

から、顧客一人ひとりの詳細なプロフィールを、高精度かつ全自動で推定します。これにより、刻々と変化するライフスタイルへの対応や、

見逃していた“個”の真のニーズの素早い発見・施策立案が可能になります。今後、百貨店、スーパー、コンビニエンスストア、EC サイト、ポ

イントカードシステム事業者などの小売・流通分野への適用を視野に、さらなる研究開発を進めていきます。 

 

 NEC、顧客一人ひとりのプロフィールを自動推定する AI 技術「顧客プロフィール推定技術」を開発 (プレスリリース) 

 

離れた場所からでも人の視線の方向をリアルタイムに検知できる「遠隔視線推定技術」を開発 

街の中や店舗などに設置されている既存のカメラで、離れた場所からでも人の視線の方向をリアルタイムに検知できる「遠隔視線推定技

術」を開発しました。NEC の世界 No.1 技術である顔認証技術の中核となる顔特徴点検出技術を用いて、視線検知に必要な目頭や目尻、瞳な

ど目の周囲の特徴点を正確に特定することで、通常のカメラのみで上下左右 5 度以内の誤差となる高精度な視線方向を検知できます。NEC は

この技術を、通行人の視線の動きから、街の中での避難・誘導標識の最適な配置や不審者の監視といった安全・安心に関わる用途への応用を

進めます。また、スーパーマーケットなどの店舗にいる顧客やデジタルサイネージに注目している顧客の視線の動きから、人気商品や人気コ

ンテンツが推定できるといったマーケティング用途としての応用も視野に実用化を進めていきます。 

 

 NEC、離れた場所から視線の方向をリアルタイムかつ高精度に検知できる「遠隔視線推定技術」を開発 (プレスリリース) 

 

http://jpn.nec.com/press/201703/20170317_01.html
http://jpn.nec.com/press/201609/20160902_02.html
http://jpn.nec.com/press/201612/20161216_01.html
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人権の尊重 

NECは、情報社会を支える幅広い製品やサービスによって、世界中の人々が、より便利に、より安全・安心に暮らせる情報

社会の実現をめざしています。そして、イノベーティブで先進的な ICTによって、グローバルな社会や環境の困難な課題の解

決に貢献したいと考えています。 

しかしながら、技術の進歩が社会の発展に貢献する一方で、その進歩が環境破壊だけでなく人権の侵害につながることもあ

ります。 

NECは、複雑な世界情勢のもとでグローバルにビジネスを行う企業として、この命題に真摯に取り組むこと、すなわち、私

たち自身の企業活動や他者との関係性の中から起こりうる人権に対する負の影響に留意することが、企業の社会的責任である

と考えています。 

方針 

NECは、国際連合（以下、国連）の「国際人権章典」*1や国際労働機関(ILO)の「労働における基本的原則および権利に関する宣言」といっ

た国際行動規範や、国連が提唱する「グローバル・コンパクト」*2の 10原則を支持しています。また、国連の「ビジネスと人権に関する指導

原則(UNGP)」および欧州委員会の「UNGP導入に関する ICTセクターガイダンス」を参照して人権への取り組みを進めています。 

 

さらに、ビジネスの実践においても、法的あるいは法的以外でも世界の潮流の変化が与えるインパクトを考慮しています。これには、持続可

能な開発目標（SDGs）、英国現代奴隷法（MSA）、紛争鉱物やデータプライバシー、非財務報告に関する規則のような EUの取り組みを含みま

す。 

 

2004年に、「NECグループ企業行動憲章」に人権尊重をコミットメントとして定義したことによって、自社内での人権尊重の考え方の浸透

が始まりました。2015年には、ステークホルダーにコミットする方針として、「NECグループ人権方針」（下記）を策定しました。この方針

では、ステークホルダーとの対話と協議をとおし、人権デュー・ディリジェンスを展開・実行することを規定するとともに、バリューチェーン

におけるビジネスパートナーや、その他の関係者に対しても同様の人権尊重を求めています。 

 
*1 国連総会で採択された「世界人権宣言」と国際人権規約「経済的、社会的、文化的権利に関する国際規約」および「市民的、政治的権利に関する国際規約」の総

称。 
*2 NECは 2005年に署名。「グローバル・コンパクト」の 10原則には、「世界人権宣言」や ILOの「労働における基本的原則および権利に関する宣言」など、世

界的に確立された合意に基づいて、人権擁護の支持・尊重、強制労働の排除、児童労働の廃止などが盛り込まれています。  



 

74 

 

 

73-80  人権の尊重        81-89   ダイバーシティ＆インクルージョン 

90-94  多様な働き方への環境づくり   95-99   人材開発・育成 

100-105  安全と健康        106-109  CS（顧客満足） 

110-113  品質・安全性の確保 

NEC CSRレポート 2017 ガバナンス 環   境 社   会 CSR経営 

 

 

人権デュー・ディリジェンス・プロセス 

NECは、事業を行う世界中のあらゆる場所で人権に対する負の影響が起こる可能性を特定し、モニターすることをとおして、人権課題解決に

貢献することをコミットしています。 

 

NECでは、人権への理解を深めるため、ステークホルダーの皆さまとのさまざまな対話を行っています。 

NECグループ人権方針 

2015年 4月制定 

1) 背景と目的 

NEC およびその連結子会社（以下、NEC）は、世界中の人がより安全・安心に暮らせる情報社会の実現を目指している。NEC が行う 

あらゆる企業活動は、社会、環境および経済の進歩を確かなものとすることで次世代の利益につながっていくものでなければならない。

また、NEC は、厳密な企業倫理基準に従い、企業活動を行う各国で適用される国際および国内法令ならびに人権のすべてを尊重する 

ことを約束する。 

NECは、グローバル企業として、あらゆる企業活動（自らの製品とサービス、事業活動およびステークホルダーとの関係等）が人権に

及ぼしうる潜在的影響にも責任があることを認識している。NECは、国際連合世界人権宣言、国際連合「ビジネスと人権に関する指導原

則（UNGP）」、欧州委員会「UNGP 導入に関する ICT セクターガイダンス」および国際労働機関（ILO）が示すガイドラインを参照

し、個人と労働者の基本的権利を支持する。 

 

2) 概要    

本方針は、「NECグループ企業行動憲章」「NECグループ行動規範」を含む「NEC Way」（NECグループにおける経営活動体系）に

基づいた人権への取り組み方針を詳述するものであり、以下のことを NECのすべての役員と従業員に適用する。 

(1) あらゆる企業活動の場面において、基本的人権を尊重し、人種、信条、年齢、社会的身分、門地、国籍、民族、宗教、性別と 

性自認、性的指向、および障がいの有無等の理由による差別や個人の尊厳を傷つける行為をしてはならない。 

(2)  従業員の雇用・労働にあたっては、各国・各地域の法令を遵守した行動をとるが、児童労働および強制労働はいかなる場面に 

おいても認めることなく、決して行わない。 

(3)  ICT提供者として自らの企業活動がプライバシーなどを含めた人権課題を引き起こさないよう最善の注意を払う。 

また、NECは、バリューチェーンにおけるビジネスパートナーやその他の関係者に対しても、同様の人権尊重と、その取り組みが不十

分であった場合には適切な対処を求める。 

  

3) 守るべきこと  

NECは、あらゆる企業活動の場面において、ステークホルダーとの対話と協議をとおし、以下の各項目を実行、推進する。 

(1)  NEC は、自らの企業活動による顕在的または潜在的な人権への負の影響に対処するため、人権デュー・ディリジェンスを展開、

実行する。NEC は、顕在的または潜在的な人権リスクを識別、評価し、一貫した方針のもとでそれを軽減あるいは未然に防止 

する措置を講じる。また、NEC は、透明性と説明責任を確保するため、企業のより発展的な努力として、その検証結果を公開 

する手順を開発する。 

(2)  NEC の企業活動が間接的または直接的原因として人権に負の影響をもたらした場合は、その救済、またはそれに準じた協力を 

行うよう努力し、しかるべき手段を用いて再発防止に取り組む。 

(3)  該当地域の国内法令が国際的に認められた人権と両立できない場合においては、NEC は国際的な人権の原則を尊重できるよう 

解決をはかる。 

(4)  NEC は、すべての役員と従業員が本方針および人権デュー・ディリジェンスを確実に実行するよう、適切な教育の提供と人権へ

のさらなる意識啓発、能力開発等の取り組みを行う。 
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2015年度から、以下のようなアプローチで人権デュー・ディリジェンス・プロセスを構築中です。このプロセスでは、人権課題の理解、影

響評価、その評価結果のトップマネジメント(CSR経営)への組み入れ、追跡評価、影響と対応の報告といった PDCAを回していきます。 

 

 

 
 

人権デュー・ディリジェンス・プロセスのイメージ図 

NECが特に留意すべき人権課題 

2015年度以降、次のような領域で取り組みが進んでいます。 

・地域、国レベルでの調査、リスク評価、ステークホルダーエンゲージメントを通した、人権課題のより深い理解 

・NGOと連携した、バリューチェーンにおける人権課題の理解と人権リスクアセッサーの育成 

・中国におけるサプライヤーの CSR監査における NGOとの連携 

 

またこれらの取り組みを進めた結果、NECにとって最も留意すべき人権課題として、次のような課題を特定もしくは確認しています。 

・健康と安全、公平な雇用や紛争鉱物の影響を含む、サプライチェーンに関係する労働慣行 

・データ保護とセキュリティに関連する権利 

・経済的権利（NECは、法や経済的権利を脅かしかねない贈収賄と腐敗行為を一切許さないルールを有しています） 

・環境の権利（NECの環境戦略は、CO2削減や使用済製品を含む、環境活動の影響をマネジメントしています） 

・お客さまの権利（製品安全や品質保証） 

課題の認識、デュー・ディリジェンス 

サプライチェーンにおけるデュー・ディリジェンス 

当社は、日本の ICT業界の業界団体である一般社団法人電子情報技術産業協会（JEITA：Japan Electronics and Information Technology 

Industries Association）と連携して、サプライチェーンにおけるデュー・ディリジェンスを進めています。JEITAは、2006年に『サプライチ

ェーン CSR推進ガイドブック』を発行しました。この策定にあたって中心的役割を担ったNECは、このガイドブックを自社の「サプライチェ

ーン CSRガイドライン」に活用しています。 

 

また、EMEA（ヨーロッパ・中近東・アフリカ）においては、新規ベンダー選定時や、ベンダーへの質問票に労働・人権観点の項目を入れる

など、いくつかプロセスを見直すとともに、従業員に表現の自由や団体交渉権を認めることをベンダーへの要求に盛り込んでいます。 
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影響評価 

EMEA（ヨーロッパ・中近東・アフリカ）での事例 

NEC EMEAグループでは、従業員やお取引先との連携や対話促進に有効なリスクベースアプローチを採用しています。これには、通常のセル

フアセスメントで特定された事案の問題点や原因の分析、再発防止策の導入などが含まれています。人権のリスクについては、各地域および

EMEAグループ全体のリスク登録システムに記録されています。このシステムは、さまざまなステークホルダーや外部環境への影響をはかるた

めに、2016年度に改訂しました。ESGリスクはすべて、NEC EMEAのリスク委員会に定期的あるいは適宜報告されるとともに、解決に向けた

計画策定や意思決定を行っています。また加えて、四半期に 1度開催される NECヨーロッパ取締役会で、事案に関連のある会社の経営層や親

会社である NECにも報告されています。 

 

新規のお取引先に対しては、品質や環境、もしくは企業倫理面に加え、人権に関する調査に回答することを求めています。このような取り組

みは、新たなトレンドや、英国現代奴隷法のような規制に際し、定期的に見直されています。お取引先には、NECの企業行動規範を遵守する

か、同等のコンプライアンスを遵守している確証の提示を要請しています。自己評価の結果は、関連部門による横断チームによって正式に確

認、評価され、その評価結果をベンダーのデータベースに登録することが義務づけられています。 

「現代奴隷法 2015」は、グローバルに影響を与えているという点でも、英国における重要な人権に関する法令の 1つになっています。NEC

の人権に対するコミットメントでは、児童労働や強制労働同様、採用や労働慣行についての会社としての立場を次のように明らかにしていま

す。 

 

「従業員の雇用・労働にあたっては、各国・各地域の法令を遵守した行動をとるが、児童労働および強制労働はいかなる場面に 

おいても認めることなく、決して行わない。」(NECグループ人権方針 第 2項の 2) 

 

2016年度には、この法令への理解を深めるため、英国および日本で、関係者が学び、議論する場を持ちました。 

また、2016年 9月には、現代奴隷法 54条に基づき、NEC Europe社が同社とその子会社およびサプライチェーンを対象とした初の宣言文を

発行しました。 

 

 NEC EUROPE LTD Modern Slavery and Human Trafficking Statement 

 

EMEAでは、この宣言に照らし、国別のリスクを考慮に入れながら、サプライチェーンをマッピングするために実施したお取引先調査票の回

答を分析することによって得られた知見を活用し、また、どの領域のビジネスが、どの程度人身取引や現代奴隷リスクにさらされているかの監

査を行っています。 

 

こうしたベストプラクティスを、随時 NEC本社とも共有しています。 

影響評価の CSR経営への組み入れ 

NECは、一連のバリューチェーンにおいて、役員および従業員、ビジネスパートナーやその他のパートナーすべての人権が尊重されるべきで

あると考えています。対話、教育、キャパシティビルディング、契約の約款や産業団体の啓発活動をとおして、人権方針への気づきを促してい

ます。 

人権啓発推進会議 

当社では、人事担当役員を議長、人事部長を副議長とする「全社人権啓発推進会議」と、各ビジネスユニット企画本部長を議長とする「ビジ

ネスユニット人権啓発推進会議」を設置（1997年）して以来、人権啓発活動に対する基本的な取り組みの審議・策定、社内研修の推進などを 

はかる体制を整備しています。また、グループ会社においても同様の体制を設けています。 

リスク管理実態調査 

当社では、毎年アンケート方式による「リスク管理実態調査」を実施しています。この結果などを踏まえて、毎年、全社の「重要リスク」を

抽出します。人権リスクも「重要リスク」の 1つとして特定され、人事部門、資材部門、CSR部門が中心となって対策が講じられます。2016

http://uk.nec.com/en_GB/en/emea/about/policy/doc/Modern_Slavery_Act_Statement.pdf
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年度も人権デュー・ディリジェンスの展開を促進するため、質問項目を整理し、全事業部門長を対象として「人権方針の周知」「人権方針の遂

行【ビジネス・職場】」「人権侵害発生時のエスカレーション」、「人権侵害発生後の対応」について確認を行いました。 

研修プログラムを通じた人権啓発 

NECは、グローバル事業の拡大を目標に掲げており、グローバルレベルでの人権啓発は重要な取り組み課題です。 

 

国内においては、新入社員から役員・管理職まで階層別研修の中で「企業と人権」を扱い、一方では全従業員を対象とした全社Web研修を

実施しています。新任役員や新任事業部長に対する研修では、グローバル社会で求められる人権に対する理解を深めるために、さまざまな国際

規範や他企業等での事例そして自社の事業において想定される人権上のリスクなども研修内容に織り込み、人事担当役員や人事部長が直接研修

を行います。 

 

2016年度の全社Web研修は、「企業と人権」をメインテーマとして、日本における人権課題（同和問題、障がい者、LGBT）、グローバル

におけるビジネスと人権課題、そしてダイバーシティの推進を阻む様々なハラスメントを扱いました。特に今回の研修では、2016年 4月から

施行された障害者差別禁止法および障害者雇用促進法の改正に合わせ、障がい者に対する合理的配慮の考え方のほか、2017年 1月に施行され

た「改正男女雇用機会均等法及び改正育児･介護休業法」で職場における妊娠・出産・育児休業・介護休業等に関するハラスメント（マタハラ、

パタハラ、ケアハラ）対策が求められていることへの理解促進をはかりました。 

 

一方、採用面接員には、公正な採用選考と就職の機会均等の維持のため、採用選考前に全員に対して「採用面談員マニュアル」に基づくWeb

研修を実施し、選考時の心構えや就職差別につながるような質問事例を紹介して、質問禁止事項の周知徹底をはかっています。 

2015年度以降、面接員研修教材の中に LGBT*1 に対しても正確に理解し、リクルート活動や面接などの場面で LGBTであることが分かった場

合でも、本人の能力や業務適性を中心に選考、面接活動を行うことを徹底する旨を記載しており、定期的に研修しています。 

 

*1 （Lesbian

レズビアン

、Gay

ゲイ

〈同性愛者〉、B i s e x u a l

バイセクシュアル

〈両性愛者〉、Transgender

トランスジェンダー

〈性同一性障がい者など、からだの性とこころの性が一致しない人〉の頭文字をと

ったもので、性的マイノリティの総称の一つ） 

 

上記以外では、NECおよび NECグループの「人権啓発推進委員」向け研修やリーフレット、ホームページによる啓発活動、社員および社員

の家族が応募できる人権啓発標語（ダイバーシティ推進標語）の募集など、多面的な取り組みを継続的に実施しています。 

 

・人権啓発集合研修受講者数推移 [対象範囲： 日本電気(株)] 

 

 2014年度 2015年度 2016年度 

Web研修*2 23,538 22,063 20,296 

集合研修*3 2,932 2,030 1,731 

*2 全従業員を対象としたWeb研修「企業と人権」「企業におけるダイバーシティ」（受講必須）は原則、毎年実施。 
*3 面接員への研修を含む 

 

EMEAにおける取り組み 

海外においては、2011年度から各地域（EMEA＝ヨーロッパ・中近東・アフリカ、北米、APAC＝東南アジア・オセアニア、中南米、中国・

東アジア）で展開したグローバル人権研修は、2013年度で完了しました。今後は新たな「NECグループ人権方針」に基づいた啓発・教育、人

権影響評価のモニタリングチェックなどの人権デュー・ディリジェンスに関する仕組みづくりや展開を計画していきます。 

 

EMEAでは、「NECグループ企業行動憲章」と「NECグループ行動規範」を説明する人権教育を、オンラインシステムによって実施しまし

た。このオンラインシステムは、新規入社した従業員や派遣社員も自由にアクセスできるようになっています。 

 

また、2016年度には、NECヨーロッパの社長が、EMEA内の全関係会社に対して、人権リスクを含むリスクマネジメントを行うよう通達し

ました。その結果、優先リスクが特定され、評価されるとともに、EMEA内の関係会社従業員にも共有されました。 
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サプライチェーンにおける評価結果の CSR経営への組み入れ

職場やサプライチェーンにおいて、人権への影響が明らかになった場合、リスク改善のための行動計画が策定されます。 

サプライチェーンにおける人権問題の有無や、CSR推進にあたっては、人事部門、調達部門と CSR部門とで随時情報共有を進めています。

人権尊重を含めた CSR全般についての方針、ガイドライン、チェックシートを整備し、お取引先の取り組みの進捗度を確認しています。 

サプライヤーとの連携詳細

CSR実地診断プログラム（CSR-PMR） 

NEC では、CSR-PMR により、社会や環境に関する問題を特定し、改善プランをお取引先に提示しています。2016 年度は、地域の課題解
決についての専門性を有する外部機関とともに、中国の生産委託先2社を対象に実地診断を行いました。 

追跡評価 

CRF とのステークホルダーレビューによる進捗確認 

NECは、ISO26000に基づいた CSRレビューフォーラム（CRF）と対話を行っています。 

その一環として、人権についての取り組みと進捗について確認を受け、改善のためのヒントも得ました。 

人事労務監査 

NECでは、従業員に関わる人権課題に対する対応状況の追跡のため、人権啓発活動が定期的にグループ全体に展開されていることを、関係会

社を対象とした人事労務監査などにより確認しています。 

サプライチェーンの追跡評価

サプライチェーンにおける人権課題に対しては、以下を実施しています。 

・CSR実地診断プログラム（CSR-PMR）

・顧客からの CSR監査

NECの人権のパフォーマンスは、顧客からも関心を持たれています。NECは重要顧客から、国内関係会社の工場における人権や労働慣行など

のモニタリングについて監査を受けました。 

影響と対応の報告 

以下のような取り組み事例を、毎年１回「CSRレポート(Web版)」で報告するとともに、外部講演会やセミナーなど、さまざまな機会に紹介

しています。 

NEC EMEAグループの実践事例 

NEC EMEAグループではさまざまな団体、組織への参加を通して企業の責任の実践に関する知見を得、取り組み改善に努めています。 

・在欧日系ビジネス協議会（JBCE）

・グローバル・コンパクトの UKネットワーク（英国現代奴隷法、SDGS、紛争鉱物分科会等）

・国連ビジネスと人権フォーラム

・欧州委員会法務局と日本政府とのダイバーシティに関するラウンドテーブル

その他、NEC EMEAは CSR専門家によるさまざまな視察、セミナー、会合に参加しています。 

http://jpn.nec.com/csr/ja/policy/procure.html
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グローバル・コンパクト・ネットワーク・ジャパン（GCNJ）での活動 

NECは、GCNJのヒューマンライツデュー・ディリジェンス分科会のメンバーとして、日本企業が国際的な人権分野の期待に適切かつ積極的

に応えるための活動に参加しました。この中では、国連による「ビジネスと人権に関する指導原則」の理解を含む国際的な人権分野の動向、日

本企業特有の課題等を講義やワークショップなどで実践的に学び、参加各社とともに自社の取り組み推進のためのヒントや知見を得ました。

NECの海外の関係会社も、同様のローカルなネットワークに参加しています。（英国、中国、シンガポール等） 

事業がもたらす人権侵害を軽減する取り組み 

NECではそれぞれの事業活動において、ICT業界での重要なテーマであるプライバシー保護、環境配慮、製品の安全性・品質確保などに取り

組んでいます。 

 

データ利活用において重要な人権課題である「プライバシー保

護」に関しては、カメラ画像利活用ビジネスの推進とともに、生活

者のプライバシー保護をはかるルールの整備を進めるべく、同じ課

題意識を抱える企業や研究機関に呼びかけて 35団体による検討プ

ロジェクトを立ち上げました。そして、有識者の意見も取り入れな

がらプライバシー配慮事項をルール案としてまとめました。さら

に、同時期に立ち上がった関係省庁主催のカメラ画像利活用に関す

るワーキンググループへ、プロジェクトで策定したルール案を提示

した結果、公的ガイドブックの発行に結びついたという事例も出て

います。 

 

また、2017年 4月には「データ流通戦略室」を新設し、社外有識

者と積極的に連携しながら、プライバシーを重視したパーソナルデータ利活用に向けた戦略立案・ソリューション企画、政策提言、関連ステー

クホルダーへのコミュニケーション等の取り組みを進めています。 

 

このような取り組みをとおしてNECは、これからもプライバシー保護等の人権に配慮しながら、AI・IoTを活用した新しいソリューションの

提供や、グローバルでの事業拡大をはかっていきます。 

 ISO26000 に基づくステークホルダーレビュー「社会ソリューション事業におけるプライバシーの取り扱いとルール化」 

 

社会貢献活動による人権啓発の促進 

社会貢献活動は、従業員にとって地域のコミュニティにおける人権についての意識啓発と理解を促進するよい契機です。NECでは、体に不自

由を抱える方々に対して、下記のような取り組みを進めています。 

・車いすテニスの大会に対して 20年以上スポンサーを継続。その一環として従業員がボランティアとして参加することのできる「車いすテニ

ス支援」（1991年～） 

・重度身体障がい者が身体の一部をわずかに動かすだけでパソコンに文字を入力し、コミュニケーションができるよう、障がい者の家族や医療

関係者の IT活用を指導する「NEC難病コミュニケーション支援講座」（2008年～） 

・NGOセーブ・ザ・チルドレンと国連グローバル・コンパクト、そしてユニセフが共同で発表した「子どもの権利とビジネス原則」に記されて

いる子どもの権利に対応した取り組みとして、小・中学生が安全なインターネットの活用方法を楽しみながら学べる「NECネット安全教室」

（1999年～） 

 

 社会貢献活動 

苦情申し立てメカニズム：人権ホットライン窓口 

NECでは、人権への悪影響を改善するためのプロセスとして、さまざまなステークホルダーから人権に関する相談を受け付けています。 

 

http://jpn.nec.com/community/ja/index.html
http://jpn.nec.com/csr/ja/pdf/2016_04_02.pdf
http://jpn.nec.com/community/ja/index.html
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例えば、従業員（非正規雇用社員等を含む）に対しては、人権に関する相談窓口について、相談内容の明確化とさらなる対応の迅速化を目的

として「人権ホットライン窓口」を社内に設置しています。この窓口は、各地区の人事部門と各ビジネスユニットに設けられており、窓口担当

者が相談を受けています。専用のWebサイトで、いつでも窓口担当者の氏名と連絡先が確認できるようになっていて、電話、メールいずれの 

手段でも相談ができます。そして、相談者のプライバシーは保護され、不利益な扱いを受けることがないようなシステムになっています。 

 

新任を含む窓口担当者には、年１回必ずオリエンテーションを実施し、窓口の役割・心構えと相談の進め方に関する教育を行っています。海

外においても、各地域で人権を含むコンプライアンス・ホットラインを設置しており、従業員からの相談に対応しています。また、2015年度

は、サプライヤーからの相談窓口としての機能を追加したほか、各窓口を対象とした「LGBT理解のための勉強会」や「障がい者に対する法改

正と合理的配慮の説明会」を行い、2016年度からはハラスメントやいじめなどの相談に加えて「障がい者」や「LGBT当事者」からの相談窓口

としての機能も追加しました。職場への相談内容追加の周知については、2016年度は人権啓発ポスターに相談内容の追加を記載したうえで刷

新し、国内の事業場および支社支店フロアに掲示しました。 

 

2016年度は、約 25件の相談を受け付けましたが、ハラスメント（セクハラ、パワハラなど）に関する相談が全体の 90％を占めていまし

た。 

また、お取引先については、コンプライアンス・ホットラインが窓口となっています。 一方、地域住民の方々からのご意見については、カスタ

マーコミュニケーションセンター（CCC）が受け付けています。 

目標と成果 

中期目標(2016～2018年度) 

 

2016年度の目標、成果・進捗、達成度 

（達成度：◎目標達成、〇目標ほぼ達成、△目標一部達成、Ｘ進捗なし） 

目標 成果・進捗 達成度 

１．NECグループ人権方針を基本とした人権 

デュー・ディリジェンス活動の促進・定着 

 

・部門長対象セルフチェックシート（下記人権関連項目）を実施します。 

・グループ人権方針の周知徹底 

・ビジネスおよび職場における人権方針の遂行 

・人権侵害発生時のエスカレーション 

・人権侵害発生時の対応 

・今後の人権デュー・ディリジェンス活動内容検討を前提とした外部専門

家との対話を実施します。 

△ 

2017年度の目標 

 

１．人権デュー・ディリジェンス活動の促進・

定着 

・人権マネジメントシステムへの組み込みを促進します。 

２．グループ全体での人権啓発への取り組み 

強化 

・人権に関わる最新の法動向を把握し、勉強会を開催します。 

・グループ各社に対する人権啓発活動体制、相談窓口の確認と人権啓発関係の情報、 

研修教材の提供を行います。 

・再発防止活動を強化します。 

人権デュー・ディリジェンス活動の着実な実行とビジネス・職場における人権侵害の防止 
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ダイバーシティ＆インクルージョン 

NECでは、各組織や部門で多様な人材が活躍し、多様な視点やアイデアが取り込まれる環境の醸成を重要な経営戦略の一環

と考えています。そして、「ダイバーシティ」とは、一人ひとりがお互いの違い（個性や特性）を認め合い、尊重し合うこと

であり、「人はみな違うからこそ尊い」という考え方に立つものです。 

NECは、さまざまな個性を持つ個人がお互いを尊重し合い、個性に合わせて機会が与えられ、より力を発揮する「ダイバー

シティ＆インクルージョン」が実現される社会の推進に貢献していきます。 

方針 

NEC では、「NEC グループ人権方針」を定めており、そこに記載している人種、信条、年齢、社会的身分、門地、国籍、民族、宗教、性別

と性自認、性的指向、障がいの有無等に加え、ワークスタイル、キャリア、視点、価値観などもダイバーシティとしてとらえています。 

 

NEC では、一人ひとりの「個性を尊重する」ことをダイバーシティ推進の核と位置づけ、「NEC グループバリュー」の行動原理のひとつに

も掲げています。 

 

「ワーク」と「ライフ」のバランスがとれ、各組織・部門で多様な人材が活躍し、多様な視点やアイデアが取り込まれることが、新しい価

値創造やイノベーションの創出にもつながるという考えのもとで、ダイバーシティ＆インクルージョンを推進しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

推進体制 

2013 年 7 月に、当社のダイバーシティ推進のための専任組織として人事部内に「ダイバーシティ推進グループ」を設置しました。この 

グループは、女性の活躍推進、障がい者雇用、性的マイノリティ（LGBT）に対する理解・支援などさまざまな活動を展開・強化します。 

 

NEC は、「社内の多様な人材がその個性や特性を活かし、能力を最大限に発揮できるような風土づくりや仕組みづくりを支援していくこ

と」を最重要ミッションと考えており、ダイバーシティ推進グループが、ダイバーシティに関わる各テーマについて、施策の展開や関係部門

との協力体制構築の役割を担っています。 
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施策と制度 

グローバルな人材採用の推進 

NEC では、グローバル事業拡大に向けて、研究、技術、営業、スタッフの各分野で、当社が必要としている技術や専門知識を有する外国人

を採用し、各分野の水準向上および多様性の推進をはかっています。また、人事交流や人材育成を行うために海外現地法人から従業員を積極

的に受け入れています。 

 

このほか、グローバル人材の育成については「人材開発」のページをご参照ください。 

 

 「人材開発」 

2016 年度 連結地域別従業員数割合 [対象範囲： 日本電気(株)および連結子会社] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

女性の活躍推進 

NEC では、1985 年の男女雇用機会均等法の施行以前から、性別を問わない人材採用と登用を進めており、この数年間、新卒採用に占める

女性の比率は 25～30％で推移しています。また、管理職全体に占める女性の割合はすでに 5％を超えており、組織長や部長職以上の幹部クラ

スにおいても、102 名の女性が活躍しています。（2017 年 4 月 1 日現在） 

 

女性活躍推進法への対応 

NEC は、2016 年 4 月に施行された「女性活躍推進法」に基づき、以下の行動計画および数値目標を策定して取り組んでいます。 

①部長職以上への女性の登用を計画的に行う。2018 年度までに部長職以上の女性比率を 5％にする。 

②中堅クラス（管理職手前～主任手前）を対象としたキャリア強化とマネジメントサポートを強化する。 

③ICT 活用による働き方改革を推進する。 

 

また、女性活躍推進法に関わる優良企業としての認定マーク（えるぼしマーク）については、「採用」「継続就業」「労働時間等の働き

方」「管理職比率」および「多様なキャリアコース」の５つすべての項目において法が定める認定基準をクリアしていると認められ、2016 年

4 月に 1 回目の認定企業として最高位の「三つ星」を取得しました。この女性活躍推進法は、従業員数が 300 名を超える企業を対象としてお

り、対象となるすべての国内関係会社に対して法の主旨を正確に伝えるとともに、各社に行動計画と数値目標の策定を依頼したものです。 

 

日本 74.7%

APAC(アジア、パシ

フィック) 8.7%

中国・東アジア 5.0%

EMEA

(欧州、中東、

アフリカ) 5.0%

北米 2.6%
中南米 4.0%

連結従業員数

107,729人

http://jpn.nec.com/csr/ja/society/labour_training.html?
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NEC では、育児休職者の復職支援やキャリア形成等のイベントは、グループ会社従業員を対象としており、NEC グループ全体の女性活躍推

進に取り組んでいます。 

 

なお、女性活躍推進に関連する数値に関しては、厚生労働省の Web サイト内にある「女性の活躍推進企業データベース」に対象となる全項

目を公表しています。（詳細は、「データ集」をご参照ください）。 

 

 「データ集」 

 女性の活躍推進企業データベース（厚生労働省ホームページ） 

 

男女別従業員数推移［対象範囲：日本電気㈱在籍者のみ］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

勤続年数の推移［対象範囲：日本電気㈱在籍者のみ］ 

 

 

 

 

 

 

 

女性管理職数および女性管理職比率の推移 [対象範囲： 日本電気(株)在籍者のみ]  

 

 

 

 

 

 

 

 

 2015 年 3 月末 2016 年 3 月末 2017 年 3 月末 

男性 18.6 年 18.7 年 18.9 年 

女性 18.3 年 18.2 年 18.3 年 

 2015 年 4 月 2016 年 4 月 2017 年 4 月 

管理職(全管理職数に対する割合) 386 人（5.2%） 374 人（5.4%） 368 人（5.5%） 

管理職のうち部長級以上の人数 96 人 97 人 102 人 

http://jpn.nec.com/csr/ja/data/index.html?
http://positive-ryouritsu.mhlw.go.jp/positivedb/detail?id=2296
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障がい者雇用の推進 

NEC では、1979 年から人事担当役員を議長とする「障がい者雇用推進中央会議」を設置し、障がい者雇用に取り組んできました。 

 

「できることは自分で、できないことは助け合って」という考え方のもと、現在、320 名を超える障がいのある従業員が働いています。 

採用選考のバリアフリー化を進めるために人事部に「障がい者採用窓口」を設置し、ハローワーク等が主催する障がい者向けの合同面接会

に積極的に参加しています。選考時には手話通訳の手配や点字による試験を実施するほか、入社前にもバリアフリー状況を確認するなど、一

人ひとりの障がい特性に応じたサポートを行っています。 

 

さらに入社後は、キャリアレビュー面談を通して業務に必要な配慮を定期的に確認しています。また、2016 年 4 月からは、人権ホットラ

イン窓口についても、合理的配慮の相談を受け付けられるような体制に拡充しました。 

 

このほかにも、国内関係会社人事責任者をメンバーとした「NEC グループ障がい者雇用推進会議」を立ち上げ、有識者やハローワークをは

じめとした機関や NPO 法人と協力しながら、NEC グループ全体で障がい特性や業務適性等の理解を深める勉強会を定期的に行うなど、障が

い者の受入れの幅を拡げるとともに、新たな雇用形態等ワークスタイルの多様化にも取り組んでいます。 

 

特例子会社―― NEC フレンドリースタフ（株） 

NEC は、2003 年 3 月に障がい者雇用特例子会社である NEC フレンドリースタフ(株)を設立し、知的および精神障がい者の雇用を推進して

います。本社を府中事業場内に置き、2017 年 4 月 1 日現在、48 人を雇用しています。主な業務としては、NEC 府中事業場内のオフィスサー

ビス、清掃や緑化業務に従事し、NEC の社会貢献活動支援なども行っています。 

 

2014 年 4 月からは、NEC 本社地区（港区）にもオフィスを設け、営業関係の契約書類の PDF化を中心とした新たな業務も行っており、指

導員 4 名を含めて 15 人が従事しています。これらの業務は、NEC の業務効率化の推進に加え、コンプライアンス面の管理強化にも貢献して

います。今後も、多様な事務支援業務の切り出しを前提に特例子会社の業務拡大をめざしていきます。 

 

障がい者雇用率推移 [対象範囲： 日本電気(株)、国内連結子会社]   
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シニア層の多様な働き方の支援 

当社では、社外での新たなキャリアを望む従業員や定年を迎える従業員の多様なニーズに応えるため、本人選択型のキャリア支援制度を 

導入しています。これは、自ら社外で新たなキャリアの開発を計画・実施する従業員に対しては、会社が経済的、時間的な便宜をはかり、主

体的に人生設計する取り組みを支援しようというものです。こうした取り組みは 1998 年から行われており、現在、45 歳以上の従業員を対象

とした「能力開発休暇制度」「セカンドキャリア準備支援金制度」「能力開発研修費補助」という 3 つの制度を実施しています。 

 

また、意欲と能力のある人材に継続して活躍する場を提供するという観点から、60 歳以降も働くことを希望する従業員に対して、最長 65

歳まで雇用延長できる仕組みを導入しています。2015 年度からは職種、職務内容、勤務条件等本人の希望を踏まえ、個人と組織双方のニーズ

のマッチングをはかる仕組みとして、雇用延長者を対象とした人材公募も実施しています。 

2016年度の主な活動実績 

グローバルな人材採用の推進 

NEC では、2006 年度から 2012 年度まで平均して毎年 15 名程度、外国人留学生を採用してきましたが、その後、新卒採用予定数の 10％

という目標を掲げ採用活動を進めたところ、2013 年度には 47 名（約 13%）を採用するに至りました。さらに、留学生の採用に加え海外大

学からの直接採用も実施するようになっています。なお、2016 年度では 39 名の外国人を新卒社員として迎え入れました。 

 

日本の学生は 3 月に卒業し、4 月から企業に勤めるケースが一般的ですが、NEC では、外国人や海外の大学に在籍する日本人、海外留学経

験者などが 10 月に入社できる制度を設けています。また、外国人の入社が増えたことにともない、入社手続き関連の文書を手はじめに、各種

の主要な社内規定、文書類の英語版は整備が完了しており、新入社員教育における英語対応も行われ、多様な人材を採用する環境整備を推進

しています。 

 

営業部門においては 2014 年度から外国籍社員を対象に、役員や外国籍社員の先輩との交流会を開催しており、これを通じて人的ネットワ

ークの形成、拡大をはかるとともに働き方やキャリアについて視野を拡げる活動を行っています。 

女性の活躍推進 

2016 年度については、女性のキャリア形成と意識啓発を中心に、当社において、以下のような施策やイベントを行いました。 

 

女性管理職による中堅・若手女性従業員対象の対話イベントの実施  

NEC の女性管理職有志の会「Scarlet Elegance in NEC (通称 SELENE）」が、2014 年度から開催している女性従業員向けの対話イベント

について、2016 年度は個々の職場ニーズに応じた形で対話イベントを開催しました。 

 

2016 年 10 月の事業部のキックオフでは、「女性が、長く、いきいきと働くために」をテーマにパネルディスカッションを実施しました。 

 

2017 年 2 月には、国内関係会社の女性管理職を対象とした女性活躍推進研修内で「もっとキャリアを描くために」をテーマにグループデ

ィスカッションを実施しました。 

 

育児休職者向け復職応援セミナーの実施 

2015 年度から開始したこのセミナーは、2017 年 2 月に 3 回目のセミナーを開催し、約 50 名の育児休職者が参加しました。今回のセミナ

ーでは国内関係会社に在籍する育児休職者も参加しました。このセミナーは、復職を間近に控えた育児休職中の従業員が「仕事と育児を両立

しながら、もっと自らのキャリアを充実させる」ことを目的に開催しており、会社の動向や両立支援制度をはじめとする施策・制度を周知

し、復職後の両立をイメージするグループワークを行いました。 
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今回のセミナー開催にあたっては、先に復職した両立中の先輩社員に復職後の生活や両立の工夫などのアンケートを実施しました。男女合

わせて約 150 名から回答が寄せられ、集計結果は「先輩社員のリアル」として参加者、回答者、復職者の上司と共有しました。こうした取り

組みが功を奏し、当社の復職率は 97.7％を記録しています。 

 

 

 
育児休職者向け復職応援セミナー（グループディスカッションの様子） 

 

女性営業職を対象としたキャリア開発イベントの実施 

全社営業人事委員会の中では、女性営業職の全社横断的な育成や次世代リーダーの育成が非常に重要なテーマと位置づけられています。そ

のため、2013 年度以降、「全国女性営業職会議」「女性リーダー研修」などを継続して実施し、役員、管理職または先輩社員とキャリアにつ

いて議論する機会をつくり、全国レベルでのネットワーク拡大や働き方の視野拡大をはかっています。また、異業種の営業職との交流会を開

催して社外の人材とのネットワークをつくることで、視野を拡げ、思考の拡大を支援しています。 

 

女子中高生向けイベント「夏のリコチャレ 2016」の開催 

当社は、理系人材を積極的に採用していますが、女性の理系進学は将来の人材確保において非常に重要と考えています。そこで、理系進路

選択へのモチベーションを高めることを目的として、2016 年 8 月に女子中高生向けに対話イベントを開催しました。NEC のショウルームの

見学や研究や技術職に従事している女性従業員との対話をとおし、ICT を身近に感じてもらうよい機会となりました。 
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障がい者雇用の推進 

2016 年度については、障がい者の雇用創出に向けた以下のような取り組みを行いました。なお、2016 年 6 月 1 日時点の NEC における障

がい者雇用率は 2.07％であり、国内連結子会社（平均）は 2.10%です。 

 

NEC グループ障がい者就職フェアの開催 

障がい者採用におけるグループ連携の強化を目的として、2012 年度から NEC マネジメントパートナー（株）を窓口とする採用支援サービ

スのシェアード化を始めています。2016 年度は、新卒者、中途採用者を対象にした NEC グループ障がい者就職フェアを開催しました。 

 

当社および国内関係会社による会社説明会や選考、また入社後の研修等において、聴覚障がい者がいる場合には手話通訳やパソコン要約筆

記を手配するなどの対応を行っています。また、会社生活において車通勤への配慮や施設、設備の改善にも可能な範囲で対応しており、バリ

アフリー化も行っています。 

 

障がい者雇用のノウハウ共有 

2016 年９月に国内関係会社の障がい者雇用担当者を対象に、今後の法定雇用率改定に向けた職域創出や合理的配慮の提供をテーマに勉強会

を開催しました。社内の雇用創出好事例や特例子会社 NEC フレンドリースタフの取り組みを紹介し、グループディスカッションをとおして、

各社の今後の雇用拡大について検討しました。 

 

聴覚障がいのある NEC グループ従業員の自己啓発を支援 

2015 年度から、NEC グループに在籍する聴覚障がいのある従業員を対象に、NEC についての知識を深めるための勉強会を開催していま

す。これは、当社が毎年開催しているイベント「C&C ユーザーフォーラム&iEXPO」で、自らと同様に聴覚障がいのあるお客さまをご案内し

た従業員からの「会社の事業について、イベントの直前に学ぶだけでなく、日頃から理解を深めたいが、学ぶ機会が少ない」との意見をきっ

かけとして始めたものです。 

 

2016 年度は、製品・ソリューションの紹介ほか、重点対策リスク、メンタルヘルスなど NEC グループで働く一員として重要となるテーマ

を選定して実施し、全 5 回、延べ 250 名が参加しました。 

 

この勉強会では、講師の講演内容を手話で伝えるだけでなく、要約した内容のスクリーンへの投影や、磁気ループ（補聴器から聞き取りや

すくする装置）の設置など、ICT を使った情報保障を実施しています。また、聴覚障がい者同士が、ディスカッションや発表を行う機会を持

つことで、業務の知識やノウハウを深めるだけでなく、組織の壁を越えたネットワーク形成にも寄与しています。 

 

当社は、ICT がコミュニケーションを補い、情報格差の解消に貢献する技術であるという認識のもとで、今後ともすべての従業員がいきい

きと働ける職場づくりを進めていきます。 
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LGBT（性的マイノリティ）に対する取組み 

自分らしく安心して働ける職場づくりを進めるためには、LGBT*1に関する正しい理解と Ally*2を増やすことが先決と考えています。2016

年度は、次のような取り組みを行いました。 

 

公正な採用に向けて 

採用面談員を対象に、採用面談マニュアルの中に LGBT に対する記載事項を加え、適切な面談が実施できるよう注意を喚起しています。 

1）人権の観点から差別や個人の尊厳を傷つけるような面談を絶対に行わないこと 

2）面接時などにカミングアウトした場合でも、LGBT に関する質問に終始しないこと 

3）本人の能力および業務適性のみで判断すること 

Web 研修「企業と人権」の実施 

2016 年 12 月には、全従業員を対象とする Web 研修「企業と人権」内において LGBT の項目を追加して開催しました。LGBT に関する正

しい理解を深めるとともに、ハラスメントやアウティングの防止などの意識啓発も行いました。なお、2016 年 4 月から人権ホットライン窓

口に LGBT 当事者の就労に関する相談を受け付けるよう役割を拡充し、併せて周知も行いました。 

LGBT 当事者の就活応援 

2014 年度の NEC 社会起業塾生（第 13 期生）に選ばれた NPO 法人 ReBit が主催する LGBT 当事者向けの就活応援イベントに、CSR・社会

貢献室が中心となって参加しました。それらを活かして、LGBT 当事者が働くにあたっての疑問や不安の解消など支援を行いました。 

 

*1 Lesbian

レズビアン

、Gay

ゲイ

〈同性愛者〉、B i s e x u a l

バイセクシュアル

〈両性愛者〉、Transgender

トランスジェンダー

〈性同一性障がい者など、からだの性とこころの性が一致しない人〉の頭文字を

とったもので、性的マイノリティの総称の一つ。 
*2 Ally（アライ）とは、LGBT 当事者の理解者であり応援者のこと。 

 

なお、当社の LGBT に関する具体的な取り組みについては、経団連のホームページに掲載されています。 

 

 ダイバーシティ・インクルージョン社会の実現に向けて（経団連ホームページ） 

 

目標と成果 

中期目標(2016～2018 年度) 

 

  

１．女性活躍推進 ・女性活躍推進法に基づく数値目標達成のための各施策の計画的な推進 

（数値目標：2018 年度までに部長職以上における女性比率を 5%にする） 

２．障がい者採用 ・日本電気：2018 年 4 月において 2.2％達成（含む、特例子会社） 

・国内連結会社：すべての連結子会社における法定雇用率の達成 

http://www.keidanren.or.jp/policy/2017/039_honbun.pdf#page=18
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2016 年度の目標、成果・進捗、達成度 

（達成度：◎目標達成、〇目標ほぼ達成、△目標一部達成、Ｘ進捗なし） 

職場におけるダイバーシティの推進 

目標 成果・進捗 達成度 

１．女性活躍推進 

・期待人材への個別育成施策および外部 

研修への計画的派遣の実施【継続】 

・女性管理職有志による中堅女性社員の 

キャリア意識啓発活動の実施【継続】 

・育児休職者に対する復職応援セミナーの

継続実施 

・部門長クラスに対する女性活躍のための

マネジメントサポート施策の実施【新

規】 

・ICT 活用等による時間単位生産性向上を

意識した働き方改革推進（全社活動）

【継続】  

・期待人材をリストアップし、個別育成・登用を実施しました。 

・女性管理職有志「SELENE」による職場内イベントを支援しました（ビジ

ネスサポート本部、NEC エンジニアリング（株））。 

・育児休職者を対象とした復職応援セミナーを実施しました（NEC とグル

ープ会社５社）。 

・新任管理職に対する両立支援 Web 研修教材にマタニティハラスメントコ

ンテンツを追加しました。 

・NEC グループを含めた在宅勤務の条件検討のための実験を拡大し、

BYOD（個人端末の利用）の利用条件を緩和しました。 

○ 

２．障がい者雇用 

・2018 年度以降の法定雇用率改定に対す

る対応促進（新たな障がい特性に対する

雇用取組の促進） 

・特例子会社を中心とした新たな業務分野

（書類、契約書の PDF 化）のさらなる 

拡大 

・国内連結子会社：すべての連結子会社に

おける法定雇用率の達成 

・NEC グループ障がい者雇用推進会議を新設し、開催しました。 

・NEC グループ障がい者就職フェアを開催しました。 

・NEC グループ障がい者雇用担当勉強会を実施しました。 

・聴覚障がい者を対象とした勉強会（定期開催）をサポートしました。 

・NEC フレンドリースタフ（株）の業務を拡張し採用を拡大しました

（2017 年４月から玉川地区での業務委託開始）。 

○ 

３．外国人採用の推進と雇用促進 

・新卒採用における外国籍従業員の計画的

採用 

・外国籍従業員の雇用促進に向けた施策 

の推進（異文化理解、人的交流施策の 

開催） 

・外国籍従業員を継続的に採用実施しました（39 名）。 

・異文化交流イベントを定期的に開催しました。 

△ 

2017 年度の目標 

職場におけるダイバーシティの推進 

 

 

１．女性活躍推進 ・女性活躍推進法に基づく行動計画、数値目標を着実に進めます。 

２．障がい者雇用 ・2018 年 4 月の法定雇用率改定に向けて対応します（業務および採用の拡大）。 

３．LGBT への対応 ・人事・福利厚生制度における対応内容を策定します。 
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幹部社員×若手社員による「働き方改革」をテーマにした対話型ワークショップを実施 

多様な働き方への環境づくり 

NEC では、従業員の働き方を価値あるものにしていくために、ワーク・ライフ・バランスの充実に向けて、事業の成長を担

う人材の育成と公正な評価を行い、より働きやすい環境の整備を進めています。 

方針 

NEC は、事業を通じて社会に貢献する企業として、事業への貢献に応じた公平な評価を行う処遇制度を確立しています。処遇制度をはじ

め、福利厚生制度、ワーク・ライフ・バランスの実現、社員一人ひとりの能力を最大限に発揮できる働き方について労使間で協議を行い、協

力しながら働きやすい職場環境の整備を進めています。 

推進体制 

人事部門およびビジネスユニットを主体として、労使で連携を取りながら活動を進めています。 

施策と制度  

処遇と２WAY コミュニケーション 

NEC では、1990 年から２WAYコミュニケーション（双方向の対話）をベースとした協働（コラボレーション）型の評価制度を導入して 

います。組織と一人ひとりの主体的な意思やキャリアとをすりあわせたうえで目標設定を行い、面談を通じて目標の達成度・評価をフィード

バックし、個々人の成長やキャリア形成につなげています。 

 

各種法令、労働協約、社内規程に基づいて、役割と成果に応じた適正な賃金、賞与を支給しています。従業員の平均年間給与は 8,048,801

円で、平均勤続年数は 18.8 年です（いずれも 2017 年 3 月 31 日現在）。 

働き方改革 

NEC では、柔軟な働き方の実践と過重労働の防止および休暇取得促進について、労使で協力して取り組んでいます。各ビジネスユニットや

各地区の労使委員会での状況を確認し、労働時間短縮、健康確保を行うとともに、休暇取得を促進しています。また、多様化する事業環境の

変化や、従業員のニーズに対応し、在宅勤務や BYOD（Bring Your Own Device：私品の利用）を活用し、生産性の向上、ワーク・ライフ・ 

バランスの実現を推進しています。 
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2016 年度の主な活動実績  

２WAY マネジメント 

２WAY コミュニケーションをより充実させ、効果的な面談を実施するための運用について、2016 年度も継続して、労使間で協議を重ねま

した。また、One NEC Survey（従業員意識調査）の結果もふまえ、各職場でのマネジメント向上施策を検討、実践するとともに、全社の管

理職層に対し評価者研修を実施しています。 

ワーク・ライフ・バランスの推進（働き方の改革） 

労使間の取り組みを継続した結果、労働時間の短縮や休暇の取得促進が各職場で浸透してきています。また、労使協議を経てヘルスチェッ

クシート記入対象基準*を 2016 年度から拡大し、従業員の健康確保に努めています。さらに、在宅勤務や BYOD の利用対象者の範囲を拡大

して、スピーディーなコミュニケーションによる CS（顧客満足度）の向上、時間の有効活用による労働生産性の向上につなげています。 

 

なお、2016 年度の当社単独での有給休暇取得率は 69.3%で、前年度より増加し、平均残業時間は 1 月当たり 17.1 時間と減少しています

（前年度はそれぞれ 67.9% 、17.4 時間）。 

 

* 長時間労働懸念者が健康状態を記載する労働時間の基準。希望者や過重労働懸念者は産業医と面談を実施する。 

ワーク・ライフ・バランスの推進（仕事と育児・介護等の両立支援）  

NEC では、法制化以前から、他社に先駆けて「育児・介護休職制度」を導入するなど、従業員が仕事と育児や介護との両立を支援するため

の諸制度の充実をはかっています。 

 

育児支援 

仕事と育児の両立支援については、従来の取り組みに加えて、2005 年度から、次世代育成支援対策推進法の当社策定行動計画に基づいた 

諸施策を実行しています。 

 

具体的には、以下のようなものです。 

（1）自治体の子育てサービスを利用する際に、その利用料を補助する制度（ファミリーサポートサービス利用料補助） 

（2）子育てのために転居する場合に、費用を補助する制度（チャイルドケア支援制度）を導入 

さらに、導入後も利用者拡大を目的として、2012 年および 2014 年に両制度の利用要件を一部緩和 

 

これらの制度導入とあわせて、両立支援に関する管理職研修や育児休職中の従業員のプラクティスアップ研修等を実施し、2007 年度、2012

年度、そして 2015 年度に、「次世代認証マーク」（愛称「くるみん」）を取得しています。 行動計画に盛り込まれていない施策についても

順次実施しており、2014 年には育児短時間勤務制度の適用期間を延長し、また 2016 年度からはファミリーフレンドリー休暇制度の取得事由

に、「小学校就学前の従業員の子または孫を養育する場合」を追加したり、「育児・介護にともなう遅出」の月間利用回数上限を 8 回から 10

回に変更したりするなど、従業員のさらなるワーク・ライフ・バランスの推進をはかっています。 
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介護支援 

高齢者人口および要介護・要支援認定者が年々増加している中で、仕事と介護の両立支援に関しては、従業員の親世代の介護が重要な課題

になると考え、仕事と介護を両立させる自助努力の支援を目的とした介護支援制度の拡充に取り組んでいます。 

 

具体的には、以下のようなものです。 

（1）従業員が、同居または近距離に住む親を介護するため転居した場合に費用補助を行う「介護転居費用補助」制度 

（2）要介護度の高い親の介護で介護方法が見直され、住宅改修や介護施設入居などが必要となり、従業員が多額の負担をした場合に、 

費用補助を行う「介護環境整備支援金」制度 

（3）介護者の孤立感・焦燥感の軽減を目的として、介護関係のきめ細かい情報提供と生の声の共有を柱としたポータルサイト「介護支援 

ウェブサイト」の開設 

 

なお、全社員を対象とした Web 研修では、制度の周知や利用に関する説明などを行っています。 

 

有給休暇取得率 [対象範囲： 日本電気(株)] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

育児・介護関連制度利用者数推移 [対象範囲： 日本電気(株)] 

 

 

 

 

 

 

  

 2014年度 2015年度 2016年度 

育児休職者 388 人 395 人 376 人 

育児短時間勤務者 814 人 850 人 893 人 

介護休職者 16 人 19 人 18 人 

介護短時間勤務者 17 人 16 人 19 人 

68.4 

67.9 

69.3 

65.0

66.0

67.0

68.0

69.0

70.0

2014年度 2015年度 2016年度

(%)
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仕事と育児・介護の両立支援制度の主な導入履歴 

 

年度 制度内容 

2016 ・ ファミリーフレンドリー休暇制度の取得事由に「小学校就学前の従業員の子または孫を養育する場合」を追加 

2014 ・ 育児短時間勤務制度の適用期間延長――（子の小学校 3 年生修了までとしている適用期間を小学校 6 年修了までに延長） 

 ・ ファミリー・サポート・サービス利用料補助の拡充――（国または自治体が委託もしくは紹介する民間の施設も補助対象に

追加） 

2012 ・ 育児在宅勤務制度の適用期間延長――（子の小学校 3 年生修了までとしている育児在宅勤務の適用期間を小学校 6 年修了ま

でに延長） 

 ・ ファミリー・サポート・サービス利用料補助の適用対象期間延長――（現在子の小学校 3 年生修了までとしている利用料補

助の適用対象期間を小学校 6 年修了までに延長） 

 ・ チャイルドケア支援制度の拡充――（制度の適用対象とする保育所の要件を、「20 時まで預け入れ可能な保育所」とする。 

2010 ・ 介護休暇の導入――（介護を必要とする家族の人数×5 日取得可能） 

 ・ 小学校就学前の子の疾病の予防を、「ファミリーフレンドリー」休暇対象事由に追加 

 ・ 育児（3 歳未満）をする社員の時間外労働の免除 

 ・ 介護のための転居費用補助の導入 

 ・ 住宅改修や介護施設入居などの介護方法の見直しに対する費用補助制度（年間 20 万円まで）の導入 

 ・ 介護支援ウェブサイトの開設 

2008 ・ 退職者リエントリー制度：配偶者の転勤や育児・介護を理由に退職した者を、一定の要件を満たした場合に再雇用する制度 

2007 ・ 不妊治療に対する費用補助制度（年間 20 万円まで）の導入 

2005 ・ 子育てのための転居費用補助 

2004 ・ ペアレントファンド導入：本人または配偶者の出産時に子ども 1 人につき 55 万円を支給 

2002 ・ ファミリーフレンドリー休暇制度：医療看護休暇制度を改定。従来の医療看護事由に加え、配偶者出産、予防接種など 

本人・家族の疾病予防、家族の介護、授業参観など家族の学校行事、ボランティアを対象事由に追加 

2000 ・ 在宅勤務制度 

1998 ・ 育児クーポン制度：全国ベビーシッター協会のベビーシッターサービスに対する割引クーポンを支給 

1997 ・ 介護クーポン制度：全国の看護師・家政婦（夫）紹介所に登録しているケア・ワーカーによる介護等サービスに対する割引

クーポンを支給 

1992 ・ 介護短時間勤務制度 

 ・ 育児短時間勤務制度 

 ・ 医療看護休暇制度：本人の傷病治療・療養や家族の看護のために取得できる年次有給休暇とは別の有給休暇制度 

1990 ・ 育児休職制度 

 ・ 介護休職制度 
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目標と成果  

中期目標（2016～2018 年度） 

 

2016 年度の目標、成果・進捗、達成度 

（達成度：◎目標達成、〇目標ほぼ達成、△目標一部達成、Ｘ進捗なし） 

目標 成果・進捗 達成度 

１．総労働時間の短縮 

・平均時間外労働時間は 2015 年度以下の

時間、年次有給休暇取得および代休取得

については 2015 年以上の取得率を目標

とする。 

・2016 年度ヘルスチェックシートの対象

基準の見直しを行い、月 70 時間以上と

して長時間残業者の減少をめざす。 

・2016 年度比で、平均時間外労働時間が減少し（17.4 時間→17.1 時

間）、年次有給休暇平均取得率が増加（67.9％→69.3％）、代休取得率

も増加（38.2％→45.3％）しました。 

・勤務間インターバル制度*の利用可能終業時間を１時間前倒しすること

で、従業員の健康確保に努めました。 
* 深夜残業者の健康確保の観点から、終業時刻が 22：30 以降となることが見込まれ

る場合に、終業時刻に応じて翌日の始業時刻を繰り下げることができる制度。 

◎ 

２．生産性向上につながる働き方改革の実施 

・在宅勤務制度や Secure BYODなどの運

用の柔軟化や対象者拡大をはかり、多様

な従業員が活躍できる働き方を推進す

る。 

・生産性向上のための労使協議を進め、在宅勤務制度をはじめとする各種

勤務制度の拡充について、2017 年度中に改定することに決定しました。 

 

△ 

３．育児・介護サービスの利用者拡大 

・2016 年度にサービスを充実した育児お

よび介護のサービス（育児クーポンや育

児・介護事由の休暇取得等）の利用者の

拡大をはかり、勤務継続およびワーク・

ライフ・バランスをサポートする。 

・育児・介護事由での休暇取得やベビーシッタークーポン等の育児支援サ

ービス等、両立支援施策を拡充しました。 

 

○ 

 

2017 年度の目標 

 

１．総労働時間の縮減 

 

・平均時間外労働時間は、2016 年度実績以下をめざします。 

・年次有給休暇取得および代休取得は、2016 年以上の取得率をめざします。 

・総労働時間は、2016 年度以上に短縮することをめざします。 

２．生産性向上につながる働き方改革の実践 

 

・テレワークの拡大、Secure BYOD の活用により生産性の高い働き方を拡大し、多様

な従業員が活躍できる環境に改善します。 

３．両立支援施策の拡大 

 

・育児・介護との両立の実態把握と両立支援制度の拡充により、勤務継続、キャリア

形成をサポートします。 

・生産性向上による総労働時間短縮、長時間労働者の削減 

・多様な人材が活躍できる柔軟な勤務制度の定着 

・従業員のキャリア継続をサポートする育児・介護関連制度の整備 
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ガバナンス NEC CSRレポート 2017 環   境 社   会 

人材開発・育成 

NEC では、セルフディベロップメント（自らの意思で自らの能力開発をはかるという考え方）を基本に、「NEC Way」の

実践をとおして、事業に貢献する人材づくりをめざしています。 

また、2016年 4月には、顧客起点で常に行動し、社会価値を創造し続けることのできる従業員の育成と組織風土・文化の醸

成をめざして「人財哲学」を制定しました。 

方針 

NEC では、セルフディベロップメントを基本に、事業に貢献する人材づくりをめざし、「事業遂行力の強化」「プロフェッショナル人材の

育成」「マネジメント人材の育成」を、人材開発の 3 つの柱として推進しています。 

 

 
NEC の人材開発マネジメント 

 

また、次のような「人財哲学」で、高い倫理観を持ち、顧客・市場の本質的な課題を深く理解して顧客起点で常に行動し、社会価値を創造

し続けることのできる従業員を育成しています。 

 
人財哲学 

NEC グループは、社会ソリューション事業を実現するために、 

高い倫理観を持ち、 

多様性を尊重する人、 

高い視座と広い視野で自ら考え、枠を超えて挑戦し、やり遂げる人を大切にします。 

自由な発想で考え、本音で語り合える組織風土を実現する 

経営幹部と管理職を評価します。 
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施策と制度 

人材開発施策 

人材開発施策の一端を担う研修は、当社全従業員が対象となる「共通研修」と、職種に応じた「専門研修」で構成されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

NEC における研修制度 

 

「共通研修」は、従業員一人ひとりの成長とスキルアップを目的にしたものから、昇格時あるいは選抜によって受講するものまで多様な研

修メニューを揃えています。また、「専門研修」は、各分野での専門性を磨きプロフェッショナルをめざすための研修群です。 

グローバル研修 

全世界でビジネスを展開している NEC は、グローバルスキルの強化を目的としたさまざまな施策を実施しています。これらの施策には、語

学力のみならず異文化対応スキルやビジネススキルをトータルで身につけるプログラムや、海外（新興国中心）でフィールドワークを行う

実践的なプログラムがあります。 

 

2013 年度からは、海外現地法人と本社の従業員が合同で参加する経営幹部候補を対象とした選抜研修を新たに立ち上げました。この研修

は、すべて英語で行うリーダーシップ研修です。 

 

また、海外拠点の従業員には、全社共通の Web 研修コンテンツを提供しており、CS、人権、情報セキュリティなど全社共通コンテンツを

英語版で提供し、推進をはかっています。 

NEC プロフェッショナル認定制度 

NEC では、ビジネスの最大の経営資源は「人」であり、お客さまに真の価値を提供できる高度な専門性を備えた人材の育成が重要であると

考えています。このため、「NECプロフェッショナル認定制度（NEC Certified Professional）」（以後、NCP認定制度）を導入しています。 

 

NCP 認定制度は、SE 人材、サービス人材など人材カテゴリーごとに、その専門性を市場価値に照らして 4 つの階層に区分しています。 

さらに、人材カテゴリーごとに業務プロセスを分析して必要となる人材タイプを設定し、それぞれの人材タイプごとに達成目標となるスキル

や業績の水準を詳細に定義しています。なお、NCP 認定者は、2017 年 4 月時点で約 10,300 名です。 
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グローバル人材情報システム「SAKURA」 

NEC では、人材開発活動を支える育成基盤として「グローバル人材情報システム（SAKURA）」を、国内関係会社も含め活用しており、現

在 23 社が採用しています。 

人材活用施策 

従業員一人ひとりの主体的なキャリア形成を支援するとともに、組織に多様な人材を配置し、組織の活性化を促す制度として、NEC グルー

プ内「人材公募制度」を設けています。これは、部門が必要とする人材の業務内容や条件をグループ内のイントラネット上で公開し、従業員

が上司の意向に関係なく、それぞれのキャリア観に基づいて応募することができる仕組みです。応募後は、募集部門による書類選考と面接選

考があり、それらに合格すると異動できる仕組みになっています。 

NEC グループキーポジション（GKP）の選定と幹部人材の育成 

NEC では、国内外の区別なく NEC グループ全体で重要ポジションへの適材適所化を進めるために、キーとなる役職を設定し、そのポジショ

ンへの登用や後継者の育成を計画的に行っています。 

キャリア開発支援施策 － ライフタイムキャリア・サポート 

従業員一人ひとりの自律的な成長のためには、それまでの自己を振り返り、自己革新と能力再開発を継続的に行うことが必要です。当社で

は、一人ひとりの従業員が生涯を通じて自律的な成長をはかることをめざしたキャリア支援施策「ライフタイムキャリア・サポート」を 2002

年から導入しています。 

 

以下が、その代表的なプログラムです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ライフタイムキャリア・サポートの流れ 

 

*「キャリア小包®」は、日本電気株式会社の日本における登録商標です。 

1. ワークライフバランス研修：ライフタイムの節目と考えられる30歳、40歳、50歳を迎えた従業員を対象に、自己のキャリアを見

つめ直し、能力開発目標の設定を行います。2016 年度は約 1,000 名がこの研修に参加しました。 

2. キャリア小包®：節目研修の中間年齢となる 35 歳、45 歳、55 歳の従業員を対象に、各年齢層に有効なキャリア情報など、今後の

キャリアやライフプランについて考えるきっかけを提供します。特に 55 歳を迎えた従業員には、退職金・年金制度についての Web

研修による「ライフデザインセミナー」も開講しています。 

3. キャリアアドバイス： 個々人が自らのキャリアを自律的に考えるためのサポートをする仕組みで、2002 年から実施しています。

専任のキャリアアドバイザーが専門的な立場からその人の価値観・適性を客観的に判断し、仕事と家庭の両立など、キャリア形成

に関するアドバイスを行っています。4 名のキャリアアドバイザーが年間約 600 名の相談を受けています。 
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2016 年度の主な活動実績 

グローバルリーダーの拡充 

人財哲学の考え方のもと、創立の月である 2016 年 7 月に、会長を塾長としたリーダー育成のための新たなプログラム「NEC 社会価値創造

塾」を設立し、2016 年 7 月から 2017 年 2 月にかけて実施しました。このプログラムでは、NEC の経営幹部、事業責任者が、さまざまな社

内外の講師・ステークホルダーや自分自身と対話を行います。対話を通して、当社のめざす社会価値創造企業のリーダーとして、高い倫理観

と視座・自らの使命を再認識し、社会価値を具現化するさまざまな構想力と実行力を強化することを目的としています 

 

また、今後のグローバル事業を牽引するリーダーとして期待されている海外現地法人の選抜メンバーを対象とした、「Drive NEC」（2013

年度からをスタート）を 2016年度は、5月に約 1週間、日本で開催しました。この研修は、各地域のリーダー候補が一堂に会し、自事業の戦

略やビジネスモデルについて考え議論することでブラッシュアップを行うとともに、人的ネットワークをグローバルに拡げる機会にもなって

います。 

社会ソリューション事業を担う人材像の策定 

NEC は、2015 中期経営計画において「社会価値創造型企業への変革」という目標を掲げ、これに向けて、従来のビジネスモデルを変革し

て社会ソリューション事業を立ち上げ、その事業を拡大するために必要な超上流人材の人材像やキャリアパスについて検討してきました。そ

して、社内で先行的に活動しているメンバーへのヒアリングをベースに、他社の取り組みや経済産業省が主宰する「フロンティア人材研究

会」の成果なども参考にして、超上流人材の能力面の特徴や、超上流のプロセスを遂行するためのスキルを定義しました。今後、これらを具

体的な育成施策や制度・仕組みの整備に活用していきます。 

若手の組織的育成強化 

若手社員が、入社 3年目終了時までに十分な基礎力を身につけ、NECグループビジョンおよびNECグループバリューを体現し即戦力となる

ことを目標に、2012 年度から 3YEARS Fundamental Program (3FP) を導入してきました。 

 

3FP では、自身の経験を振り返る年次ごとの節目研修や、工場体験学習や営業実習等で学んだことを自分の職場の課題解決に活かすプログ

ラムなど、さまざまなメニューを用意しています。 

 

また、職場全体で若手社員を育成する風土を醸成していくために、OJD (On the Job Development) 期間を 1 年間から 3 年間に延長すると

同時に、上司向けセミナーなども開催しています。 

グローバル要員の育成 

グローバル市場へのビジネス拡大に向けて、さまざまなグローバルスキル強化施策を行っています。特に海外の現地の市場を実際に体験

し、ビジネスのアイデアやビジネスプランを検討する体験型の研修プログラムへの派遣を拡充しています。その他、各種ビジネススキル強化

プログラムに加え、海外への業務研修派遣、海外留学なども積極的に実施しています。 

教育受講実績 

NEC では人材開発活動を支える育成基盤として、前出のように、個人の育成計画や実績情報を管理する「グローバル人材情報システム

（SAKURA）」を全社展開しています。2016 年度の、このシステムに登録された当社および NEC グループ従業員 1 人当たりの研修受講日数

は、それぞれ 5.1 日、4.5 日でした。 
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モニタリング・改善 

人材開発に関連する施策は、各部門のニーズを反映するとともに、職種ごとにも評価、改善を実施しています。例えば、2016 年度から

2017 年度にかけて、重点領域である AI、IoT、サイバーセキュリティの各領域において全従業員を対象とした育成施策・研修の企画・実施を

推進しています。 

 

また、研修コースについては、NEC の人材開発を担当する NEC マネジメントパートナー（株）と連携し、受講者評価などを参考に定期的に

見直しをはかっています。 

 

目標と成果 

中期目標(2016～2018 年度) 

2016 年度の目標、成果・進捗、達成度 

（達成度：◎目標達成、〇目標ほぼ達成、△目標一部達成、Ｘ進捗なし） 

目標 成果・進捗 達成度 

１．次世代経営者の拡充：「NEC 社会価値創造

塾」の立上げをはじめ、次世代経営者育成

研修を拡充する。 

・人財哲学の考え方のもと、創立の月である 2016 年 7 月に会長を塾長と

したリーダー育成のための新たなプログラム「NEC 社会価値創造塾」を

設立、2016 年 7 月から 2017 年 2 月にかけて実施しました。 

○ 

２．高度専門職の拡充：高度専門職育成施策を

拡充する。 

 

・専門人材の育成プロセス構築の検討、および新たな価値提供に向けた意

見交換の場として、高度専門技術者である NCP 上席プロフェッショナル

のコミュニティを立ち上げ、検討を開始しました。（各 1 回/2 チーム） 

○ 

３．人材強化に向けたプラットフォームの整

備：グローバル人材情報システム

「SAKURA」の活用策を整備する。 

 

・2016 年 4 月に導入したグローバル人材情報システム「SAKURA」を介

して、さまざまな人事施策に活用可能な、多面的かつ新鮮な人材データ

の収集・蓄積・検索を実現しました。今後さらに、職種・グレードとス

キル項目のグループ標準化や、アクセス権の拡大を予定しています。 

○ 

 

2017 年度の目標 

 
 

１．海外も含めた次世代経営者育成の拡充 ・2016 年度に開始した「NEC 社会価値創造塾」を軸に、海外の人財も含めたグローバ

ルでの次世代経営者育成プログラムを拡充する。 

２．高度専門人財育成の拡充 ・2016 年度に開始した「NCP 上席プロフェッショナルコミュニティ」での検討を加速

し、専門人財の育成プロセスを構築する。 

３．人財哲学に基づく研修体系の再構築 ・人財哲学をグループ全体に浸透させると共に、研修体系の再構築・プログラムの見直

しを行う。 

１．次世代経営者の拡充 

２．事業成長を担う高度専門職の拡充 

３．人材強化に向けたプラットフォームの整備 
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安全と健康 

NECでは、「働く人の安全と健康を確保し、快適で働きやすい職場の維持・向上に取り組みます」という基本理念を掲げて

います。この基本理念のもとで、安全衛生を統括する総務部と健康管理センター、事業場ごとの安全衛生管理組織が中心とな

って、予防管理に重点を置いたさまざまな活動に取り組んでいます。 

方針 

当社では、「全社安全衛生活動方針」のもと、従業員（派遣社員も含む）の安全と健康を確保し、快適で働きやすい職場の維持・向上のため

に、次のような行動指針を設けています。 

 

【全社安全衛生活動方針 行動指針】 

1．労働安全衛生活動を継続的かつ効率的に実施し、労働安全衛生マネジメントシステムを改善します。 

2．労働災害ゼロを目指し、危険源の特定、リスクアセスメント、リスク管理を推進します。 

3．労働安全衛生に関する法規制およびその他取り決め事項を遵守します。 

4．労働安全衛生義務を理解し、実践できるように周知徹底をはかります。 

5．労働安全衛生活動に関する情報を積極的に開示します。 

6．働く人の心身の健康づくりと快適な職場環境づくりに努めます。 

7．本方針と労働安全衛生マネジメントシステムを定期的に見直し、適切性と有効性を確実にします。 

推進体制 

当社では、総務部が当社および国内関係会社の安全と健康に関する施策立案を行い、その内容を地区ごとに、地区総務部の安全衛生担当者と

健康管理センター（産業医・保健師看護師）とが連携して運用します。そして、主に事業部ごとに選出された安全衛生委員も参加する地区の安

全衛生委員会の運営や健康関連施策の運用フォローにより、職場の安全衛生の確保に取り組んでいます。 

 

こうした取り組みの日常的な報告事項は、当該業務を主管する総務部および執行役員で対応しますが、大規模災害や感染症のパンデミック 

対応などの重要事項については、社長や取締役など会社幹部が出席する中央事業継続対策本部で対処します。 

 

一方、当社海外現地法人との健康・労働災害等の情報交換の機会には、すでに導入している安全衛生マネジメントシステムに関する説明に加

え、その運用方法についてアドバイスなどを行っています。 
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NECグループ（国内）の安全衛生・健康管理体制 

 

2016年度の主な活動実績 

安全衛生 

当社における安全衛生活動は、「全社横断的な課題への取り組み」と、「各社・各事業場の特性を考慮した個別課題への取り組み」という 

2つの視点で実施しています。 

 

全社横断的な取り組みとしては、「NECグループ企業行動憲章」や「NECグループ行動規範」に基づいて、当社がステークホルダーに コミ

ットするものとして、2010年度に「全社労働安全衛生方針」を策定しました。さらに 2012年度には、その基本ルールである「労働安全衛生

管理規程」を制定して、NECの安全衛生活動の品質向上に努めています。 

 

また、各社・各事業場の特性を考慮した個別課題への取り組みとしては、2010年度から安全衛生に関する公的認証の「OHSAS18001」の 

認証取得に取り組んでいます。2016年度までに、京浜地区事業場および、製造ライン等で安全衛生リスクが想定される NECグループ関係会社

11社がOHSAS18001を取得しました。 

 

その他、2016年度は、労働安全衛生法改正に関する対応として、化学物質のリスクアセスメントを開始し、一定量の危険有害性のある化学物

質の適切な管理に努めています。 
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OHSAS18001登録証明書 

 

健康管理 

過重労働による健康障害防止対策 

当社では、労使の協定時間などを踏まえて従業員（派遣社員も含む）が過重な勤務とならないように管理をしています。具体的には、勤務

管理システムによる職場と人事部門の日次管理の徹底や、長時間勤務懸念者に対して月半ばでアラームメールをシステムから自動発信するな

どの管理の徹底をはかっています。また、長時間勤務を行った従業員に対しては、厚生労働省の「過重労働による健康障害防止のための総合

対策」を踏まえて、Webによるヘルスチェックを行うことで疲労の蓄積度合いを把握しています。また、勤務（長時間）データと健康診断

（定期健康診断・メタボ健診）データに基づいてフォローが必要な対象者を抽出し、産業医・保健師による面談、就業制限措置等を実施して

います。 

メンタルヘルスケアへの取り組み 

当社では、メンタルヘルスケアを健康管理の重要課題と位置づけ、予防を中心とした取り組みを行い、従業員の心の健康維持による健全な

職場づくりを進めています。 

・ 2005年 2月から、「心の健康支援プログラム」を導入しています。このプログラムは、①早期発見・早期治療を主眼とした「初期サポー

ト」、②メンタル不調者の治療中の対応を行う「経過サポート」、③休職者が円滑に復職するための「職場復帰支援プログラム」で構成さ

れています。 

・ 2010年度に職場復帰支援プログラムを改訂し、復職判断のプロセスと基準を明確化しました。休業者の円滑な職場復帰に向けた取り組み

を強化した結果、発症の早い段階からの本人や上司による相談が増え、メンタルヘルスケアへの認識が浸透してきています。 

・ 2011年度以降は、予防に向けた取り組みとして、管理職層向けのプライマリケア教育を実施しています。この教育は、コミュニケーショ

ンの活性化や、より良い人間関係の構築、相談しやすい環境づくりなど、不調・疾病防止のために部下をどのようにケアやマネジメントし

ていくか、管理職層自身が考えて今後の行動計画につなげるという内容です。 

また、社内と社外に相談窓口を設置し、従業員やその上司が、異変に気づいたら速やかに相談できる体制を整えています。社内相談窓口と

しては、各事業場の健康管理センターに「こころの健康相談」の専用内線電話を設置し、産業医・保健師が相談に応じています。社外相談

窓口としては、NEC健康保険組合が社外専門機関と契約し、従業員本人や家族（被扶養者）が電話等で相談できる体制にしています。 

・ 2016年度からは、2015年 12月に施行された改正労働安全衛生法を踏まえ、全従業員にストレスチェックを実施し、面談のフォローや早

期の相談促進をはかることにより、プライマリケアの一層の強化に取り組んでいます。 
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「NEC Health Innovation21」活動 

当社では、2004年からメタボリックシンドローム（メタボ）に着目し、脳・心臓疾患の発症リスクの高い従業員に対して生活改善指導を 

行っています。  

・ 法改正にともなう特定健康診査・特定保健指導への対応を踏まえ、2008年 4月から、「NEC Health Innovation21（NHI21）」活動と称

したメタボ施策の強化・充実をはかっています。特にメタボについては、2008年度から 2015年度末までの成果として、32.3％のメタボ

削減率を達成し、厚労省の定めた 2017年度末までの目標である 2008年度比 25％削減を前倒しで大きく上回りました。 

・ 2013年度からは、NHI21に、メンタルヘルス対策、がん予防施策、歯科（口腔衛生）を加え、年代別の心身の健康増進活動を展開する施

策を含めた「NHI21 Second season」に取り組んでいます。「NHI21 Second season」では、従業員（派遣社員も含む）の家族を含めた

生活習慣病予防に取り組んでおり、家族参加イベントの「NEC健康フェア」ではメタボ予防に加え、がん検診や季節性インフルエンザをは

じめとした感染症対策の意識啓発も実施しています。 

心身の健康増進活動の実施 

全従業員を対象とした活動 

・ Webメンタルヘルス教育を実施 

・ 世界保健機関 (WHO)が制定した世界禁煙デーに合せて、NEC禁煙デーを設定し、禁煙を促進 

・ 事業場単位で、喫煙者あるいは禁煙希望者を対象に、禁煙セミナーを実施 

 

年代別の活動 

・ 20歳代：入社時に行う新入社員健診と健康教育として「フレッシャーズ面談」（全新入社員を対象とした保健師による面談）を実施 

・ 30歳代：「健康カレッジ 30」と称して、30歳到達者全員を対象に集合型セルフケア教育を実施 

・ 指定された年齢の従業員および希望者を対象に、生活習慣病セミナーを実施。例えば、府中事業場では、25歳、30歳、35歳の従業員を対

象に健康増進プログラム（講義、ストレッチ、体力測定など）を実施 

階層別、その他の属性を対象とした活動 

・ 管理職向けメンタルヘルス教育（メンタル不調の部下を抱える管理職向け）を実施 

・ 管理職向けメンタルヘルス教育（プライマリケア）を実施 
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労働災害発生状況推移 

［対象範囲： 日本電気（株）］ 

 

NECにおける労働災害は、外出・出張中における駅の階段でのつまずきや道路での転倒などが主なもので、重大災害は起きていません。今後

も、労働安全の啓発を進めるため、安全衛生委員会における活動や職場の日常点検などを行いながら、労働災害発生の低下をめざします。 

 

 
 

*1 度数率＝労働災害による死傷者数÷延実労働時間数×1,000,000 
*2 強度率＝労働損失日数÷延実労働時間数×1,000 

 

労働災害発生状況の推移 
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目標と成果 

中期目標（2016～2018年度） 

 

2016年度目標、成果・進捗、達成度 

（達成度：◎目標達成、〇目標ほぼ達成、△目標一部達成、Ｘ進捗なし） 

目標 成果・進捗 達成度 

１．安全衛生  

・ NEC事業場内労働安全衛生マネジメン

トシステムを状況に応じて改善し、管

理体制の強化・維持をはかる。 

・ 当社および国内関係会社における労働安全衛生マネジメントシステムの維

持と促進により、新規に国内関係会社 1社が認証を取得しました。 

 

◎ 

２．健康管理  

・ 健康保険組合および健康管理センター

と連携して、心身の健康にかかわる予

防施策を強化する。 

・ 全従業員および管理職を対象としたメンタルヘルス教育や年代別健康教育

を実施し、予防施策を強化しました。 

◎ 

 

2017年度の目標 

 
 

１. 安全衛生 ・ NEC事業場内労働安全衛生マネジメントシステムを状況に応じて改善し、管理体制の

維持をはかることに加え、事業場外の現場における安全衛生管理の強化を行う。 

２. 健康管理  ・ 健康保険組合および健康管理センターと連携して、心身の健康にかかわる予防施策を

強化する。 

１. 安全衛生：NECグループにおいて安全衛生マネジメントシステムの効果的な運用と改善を行う。 

２. 健康管理：NECグループ全体に年代別のライフステージに基づいた心身の健康施策を展開し、従業員の心身の健康増進をはかる。 
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CS(顧客満足) 

NEC は、1899 年の創業当時から「ベタープロダクツ・ベターサービス」をモットーにしています。全社員が、お客さまの

期待をとらえて、考え、行動する企業文化をつくることで、お客さまにとって価値ある商品やサービスを創造し、お客さまか

ら信頼され、選ばれる企業となることをめざしています。 

このモットーに使われている言葉が、“ベスト”ではなく“ベター”であるということの意味は、「決して、ある時点のベス

トで止まることなく、お客さまにとってより良いものを、いつまでも追求し続ける」という NECの強い想いが込められてい

ます。 

NEC では、企業行動憲章の第１項に「お客さまの満足」を掲げ、グループ社員すべての行動の基軸を「お客さま」に置いて

います。そしてお客さまとの信頼関係構築には、CS(顧客満足: Customer Satisfaction)の向上が不可欠であると考えていま

す。 

方針 

NEC では、1992 年に「CSM（Customer Satisfaction Management）コンセプト」を策定しました。CSM コンセプトは、NEC の CS マ

ネジメントのあり方を示した「意義」、アプローチの方法を示した「活動体系」、“お客さま満足度業界 No.1 の達成”という NEC の CSM の

めざす「ゴール」、そして具体的活動の方向性を示した「CS 行動指針」からなっています。 

 

【CS 行動指針】 

NEC のすべての人々が常に、 

・ 「お客さまへの満足の提供」という共通の目標を持つ。 

・ お客さまの立場に立ってお客さまの気持ちや意図を理解し、すばやく柔軟に対応する。 

・ お客さまの使い心地や便利さを第一に考え、納得し安心していただける商品やサービスを提供する。 

・ お客さまのニーズや希望を敏感にキャッチできる感性を磨き、お客さまにとって新しい価値や将来の展望を提供する。 

・ お客さまのお客さまや、お客さまを取り巻く社会や環境までも意識し、その課題解決を行う。 

 

CSM コンセプト 

  

http://jpn.nec.com/cs/thinking.html
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推進体制 

NEC における CS 向上活動は、各事業部門および国内外の関係会社単位で選ばれた「CS 推進責任者」が中心となって行っています。CS 推

進責任者の基本的な役割は、お客さま視点で社内の活動を見つめて、より価値の高い事業活動をめざし、継続して改善活動を推進することで

す。そして、CS 向上活動の進捗状況は、社長以下経営トップが参加する会議で報告され、次年度の活動につなげていくために PDCAサイクル

を回しています。 

 全員でクオリティを追求 

お客さまの声は、調査だけでなく、さまざまな組織や活動を通じて NEC に届きます。NEC は、主要な製品、サービスごとにお客さまから

のご相談やご意見、ご要望をお伺いするために専門の窓口を設けています。個々の窓口では、製品、サービスの専門性を高めるとともに、お

客さまの声に基づいた対応を常に心掛けています。 

 お問い合わせ窓口 

NEC では、扱う事業や製品が多様化しているために、問い合わせをしようとしても「どの窓口に問い合わせたらいいのか、よく分からな

い」という声も聞かれます。そのようなときのために、あるいは NEC に対するご意見、ご要望をいただくなどのために、国内総合相談窓口と

して「NEC カスタマーコミュニケーションセンター（略称：CCC）」を設置しています。この CCC では、まずお客さまのご意見、ご要望を

十分にお伺いし、お申し出の内容を正確に把握することに努め、速やかに関係部門と連携して、お客さまの課題解決に取り組んでいます。  

 

「NEC カスタマーコミュニケーションセンター」へのお問い合わせは、下記のとおりです。 

 

 「NEC カスタマーコミュニケーションセンター（CCC）」の活動詳細 

 

 

  

お客さま

商品・サービスの改善

全従業員

CS推進責任者

経営トップ

お
客
さ
ま
の
声
の
分
析
・
共
有
化

お客さまとの接点

・各事業部門

・ビジネスパートナー・販売店様

・お客さまアンケート

・お問い合わせ窓口

→各コンタクトセンター

→NECカスタマーコミュニケーションセンター

お客さまから求められる
商品・サービスの実現

お客さまからの
・ご意見
・ご要望
・ご不満

総合窓口：0120-190-395（フリーダイヤル） 

携帯電話などフリーダイヤルがご利用いただけない場合は、 

03-3454-3388（通話料金はお客さまのご負担となります）。 

ご利用時間：8:30～17:15 月曜日～金曜日（年末年始、祝日および当社休業日を除く）。 

※電話番号をよくお確かめの上、おかけください。お電話だけでなく、Web でも受け付けています。 

http://jpn.nec.com/cs/quality.html
http://jpn.nec.com/contactus/index.html?
http://jpn.nec.com/cs/voice_cccactivity.html
https://www.nec.co.jp/cs/cgi-bin/opinion_form.cgi?cspage
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2016 年度の主な活動実績 

当社では、お客さまとゆるぎない信頼関係を築き選ばれる企業であり続けるために、CS 活動を、お客さまへの価値提供に向けた事業活動の

一環ととらえています。そのため、全社画一的な活動ではなく、各事業領域の特性に即した取り組みを推進しています。 

 

事業部門における CS 活動の実践 

2016 年度は、各事業部門がそれぞれの領域に応じて注力領域や改善すべき課題を明確にし、CS 向上活動に取り組みました。その際、お客

さまのご不満と感じる要因がどこにあるのか、仮説を立てたうえで対策を講じ、その有効性や活動の成果をお客さまの声や CS 調査で確認す

る PDCA サイクルを回しました。 

 

また、それぞれの部門では、日頃の活動から得られるさまざまなお客さまの声や CS 調査の結果を、問題点の原因究明や製品・サービスの

強化・改善につなげると同時に、お客さまの潜在的なニーズやお困りごとの発見に活用し、提案活動に取り組んでいます。 

 

お客さま起点の企業風土の定着化 

お客さまにご満足いただける製品・サービスを開発し、提供するための基盤となるのは「人」です。私たちは自ら気づき、自立的な改善を

促進する「人づくり」に着目して、職種別・階層別にさまざまな教育を進めています。 

 

・全社共通 CS マインド醸成教育 プログラム「お客さまを意識して仕事を進める（Customer-oriented Business）」 

 → 当社新入社員、新任主任、途中採用者、また当社への出向者全員対象（2016 年度 約 1,700 人受講） 

・新任マネージャ研修プログラム「CS 経営」 

 → 当社新任マネージャ全員対象 

 

また、お客さま視点、あるいは、お客さまの先のお客さま（生活者・消費者）視点で実践された活動を表彰する取り組みも継続していま

す。「ベタープロダクツ・ベターサービス」の実現に向け、地道な活動にも光を当てることで、従業員のさらなる実践意欲の醸成が期待され

ます。 

 

 CS 教育の詳細 

 

意識から行動へ（CS マインド醸成教育） 

当社では、お客さま起点での行動を日々の活動の中で具体的に実践するために、職種別・階層別の教育に加えて、個別集合教育にも取り組

んでいます。CS マインドの醸成による意識づけから、具体的な行動につなげるためのアプローチ方法の習得、さらに、事例を通して顧客価値

創造、CS 向上のポイントを学ぶなど、CS を意識から行動へつなげるための一連の教育プログラムを展開しています。 

  

http://jpn.nec.com/cs/pursuit.html
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目標と成果 

中期目標（2016～2018 年度） 

 

2016 年度の目標、成果・進捗、達成度 

（達成度：◎目標達成、〇目標ほぼ達成、△目標一部達成、Ｘ進捗なし） 

目標 成果・進捗 達成度 

１．お客さまからの「声」を起点とした改善

活動を、全社画一的ではなく、それぞれ

の事業特性に即した形で進める。 

・ 当社の各事業部門が注力領域を明確化した上で、それぞれ個別に CS 向

上目標を設定し CS 活動計画を策定。お客さまの声や CS 調査から活動の

成果を確認し、改善につなげています。 

・ 外部からは、次のような評価を受けています。 

・「日経コンピュータ 顧客満足度調査 2016-2017」 において、PC サー

バー 部門で 1 位を獲得しました。 

・「日経コンピュータ パートナー満足度調査 2017」 では、次の 6 部門

で 1 位を獲得しました。「PC サーバー部門、エンタープライズサー

バー部門］「タブレット部門」「ネットワーク機器部門」「シンクラ

イアントシステム/デスクトップ仮想化ソフト部門」「統合運用管理

ソフト（サーバー/ネットワーク系）部門」。 

○ 

２．お客さま起点の企業風土づくりを定着さ

せるために、国内外の NEC グループ従業

員の CSマインドの醸成をはかり、好事例

の情報共有をはかる。 

 

・ 社長をはじめとする経営トップからの社員に向けた顧客視点や CS の重

要性について、継続的なメッセージの発信や CS 研修、社内 Web サイト

での社内外の好事例の共有などを通じて、社員の CS マインドを醸成し

ています。 

・ お客さま起点の企業風土づくりの定着化をめざし、NEC の価値観のひと

つでもある、お客さまに対する「ベタープロダクツ・ベターサービス」

を体現する優れた活動を社内で表彰し、その取り組みを広く共有してい

ます。 

◎ 

2017 年度の目標 

 

１．お客さまからの「声」を起点とした改善活動を、全社画一的ではなく、それぞれの事業特性に即した形で継続的に進める。 

 

２．お客さま起点の企業風土づくりを定着させるために、国内外の NEC グループ従業員の CS マインドを継続的に醸成し、好事例の情

報共有をはかる。 

お客さまからゆるぎない信頼を獲得し、“選ばれる企業”であり続ける。 
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品質・安全性の確保 

NEC は、1899 年の創業当時から「ベタープロダクツ・ベターサービス」をモットーにしています。全社員が、お客さまの

期待をとらえて、考え、行動する企業文化をつくることで、品質や安全性の観点で、お客さまに期待されている以上の製品や

サービスを提供できるようになることをめざしてきました。 

このモットーに使われている言葉が、“ベスト”ではなく“ベター”であるということの意味は、「決して、ある時点のベス

トで止まることなく、お客さまにとってより良いものを、いつまでも追求し続ける」という NEC の強い想いが込められて

います。 

 こうした価値観に基づき、すべての社員が、自らの業務の質、製品・サービスの質を上げることで、「品質の NEC」と信頼

いただき、愛される NEC でありたいと考えています。 

方針 

当社では、「品質・安全性理念」および「行動指針」を次のように定め、徹底をはかっています。 

品質・安全性理念 

NEC は、CS（顧客満足）に対する責任を第一とし、ベタープロダクツ・ベターサービスを提供し続ける。 

行動指針 

1. 品質マネジメント 

1) 顧客や社会の新たな価値を考え、行動する。 

2) NEC ブランドを維持し、発展させる。 

3) 一人ひとりが品質の重要性を認識し、その向上に努める。 

4) 製品およびサービスの品質を確保し、関連する法令および規制等を遵守する。 

5) 製品およびサービスの品質に関する問題に対して誠実に対応する。 

 

2. 安全性管理 

1) 一人ひとりが製品およびサービスの安全性の重要性を認識する。 

2) 製品およびサービスの安全性を確保し、関連する法令および規制等を遵守する。 

3) 製品およびサービスの安全性に関わる問題に対して誠実に対応する。 

推進体制 

品質・安全性リスク管理体制 

製品やシステム、サービスの品質・安全性リスクに対する備えは、当社にとって重要な経営課題の 1 つです。このため、2000 年 10 月から

全社的な品質・安全性リスク管理体制を再構築し、運用を徹底しています。 

 

具体的には、全社規程や基準を定めて活動体系を明確にするとともに、各事業部内で品質・安全性管理責任者を任命し、製品の品質・安全

性等に関わる法規制の遵守のための仕組みや体制を整備し、周知徹底をはかっています。そして、「品質・安全性活動方針」を定め、安全

性・信頼性技術の向上、重要部品の標準化、ノウハウの共有化などにより、不具合の未然防止・再発防止活動を行っています。 
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万が一、社会的に影響の大きい重大システムトラブルや重大製品事故が発生した場合の対応として、緊急リスクマネジメント報告（経営者

層への迅速なエスカレーション）を行うとともに、緊急対策会議を開きます。この会議は、当該事業部門だけでなく専門スタッフ部門も参加

し、お客さま対応、所轄官庁対応、広報対応などについて迅速な協議を行い、当該案件に対する全社方針を決定します。さらに、これらの実

施状況を、社内監査部門が基準に従って監査する仕組みも整っています。 

 

また、2010 年 10 月からは、重要品質問題に関するエスカレーション対応の強化を目的に、お客さまで発生した重大なシステムトラブルや

重大製品事故について、担当事業部門から経営者層に直接エスカレーションするルールに改定しました。このように、「One NEC」として、

品質・安全性リスク管理に迅速に取り組んでいます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

教育（安全・安心を実現するための人づくり） 

製品の安全性や品質を向上させるためには、人材の育成やスキルの向上が非常に重要です。このため当社では、品質・安全性管理標準や技

術基準などに関する基礎知識・専門知識の習得、設計・製造における実践力向上などを目的に、16 コースの教育を役割別・専門分野別に実施

しています。特に、品質・安全性リスク管理の要となる品質・安全性管理責任者に対しては、対象者全員に専門教育を実施しています。 

またNECでは、実際の機器を使って安全技術の教育を行う「安全レビュー実践道場」を設けており、多くの安全技術専門家を育てています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    電源コード固定の強度試験                電圧の測定         

       (安全レビュー実践道場)      (安全レビュー実践道場) 
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製品の安全性確保 

NEC グループでは、お客さまの安全性確保の観点に基づき、製品、サービスの企画時から国際規格に適合することで、国際的な商品力を

高める「グローバルファースト」という考え方を基本方針として商品開発に取り組んでいます。このため、情報技術機器の世界的標準として

広く認められていて、国際安全技術基準の１つである「IEC 60950-1（JIS C 6950-1）」を基本として、ハードウェア製品の安全性確保に努

めています。 

 

また、この IEC 60950-1 を補強するために、独自の安全対策を追加した「グループ安全規格」を制定しています。さらに、「基本安全規

格」を制定し、リスクアセスメントの実施や、必要なグループ安全規格を指定することにより、製品の安全を確保し、製品安全事故の防止を

はかっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

NEC の安全技術基準体系 

関係法規制の遵守 

NEC グループ内の各製品が遵守すべき技術法規制の”見える化”を目的に、どの事業体の製品にどのような法規制があるかが一目でわかる

「技術法規制マップ」（製品関連 44 規制、スタッフ関連 901 規制）を作成しています。同マップを活用することで、電気用品安全法や電波

法・電気通信事業法など国内の各種法規制および海外向け製品に対する各国の法規制等にきめ細かく適合し、技術法規制の遵守に努めてい

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

技術法規制マップ 

技術法規制の“見える化” 
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2016 年度の主な活動実績 

NEC グループ品質推進会議 

NEC グループ製品の、品質・安全性等に関わる法規制遵守のための仕組みや体制

の構築、運用を担う品質・安全性管理責任者と、当社の品質担当役員が一堂に会

し、年に 2 回「NEC グループ品質推進会議」を開催しています。 

 

この会議は、品質方針の説明、品質事例の発表を通じて、関係者間で情報共有・

水平展開することを目的としており、2016 年度は 6 月と 11 月に開催しました。 

 

「品質は下流で保証するものではなく、上流で作り込み推進するもの」というこ

とを信条に、活発な議論を重ねながら活動しています。 

 

 

 

 

 

プロジェクトマネジメント表彰 

困難なプロジェクトへの取り組み、特に顕著な成果をあげたプロジェクトチーム

や、有益なプロジェクト支援を行った組織・グループを対象とした「プロジェクト

マネジメント表彰」と「優秀事例発表会」を毎年開催しています。 

 

表彰案件は、 

①リスクの高いプロジェクトに挑戦し見事に克服した。 

②リスクが発生したプロジェクトのリカバリーを成し遂げた。 

③現場革新活動でプロジェクトを支えた。 

という 3 つの観点から選出され、優秀な活動を行ったチームの功績を称えていま

す。 

 

この表彰は、NEC グループ全社員に対して、プロジェクトリスクマネジメントの重要性を意識づけ、リスクの高いプロジェクトに挑戦し完

遂・リカバリーすることにも意義があるということを浸透させる狙いがあります。また、表彰事例を発表し、リスクマネジメントのベストプ

ラクティスをグループ内に水平展開することによって、新たなプロジェクトリスクの発生防止に役立てるという狙いもあります。 
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環境 

NEC は、事業活動に伴う自社の環境負荷をサプライチェーン全体で削減することはもとより、お客さまに提供するソリュー

ションを通じて、環境面からの社会価値創造に取り組んでいます。 

 環境活動の詳細は、環境アニュアルレポート 2017 を参照ください。 

トップメッセージ 

NEC は、1970 年に環境問題への専門対応組織を立ち上げて以来、様々な環境課題に対し、積極的に取り組み、そこで得たスキルやノウハ

ウを、ソリューションとしてお客様や社会の課題解決に役立てることで事業と一体となった環境経営を推進しています。 

 

昨年度は、「気候変動」が NECの事業にとって特に重要な課題であることから、「環境経営行動計画 2020/2030」として「緩和」と「適

応」の両輪での気候変動対策を強化しました。昨年度の進捗は、本環境アニュアルレポートの中で紹介しておりますとおり、一部の指標で狙

い通りの成果に至らなかったものがありましたが、2020 年目標に向けては概ね順調に推移していると考えています。 

 続きはこちら 

会社概要／報告対象範囲 

会社概要および環境アニュアルレポート 2017 の報告対象範囲を参照ください。 

 会社概要 

 報告対象範囲 

2016 年度 環境活動ハイライト 

 中長期の環境経営目標に対する2016 年度の進捗状況 

 シンガポールにおける次世代電力網に関する共同開発プロジェクト「SPEAR」に参画 

タイで洪水や土砂崩れに関するシミュレーションシステムを活用した実証実験を実施 

2016 年度 環境活動実績 

 方針・計画・実績 

 マネジメント 

 環境配慮型製品 

 回収・リサイクル 

 環境負荷低減 

 生物多様性保全 

 環境コミュニケーション 

 事業場・グループ各社の取り組み 

http://jpn.nec.com/eco/ja/annual/index.html
http://jpn.nec.com/eco/ja/annual/top/index.html
http://jpn.nec.com/profile/profile.html
http://jpn.nec.com/eco/ja/annual/company/index.html
http://jpn.nec.com/eco/ja/annual/2017hl/01.html
http://jpn.nec.com/eco/ja/annual/2017hl/02.html
http://jpn.nec.com/eco/ja/annual/2017hl/03.html
http://jpn.nec.com/eco/ja/announce/index.html
http://jpn.nec.com/eco/ja/management/index.html
http://jpn.nec.com/eco/ja/product/index.html
http://jpn.nec.com/eco/ja/recycle/index.html
http://jpn.nec.com/eco/ja/issue/index.html
http://jpn.nec.com/eco/ja/life/index.html
http://jpn.nec.com/eco/ja/communication/index.html
http://jpn.nec.com/eco/ja/group/index.html
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対照表： GRI (Global Reporting Initiative) 

「NEC CSRレポート 2017」の制作にあたり、GRI (Global Reporting Initiative)「サステナビリティ・ 

レポーティング・ガイドライン第 4版」（G4）の中核に準拠しています。 

 GRI＝Global Reporting Initiative 

 

項目 指標 該当ページ 

戦略および分析 

G4-1 a. 組織の持続可能性の関連性と組織の持続性に取り組むための戦略に関して、組織の最高

意思決定者（CEO、会長またはそれに相当する上級幹部）の声明を記載する。 

トップメッセージ 

組織のプロフィール 

G4-3 a. 組織の名称を報告する。 
プロフィール 

G4-4 a. 主要なブランド、製品およびサービスを報告する。 
事業内容 

G4-5 a. 組織の本社の所在地を報告する。 
プロフィール 

G4-6 a. 組織が事業展開している国の数、および組織が重要な事業所を有している国、報告書中

に掲載している持続可能性のテーマに特に関連のある国の名称を報告する。 
海外グループ関係会社 

G4-7 a. 組織の所有形態や法人格の形態を報告する。 有価証券報告書 

G4-8 a. 参入市場（地理的内訳、参入セクター、顧客および受益者の種類を含む）を報告する。 有価証券報告書 

G4-9 a. 組織の規模（次の項目を含む）を報告する。 

・総従業員数 

・総事業所数 

・純売上高（民間組織について）、純収入（公的組織について） 

・株主資本および負債の内訳を示した総資本（民間組織について） 

・提供する製品、サービスの量 

会社概要 

  

https://www.globalreporting.org/Pages/default.aspx
http://jpn.nec.com/csr/ja/message/index.html
http://jpn.nec.com/profile/profile.html
http://jpn.nec.com/profile/outline.html
http://jpn.nec.com/profile/profile.html
http://www.nec.com/en/global/office/index.html
http://jpn.nec.com/ir/pdf/securities/2016/2016179_04.pdf
http://jpn.nec.com/ir/pdf/securities/2016/2016179_04.pdf
http://jpn.nec.com/profile/corp.html
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項目 指標 該当ページ 

G4-10 a. 雇用契約別および男女別の総従業員数を報告する。 

b. 雇用の種類別、男女別の総正社員数を報告する。 

c. 従業員・派遣労働者別、男女別の総労働力を報告する。 

d. 地域別、男女別の総労働力を報告する。 

e. 組織の作業の相当部分を担う者が、法的に自営業者と認められる労働者であるか否か、

従業員や請負労働者（請負業者の従業員とその派遣労働者を含む）以外の者であるか否か

を報告する。 

f. 雇用者数の著しい変動（例えば観光業や農業における雇用の季節変動）があれば報告 

する。 

ダイバーシティ＆イ

ンクルージョン 

G4-11 a. 団体交渉協定の対象となる全従業員の比率を報告する。 有価証券報告書 

G4-12 a. 組織のサプライチェーンを記述する。 
サプライチェーンマ

ネジメント 

G4-13 a. 報告期間中に、組織の規模、構造、所有形態またはサプライチェーンに関して重大な 

変更が発生した場合はその事実を報告する。 

例えば、  

• 所在地または事業所の変更（施設の開設や閉鎖、拡張を含む） 

• 株式資本構造の変化、その他資本の形成、維持、変更手続きの実施による変化

（民間組織の場合） 

• サプライヤーの所在地、サプライチェーンの構造、またはサプライヤーとの関係

の変化（選択や終了を含む） 

有価証券報告書 

外部イニシアティブへのコミットメント 

G4-14 a. 組織が予防的アプローチや予防原則に取り組んでいるか否か、およびその取り組み方に

ついて報告する。 
環境負荷低減 

製品含有化学物質規制

への対応 

  

http://jpn.nec.com/eco/ja/issue/index.html
http://jpn.nec.com/eco/ja/product/chemical/index.html
http://jpn.nec.com/ir/pdf/securities/2016/2016179_04.pdf
http://jpn.nec.com/ir/pdf/securities/2016/2016179_04.pdf
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項目 指標 該当ページ 

G4-15 a. 外部で作成された経済、環境、社会憲章、原則あるいはその他のイニシアティブで、 

組織が署名または支持したものを一覧表示する。 
国連グローバル・コン

パクト 

JEITA 責任ある鉱物

調達検討会 

BERC 

NECのデザインに関す

る社会活動 

G4-16 a.（企業団体など）団体や国内外の提言機関で、組織が次の項目に該当する位置付けに 

あるものについて、会員資格を一覧表示する。  

• ガバナンス組織において役職を有しているもの  

• プロジェクトまたは委員会に参加しているもの 

• 通常の会員資格の義務を超える多額の資金提供を行っているもの 

• 会員資格を戦略的なものとして捉えているもの 

国連グローバル・コン

パクト 

JEITA 責任ある鉱物

調達検討会 

BERC 

NECのデザインに関す

る社会活動 

特定されたマテリアルな側面とバウンダリー 

G4-17 a. 組織の連結財務諸表または同等文書の対象になっているすべての事業体を一覧表示 

する。 

b. 組織の連結財務諸表または同等文書の対象になっている事業体のいずれかが報告書の 

掲載から外れていることはないか報告する。 

組織体制 

プロフィール 

G4-18 a. 報告書の内容および側面のバウンダリーを確定するためのプロセスを説明する。 

b. 組織が「報告内容に関する原則」をどのように適用したかを説明する。 
サステナブル経営 

G4-19 a. 報告書の内容を確定するためのプロセスで特定したすべてのマテリアルな側面を一覧 

表示する。 
サステナブル経営 

  

http://ungcjn.org/gcjn/state/members.html
http://jpn.nec.com/csr/ja/pdf/2017_07.pdf#page=2
http://jpn.nec.com/csr/ja/pdf/2017_06_02.pdf#page=4
http://jpn.nec.com/design/activity/index.html
http://ungcjn.org/gcjn/state/members.html
http://jpn.nec.com/csr/ja/pdf/2017_07.pdf#page=2
http://jpn.nec.com/csr/ja/pdf/2017_06_02.pdf#page=4
http://jpn.nec.com/design/activity/index.html
http://jpn.nec.com/profile/organization.html
http://jpn.nec.com/profile/profile.html
http://jpn.nec.com/csr/ja/management/management.html
http://jpn.nec.com/csr/ja/management/management.html
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項目 指標 該当ページ 

G4-20 a. 各マテリアルな側面について、組織内の側面のバウンダリーを次の通り報告する。  

• 当該側面が組織内でマテリアルであるか否かを報告する 

• 当該側面が、組織内のすべての事業体（G4-17による）にとってマテリアルで 

ない場合、次の 2つの方法のどちらかを選択して報告する 

G4-17の一覧に含まれており、その側面がマテリアルでない事業体または事業体

グループの一覧、または、G4-17の一覧に含まれており、その側面がマテリアル

である事業体または事業体グループの一覧 

• 組織内の側面のバウンダリーに関して具体的な制限事項があれば報告する 

サステナブル経営 

環境アニュアルレポー

ト報告対象範囲 

有価証券報告書 

G4-21 各マテリアルな側面について、組織外の側面のバウンダリーを次の通り報告する。  

• 当該側面が組織外でマテリアルであるか否かを報告する 

• 当該側面が組織外でマテリアルである場合には、当該側面がマテリアルである 

事業体または事業体グループ、側面がマテリアルとされる理由となった要素を 

特定する。また、特定した事業体で当該側面がマテリアルである地理的所在地を

記述する 

• 組織外の側面のバウンダリーに関する具体的な制限事項があれば報告する 

サステナブル経営 

環境アニュアルレポー

ト報告対象範囲 

有価証券報告書 

G4-22 a. 過去の報告書で提供した情報を修正再記述する場合には、その影響および理由を報告 

する。 

再記述なし 

G4-23 a. スコープおよび側面のバウンダリーについて、過去の報告期間からの重要な変更を報告

する。 
環境経営行動計画

2020/2030 

ステークホルダー・エンゲージメント 

G4-24 a. 組織がエンゲージメントしたステークホルダー・グループの一覧を提示する。 
ステークホルダー・コ

ミュニケーション 

G4-25 a. 組織がエンゲージメントしたステークホルダーの特定および選定基準を報告する。 
ステークホルダー・コ

ミュニケーション 

NPOとの連携にあたっ

てのガイドライン（社会

貢献活動） 

  

http://jpn.nec.com/csr/ja/management/management.html
http://jpn.nec.com/eco/ja/annual/company/index.html
http://jpn.nec.com/ir/pdf/securities/2016/2016179_04.pdf
http://jpn.nec.com/csr/ja/management/management.html
http://jpn.nec.com/eco/ja/annual/company/index.html
http://jpn.nec.com/ir/pdf/securities/2016/2016179_04.pdf
http://jpn.nec.com/eco/ja/policy/20172030/index.html
http://jpn.nec.com/csr/ja/management/stakeholder.html
http://jpn.nec.com/csr/ja/management/stakeholder.html
http://jpn.nec.com/community/ja/intro/index.html
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G4-26 a. ステークホルダー・エンゲージメントへの組織のアプローチ方法（種類別、ステー

クホルダー・グループ別のエンゲージメント頻度など）を報告する、またエンゲージ

メントを特に報告書作成プロセスの一環として行ったものか否かを示す。 

ステークホルダー・コミュ

ニケーション 

G4-27 a. ステークホルダー・エンゲージメントにより提起された主なテーマや懸念、および

それに対して組織がどう対応したか（報告を行って対応したものを含む）を報告す

る。また主なテーマや懸念を提起したステークホルダー・グループを報告する。 

環境アニュアルレポート第

三者意見 

報告書のプロフィール 

G4-28 a. 提供情報の報告期間（会計年度、暦年など）。 
CSR情報開示方針 

G4-29 a. 最新の発行済報告書の日付（該当する場合）。 
CSR情報開示方針 

G4-30 a. 報告サイクル（年次、隔年など）。 
CSR情報開示方針 

G4-31 a. 報告書またはその内容に関する質問の窓口を提示する。 
NECへのご質問・ご意見 

GRI 内容索引 

G4-32 a. 組織が選択した「準拠」のオプションを報告する。 

b. 選択したオプションの GRI内容索引を報告する。 

c. 報告書が外部保証を受けている場合、外部保証報告書の参照情報を報告する。 

（GRIでは外部保証の利用を推奨しているが、これは本ガイドラインに「準拠」する

ための要求事項ではない） 

GRIガイドライン対照表 

第三者保証 

保証 

G4-33 a. 報告書の外部保証に関する組織の方針および現在の実務慣行を報告する。 

b. サステナビリティ報告書に添付された保証報告書内に記載がない場合は、外部保証

の範囲および基準を報告する。 

c. 組織と保証の提供者の関係を報告する。 

d. 最高ガバナンス組織や役員が、組織のサステナビリティ報告書の保証に関わってい

るか否かを報告する。 

第三者保証 

CSR情報開示方針 

環境レポート第三者意見 

ガバナンス 

G4-34 a. 組織のガバナンス構造（最高ガバナンス組織の委員会を含む）を報告する。経済、 

環境、社会影響に関する意思決定の責任を負う委員会があれば特定する。 
コーポレート・ガバナンス 

  

http://jpn.nec.com/csr/ja/management/stakeholder.html
http://jpn.nec.com/eco/ja/annual/opinion/index.html
http://jpn.nec.com/csr/ja/editorial/index.html
http://jpn.nec.com/csr/ja/editorial/index.html
http://jpn.nec.com/csr/ja/editorial/index.html
https://jpn.nec.com/cgi-bin/cs/opinion_form.cgi
http://jpn.nec.com/csr/ja/assurance/index.html?
http://jpn.nec.com/csr/ja/assurance/index.html?
http://jpn.nec.com/csr/ja/editorial/index.html
http://jpn.nec.com/eco/ja/annual/opinion/index.html
http://jpn.nec.com/profile/governance.html?id=nec
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倫理と誠実性 

G4-56 a. 組織の価値、理念および行動基準・規範（行動規範、倫理規定など）を記述する。 
NECグループ行動規範 

経済 

経済パフォーマンス   

G4-EC1 創出、分配した直接的経済価値 有価証券報告書 

社会貢献活動費 

環境会計 

G4-EC2 気候変動によって組織の活動が受ける財務上の影響、その他のリスクと機会 
温室効果ガス 

G4-EC3 確定給付型年金制度の組織負担の範囲 なし 

G4-EC4 政府から受けた財務援助 なし 

地域での存在感 

G4-EC5 重要事業拠点における地域最低賃金に対する標準最低給与の比率（男女別） なし 

G4-EC6 重要事業拠点における、地域コミュニティから採用した上級管理職の比率 なし 

間接的な経済的影響 

G4-EC7 インフラ投資および支援サービスの展開と影響 
事業活動をとおした社会

価値創造 

社会貢献活動 

G4-EC8 著しい間接的な経済影響（影響の程度を含む） 
事業活動をとおした社会

価値創造 

社会貢献活動 

調達慣行 

G4-EC9 重要事業拠点における地元サプライヤーへの支出の比率 なし 

環境 

環境パフォーマンスについては環境アニュアルレポートで開示しています。 

  

http://jpn.nec.com/profile/corp/necway/conduct.html
http://jpn.nec.com/ir/pdf/securities/2016/2016179_04.pdf
http://jpn.nec.com/csr/ja/pdf/2017_04_04.pdf#page=4
http://jpn.nec.com/eco/ja/announce/accounting/index.html
http://jpn.nec.com/eco/ja/issue/warming/index.html
http://jpn.nec.com/csr/ja/management/csv.html
http://jpn.nec.com/community/ja/index.html
http://jpn.nec.com/csr/ja/management/csv.html
http://jpn.nec.com/community/ja/index.html
http://jpn.nec.com/eco/ja/annual/index.html
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社会 

労働慣行とディーセント・ワーク   

雇用 

G4-LA1 従業員の新規雇用者と離職者の総数と比率（年齢、性別、地域による内訳） なし 

G4-LA2 派遣社員とアルバイト従業員には支給せず、正社員に支給する給付（主要事業拠点ごと） なし 

G4-LA3 出産・育児休暇後の復職率と定着率（男女別） なし 

労使関係 

G4-LA4 業務上の変更を実施する場合の最低通知期間（労働協約で定めているか否かも含む） なし 

労働安全衛生 

G4-LA5 労働安全衛生プログラムについてモニタリング、助言を行う労使合同安全衛生委員会に 

代表を送る母体となっている総労働力の比率 

なし 

G4-LA6 傷害の種類と、傷害・業務上疾病・休業日数・欠勤の比率および業務上の死亡者数 

（地域別、男女別） 
安全と健康 

G4-LA7 業務関連の事故や疾病発症のリスクが高い労働者数 
安全と健康 

G4-LA8 労働組合との正式協定に定められている安全衛生関連のテーマ 
安全と健康 

研修および教育 

G4-LA9 従業員一人あたりの年間平均研修時間（男女別、従業員区分別） 
人材開発・育成 

G4-LA10 スキル・マネジメントや生涯学習のプログラムによる従業員の継続雇用と雇用終了計画の

支援 
人材開発・育成 

G4-LA11 業績とキャリア開発についての定期的評価を受けている従業員の比率（男女別、従業員 

区分別） 
人材開発・育成 

多様性と機会均等 

G4-LA12 ガバナンス組織の構成と従業員区分別の内訳（性別、年齢、マイノリティーグループその

他の多様性指標別） 
コーポレート・ガバナ

ンス 

ダイバーシティ＆イ

ンクルージョン 

男女同一報酬 

G4-LA13 女性の基本給と報酬総額の対男性比（従業員区分別、主要事業拠点別） なし 

http://jpn.nec.com/profile/governance.html?id=nec
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サプライヤーの労働慣行評価 

G4-LA14 労働慣行クライテリアによりスクリーニングした新規サプライヤーの比率 

a. 労働慣行基準クライテリアによりスクリーニングの対象とした新規サプライヤーの比率

を報告する。 

なし 

G4-LA15 サプライチェーンでの労働慣行に関する著しいマイナス影響（現実のもの、潜在的な 

もの）と実施した措置 
サプライチェーンマ

ネジメント 

労働慣行に関する苦情処理制度 

G4-LA16 労働慣行に関する苦情で、正式な苦情処理制度により申立、対応、解決を図ったものの 

件数 

コンプライアンスと

リスクマネジメント 

人権 

投資   

G4-HR1 重要な投資協定や契約で、人権条項を定めているもの、人権スクリーニングを受けたもの

の総数とその比率 

なし 

G4-HR2 業務関連の人権側面についての方針、手順を内容とする従業員研修を行った総時間（研修

を受けた従業員の比率を含む） 
人権の尊重 

非差別 

G4-HR3 差別事例の総件数と実施した是正措置 なし 

結社の自由と団体交渉 

G4-HR4 結社の自由や団体交渉の権利行使が、侵害されたり著しいリスクにさらされているかもし

れないと特定された業務やサプライヤー、および当該権利を支援するために実施した対策 

なし 

児童労働 

G4-HR5 児童労働事例に関して著しいリスクがあると特定された業務やサプライヤー、および児童

労働の効果的な根絶のために実施した対策 
人権の尊重 

サプライチェーンマ

ネジメント 

強制労働 

G4-HR6 強制労働事例に関して著しいリスクがあると特定された業務やサプライヤー、およびあら

ゆる形態の強制労働を撲滅するための対策 
人権の尊重 

サプライチェーンマ

ネジメント 
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保安慣行 

G4-HR7 業務関連の人権方針や手順について研修を受けた保安要員の比率 なし 

先住民の権利 

G4-HR8 先住民族の権利を侵害した事例の総件数と実施した措置 なし 

人権評価 

G4-HR9 人権レビューや影響評価の対象とした業務の総数とその比率 
人権の尊重 

サプライチェーンマ

ネジメント 

サプライヤーの人権評価 

G4-HR10 人権クライテリアによりスクリーニングした新規サプライヤーの比率 なし 

G4-HR11 サプライチェーンにおける人権への著しいマイナスの影響（現実のもの、潜在的なもの）

および実施した措置 
サプライチェーンマ

ネジメント 

人権に関する苦情処理制度 

G4-HR12 人権影響に関する苦情で、正式な苦情処理制度により申立、対応、解決を図ったものの 

件数 
人権の尊重 

社会 

地域コミュニティ   

G4-SO1 事業のうち、地域コミュニティとのエンゲージメント、影響評価、コミュニティ開発プロ

グラムを実施したものの比率 
事業活動をとおした社

会価値創造 

環境負荷低減 

社会貢献活動 

G4-SO2 地域コミュニティに著しいマイナスの影響（現実のもの、潜在的なもの）を及ぼす事業 
人権の尊重 

腐敗防止 

G4-SO3 腐敗に関するリスク評価を行っている事業の総数と比率、特定した著しいリスク 
公正な取引の推進 

G4-SO4 腐敗防止の方針や手順に関するコミュニケーションと研修 
公正な取引の推進 

G4-SO5 確定した腐敗事例、および実施した措置 
公正な取引の推進 

http://jpn.nec.com/csr/ja/management/csv.html
http://jpn.nec.com/eco/ja/issue/index.html
http://jpn.nec.com/community/ja/
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公共政策 

G4-SO6 政治献金の総額（国別、受領者・受益者別） なし 

反競争的行為 

G4-SO7 反競争的行為、反トラスト、独占的慣行により法的措置を受けた事例の総件数およびその

結果 
公正な取引の推進 

コンプライアンス 

G4-SO8 法規制への違反に対する相当額以上の罰金金額および罰金以外の制裁措置の件数 なし 

サプライヤーの社会への影響評価 

G4-SO9 社会に及ぼす影響に関するクライテリアによりスクリーニングした新規サプライヤーの 

比率 

なし 

G4-SO10 サプライチェーンで社会に及ぼす著しいマイナスの影響（現実のもの、潜在的なもの） 

および実施した措置 

なし 

社会への影響に関する苦情処理制度 

G4-SO11 社会に及ぼす影響に関する苦情で、正式な苦情処理制度に申立、対応、解決を図ったもの

の件数 

コンプライアンスと

リスクマネジメント 

製品責任 

顧客の安全衛生   

G4-PR1 主要な製品やサービスで、安全衛生の影響評価を行い、改善を図っているものの比率 
デザイン事例 

環境配慮型製品 

G4-PR2 製品やサービスのライフサイクルにおいて発生した、安全衛生に関する規制および自主的

規範の違反事例の総件数（結果の種類別） 
NECからの重要なお知

らせ 

製品およびサービスのラベリング 

G4-PR3 組織が製品およびサービスの情報とラべリングに関して手順を定めている場合、手順が 

適用される製品およびサービスに関する情報の種類と、このような情報要求事項の対象と

なる主要な製品およびサービスの比率 

環境配慮型製品 

G4-PR4 製品およびサービスの情報とラベリングに関する規制ならびに自主的規範の違反事例の 

総件数（結果の種類別） 

なし 

G4-PR5 顧客満足度調査の結果 
お客さま満足度調査 

http://jpn.nec.com/design/case/index.html
http://jpn.nec.com/eco/ja/product/
http://jpn.nec.com/news/info.html
http://jpn.nec.com/eco/ja/product/index.html
http://jpn.nec.com/cs/voice_cs.html


 

125 

 
NEC CSR レポート 2017 

項目 指標 該当ページ 

マーケティング・コミュニケーション 

G4-PR6 販売禁止製品、係争中の製品の売上 なし 

G4-PR7 マーケティング・コミュニケーション（広告、プロモーション、スポンサー活動を含む）

に関する規制および自主的規範の違反事例の総件数（結果の種類別） 

なし 

顧客プライバシー 

G4-PR8 顧客プライバシーの侵害および顧客データの紛失に関して実証された不服申立の総件数 
個人情報保護 

コンプライアンス 

G4-PR9 製品およびサービスの提供、使用に関する法律や規制の違反に対する相当額以上の罰金 

金額 

なし 

国連グローバル・コンパクト 

ISO26000 

 

 

http://jpn.nec.com/csr/ja/guidelines/ungc.html
http://jpn.nec.com/csr/ja/guidelines/iso26000.html
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対照表： 国連グローバル・コンパクト 

国際連合が提唱する「国連グローバル・コンパクト」の 10 原則と NEC の CSR への取り組みとの対照表です。 

 

国連グローバル・コンパクト原則 該当ページ 

人権  原則 1 

企業はその影響の及ぶ範囲内で国際的に宣言されている人権の擁護を

支持し、尊重する。 

人権の尊重 

ダイバーシティ＆インクルージョン 

サプライチェーンマネジメント 
原則 2 

人権侵害に加担しない。 

労働 

基準 

原則 3 

組織結成の自由と団体交渉の権利を実効あるものにする。 

多様な働き方への環境づくり 

ダイバーシティ＆インクルージョン 

人権の尊重 

安全と健康 

サプライチェーンマネジメント 

原則 4 

あらゆる形態の強制労働を排除する。 

原則 5 

児童労働を実効的に廃止する。 

原則 6 

雇用と職業に関する差別を撤廃する。 

環境   原則 7 

環境問題の予防的なアプローチを支持する。 

環境への取り組み 

原則 8 

環境に関していっそうの責任を担うためのイニシアチブをとる。 

原則 9 

環境にやさしい技術の開発と普及を促進する。 

腐敗 

防止 

原則 10 

強要と贈収賄を含むあらゆる形態の腐敗を防止するために取り組む。 

公正な取引の推進 

コンプライアンスとリスクマネジメント 

Global Reporting Initiative 

ISO26000 

 

http://jpn.nec.com/eco/ja/
http://jpn.nec.com/csr/ja/guidelines/gri.html
http://jpn.nec.com/csr/ja/guidelines/iso26000.html
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対照表： ISO26000 

ISO26000 の 7 つの中核主題および 36 の課題と NEC の CSR への取り組みとの対照表です。 

ISO26000 の中核主題 課題 該当ページ 

組織統治 1.組織統治 コーポレート・ガバナンス 

サステナブル経営 

コンプライアンスとリスクマネジメント 

事業継続 

情報セキュリティ 

個人情報保護 

人権 1.デュー・ディリジェンス 

2.人権に関する危機的状況 

3.加担の回避 

4.苦情解決 

5.差別及び社会的弱者 

6.市民的及び政治的権利 

7.経済的、社会的及び文化的権利 

8.労働における基本的原則および権利 

人権の尊重 

コンプライアンスとリスクマネジメント 

サプライチェーンマネジメント 

労働慣行 1.雇用および雇用関係 

2.労働条件および社会的保護 

3.社会対話 

4.労働における安全衛生 

5.職場における人材育成及び訓練 

多様な働き方への環境づくり 

安全と健康 

ダイバーシティ＆インクルージョン 

人材開発・育成 

環境 1.汚染の予防 

2.持続可能な資源の使用 

3.気候変動緩和および適応 

4.環境保護、生物多様性、及び自然生息地

の回復 

環境への取り組み 

公正な事業慣行 1.汚職防止 

2.責任ある政治的関与 

3.公正な競争 

4.バリューチェーンにおける社会的責任の

推進 

5.財産権の尊重 

公正な取引の推進  

コンプライアンスとリスクマネジメント 

サプライチェーンマネジメント 

http://jpn.nec.com/profile/governance.html?id=nec
http://jpn.nec.com/csr/ja/management/management.html
http://jpn.nec.com/eco/ja/index.html
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消費者課題 1.公正なマーケティング、情報及び契約慣

行 

2.消費者の安全衛生の保護 

3.持続可能な消費 

4.消費者に対するサービス、支援並びに苦

情及び紛争解決 

5.消費者データ保護及びプライバシー 

6.必要不可欠なサービスへのアクセス 

7.教育及び意識向上 

CS（顧客満足） 

品質・安全性の確保 

個人情報保護 

人権の尊重 

コミュニティへの参画及び発

展 

1.コミュニティへの参画 

2.教育及び文化 

3.雇用創出及び技能開発 

4.技術の開発及び技術へのアクセス 

5.富及び所得の創出 

6.健康 

7.社会的投資 

事業活動をとおした社会価値創造 

地域社会との連携 

社会貢献活動 

 

 Global Reporting Initiative 

 国連グローバル・コンパクト 

 

http://jpn.nec.com/community/ja/index.html
http://jpn.nec.com/csr/ja/pdf/2017_17.pdf
http://jpn.nec.com/csr/ja/guidelines/gri.html
http://jpn.nec.com/csr/ja/guidelines/ungc.html
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第三者保証  

NEC CSR レポート 2017 では、以下の保証報告書に記載されている項目について、第三者による保証を受けました。 
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CSR情報開示方針  

社会価値創造型企業をめざす NECにとって、ステークホルダーのみなさまとのコミュニケーションは、企業の社会的責任を

果たすという観点だけでなく、お客さまや社会の本質的な課題を理解する機会となる点でも、重要な取り組みであると考えて

います。 

CSRレポート(Web版)は、お客さま、株主・投資家、お取引先、地域社会、従業員など、ステークホルダーのみなさまとの

コミュニケーションのための大切なツールとして、CSRに関連する取り組みと成果を、ESG(環境・社会・ガバナンス)軸で開

示しています。また、NECアニュアル・レポートでは、CSRレポートのエッセンスを紹介しています。 

報告対象範囲 

掲載事項については日本電気（株）（＝当社）にのみ適用されるものと、NECグループも含まれているものがあります。CSR情報開示で

は、特段の断りがないかぎり、「NEC」は日本電気（株）および NECグループを意味します。 

開示の形式 

CSR Web サイト 

Webの特性を活かし、双方向のコミュニケ―ションツールとして、CSRへの取り組みの最新情報を随時公開しています。また、GRIをはじ

めとする国際的イニシアティブとの整合のため網羅性を重視し、SRI（社会的責任投資）調査機関、メディア、大学、NPO・NGOなど CSR

専門家の方々のニーズにも対応しています。なお、環境に関する取り組みの詳細は、環境アニュアルレポート(Web版)にリンクしています。 

NECアニュアル・レポート 

社会と NECの持続可能な発展に向けた NECの経営戦略を、財務・非財務の双方から説明しています。2013年度より、従来の財務報告を 

中心としたアニュアル・レポートと非財務情報のハイライト（従来の「CSRレポート・ダイジェスト」）を統合して「アニュアル・レポー

ト」として発行しています。 

参考としたガイドライン 

国際的なイニシアティブとの整合をめざし、以下のガイドラインを参考に CSRの取り組みを報告しています。  

・GRIサステナビリティ・レポーティング・ガイドライン 4.0 (※) 

・国連グローバル・コンパクト 

・ISO26000 

※GRI＝Global Reporting Initiativeが発行するサステナビリティレポートに関する国際的なガイドライン 

年度活動報告の更新時期 

2017年 7月(前回 2016年 7月) 

 

http://jpn.nec.com/eco/ja/annual/index.html
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データ集 

注記のないものは、日本電気株式会社単体を対象としています。 

対象期間は、2015 年、2016年、および 2017 年 3 月 31日に終了した連結会計年度または各年 3 月 31 日現在です。 

★のついたデータは、第三者保証を受けています。（女性管理職数・比率、従業員平均年齢・勤続年数、育児・介護休職取得

者数は、正社員の在籍者が対象です。） 

ガバナンス 

コーポレート・ガバナンス 

 2014 年度 2015 年度 2016 年度 

社外取締役比率 45.5% 45.5% 45.5% 

 

 2015 年 2016 年 2017 年 

女性管理職数（※各年 4 月 1 日現在） 386 人 ★374 人 ★368 人 

女性管理職比率（※各年 4 月 1 日現在） 5.2% ★5.4% ★5.5％ 

 

コーポレート・ガバナンス 

ダイバーシティ＆インクルージョン 

リスク・コンプライアンス 

 2014 年度 2015 年度 2016 年度 

コンプライアンスに関する Web 研修 

受講率（※国内 NEC グループを含む） 

98% 98% 98% 

コンプライアンス・ホットライン 

相談件数 

65 件 85 件 101 件 

コンプライアンスとリスクマネジメント 

情報セキュリティ・個人情報保護 

 2014 年度 2015 年度 2016 年度 

個人情報保護教育受講率 

（※国内 NEC グループを含む） 

100% 100% 100% 

情報セキュリティ点検実施社数 

（※国内・海外 NEC グループを含む） 

国内 76 社 62 社 60 社 

海外 39 社 40 社 34 社 

http://jpn.nec.com/csr/ja/pdf/2017_06_01.pdf
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 2014 年度 2015 年度 2016 年度 

CSR・情報セキュリティ施策 

説明会 出席社数・参加者数 

約 1,700 社 約 1,600 社 約 1,500 社 

約 2,200 人 約 2,000 人 約 2,000 人 

取引先の情報セキュリティ対策の 

点検・評価実施状況 

訪問点検 
計 1,800 社 

100 社 50 社 

書類点検 1,600 社 1,450 社 

 
情報セキュリティ 

個人情報保護 

サプライチェーンマネジメント 

社会 

人権尊重 

 2014 年度 2015 年度 2016 年度 

人権啓発集合研修 

受講者数 

Web 研修 23,538 人 22,063 人 20,296 人 

集合研修 2,932 人 2,030 人 1,731 人 

人権ホットライン相談窓口 

相談件数 
約 20 件 約 30 件 約 25 件 

 

人権の尊重 

ダイバーシティの推進・労働慣行 

 2014 年度 2015 年度 2016 年度 

 

 

 

 

 

連結地域別従業員数・割合 

（※NEC および連結子会社） 

 

日本 
78,056 人 77,455 人 80,478 人 

78.9% 78.5% 74.7% 

APAC 
6,926 人 7,678 人 9,347 人 

7.0% 7.8% 8.7% 

中国・ 

東アジア 

4,882 人 4,058 人 5,329 人 

5.0% 4.1% 5.0% 

EMEA 
4,540 人 4,948 人 5,406 人 

4.6% 5.0% 5.0% 

北米 
2,502 人 2,495 人 2,819 人 

2.5% 2.5% 2.6% 
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 2014 年度 2015 年度 2016 年度 

連結地域別従業員数・割合 

（※NEC および連結子会社） 
中南米 

1,976 人 2,092 人 4,350 人 

2.0% 2.1% 4.0% 

 

 2014 年度 2015 年度 2016 年度 

男女別従業員数 
男性 19,660 人 18,498 人 17,763 人 

女性 4,322 人 3,737 人 3,681 人 

外国人新卒採用人数 64 人 66 人 39 人 

 

 2014 年 2015 年 2016 年 

障がい者雇用率 

（※各年 6 月 1 日現在。 

障害者雇用促進法に基づく）  

NEC 単独 2.00% ★2.03% ★2.07% 

国内連結子会社 2.03% 2.06% 2.10% 

 

 2014 年度 2015 年度 2016 年度 

 

従業員平均年齢 

男性 43.1 歳 ★43.3 歳 ★43.6 歳 

女性 41.0 歳 ★41.2 歳 ★41.4 歳 

全体 42.7 歳 ★42.9 歳 ★43.1 歳 

 

従業員平均勤続年数 

男性 18.6 年 ★18.7 年 ★18.9 年 

女性 18.3 年 ★18.2 年 ★18.3 年 

全体 18.5 年 ★18.6 年 ★18.8 年 

ダイバーシティ＆インクルージョン 

多様な働き方への環境づくり 

ワーク・ライフ・バランス 

 2014 年度 2015 年度 2016 年度 

年次有給休暇取得率 68.4% 67.9% 69.3％ 

育児休職取得者数 388 人 ★395 人 ★376 人 

介護休職取得者数 16 人 ★19 人 ★18 人 

従業員平均残業時間 17.4 時間 17.4 時間 17.1 時間 

ダイバーシティ＆インクルージョン 

多様な働き方への環境づくり 
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安全・健康 

 2014 年度 2015 年度 2016 年度 

労働災害 
度数率 0.27 ★0.25 ★0.18 

強度率 0.00 ★0.00 ★0.00 

 

安全と健康 

人材育成 

 2014 年度 2015 年度 2016 年度 

従業員一人当たり研修受講日数 

NEC 4.6 日 4.9 日 5.1 日 

国内 NEC 

グループ 
3.5 日 4.0 日 4.5 日 

従業員サーベイ回答率 

（※海外グループ会社を対象にした 

サーベイは原則各年で実施） 

国内 84% 83% 79% 

海外 77% - - 

研究開発費用 1,342 億円 1,240 億円 1,093 億円 

人材開発・育成 

イノベーションマネジメント 

社会貢献活動 

 2014 年度 2015 年度 2016 年度 

社会貢献支出額 5.4 億円 4.3 億円 6.7 億円 

 

地域社会との連携 

環境 

環境活動の進捗・実績については、こちらをご参照ください。 

 

http://jpn.nec.com/eco/ja/data/index.html
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